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地域別情報拠点育成に関する

　　　 調査研究報告書

昭 和55年3月

　　　　UIPO印

財団法人　日本情報処理開発協会



　この報告書 は,日 本 自転 車振 興会か ら競 輪収 益の 一部で あ

る機械 工業振 興 資金の補助 を受 け て昭和54年 度に実施 した

「地域 別情報拠 点の育成に関す る調査 研究 」の成果 を と りま

とめた もので あ ります。
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は　　じ　 め　　に

　 地 方 の 時 代 と いわ れ る"80年 代 にお い て は.わ が 国 の 情 報化 が 一層 進 展 す る時

期 で あ る と予 想 され ます 。特 に地域 の 社 会 経 済 及 び 住 民 生 活 が,多 様 化 し高度

化 す ると と もに,的 確 な情 報 の 利用 環 境 につ い ての 要 請 が 高 ま って い ます 。

　 この よ うな情 勢 に鑑 み,当 協 会 で は,地 域 情 報 拠 点 の 育 成 充実 を計 る ことが 必

要 と考 え,情 報 ニ ー ズ調 査,シ ス テム開発 上の 技 術 的 問 題 等 の 研 究 を3カ 年 計画

で 実施 してお ります 。

　 地 域 情 報 拠 点 の構 想 は,地 域 活 動 を行 って い る機 関 が各 々の 目的 に応 じて収 集

加 工 す る情 報 を ネ ッ トワ ーク化 し,相 互 に有 効利 用 を計 り,提 供 サ ー ビスを 可能

とす る もの で す 。

　 初 年 の 本年 度 は,地 域 情 報 拠 点 育成 調 査委 員 会 及 び3地 域 委 員会 を設 け て,地

域 開発(北 海 道),地 場 産 業(東 海 ・北陸),情 報 ネ ッ トワー ク形 成(九 州),の

3情 報拠 点 に つ い て,情 報 ニ ー ズ調 査 を行 い ま した 。 この 結 果,地 域 の 諸 機 関 に

お け る情 報 の収 集 利用 状 況 が明 らかに な り,今 後 の ネ ッ トワー ク化 に 有 効 な 資 料

が作 成 で きた もの と存 ず る次 第 です 。

　 第2年 度 以 降 は,具 体 的 な 情 報拠 点 育成 の た め に テ ス トシス テ ムの研 究 を進 め

る と と もに,残 され た地 域 の 情 報 ニ ー ス調 査 を継続 して実 施 す る計 画 で す 。

　 最 後 に本 調 査 に 多大 な ご協力 と ご支援 を頂 いた関 係 機 関 各位 を始 め と して,多

用 の と ころ調 査 に ご尽 力 賜 わ った調 査 委 員 及 び調 査 員 に有 難 た くお礼 申 し上 げ ま

す 。

昭和55年3月

財団法人　日本情報処理開発協会

会　　長　上　　野　　幸　　七
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第1章 　 事 業 の概 要

◎

　本章では,本 調査研究事業の 目的,事 業計画,事 業の推進体 制,昭 和54年 度の

作業経過 及 び本報告書 の構成 について述べ る 。

第1節 　 目　　 的

　 「地方 の時代」 と呼ばれる80年 代 においては,　 各企業,各 種団体,お よび行

政機 関と も経営戦略,行 政施 策のより一層高度 な地域 的展開が求 められてい る。

　 この ためには これ らの地域 企業,地 域商工団体 お よび地方 自治体等 の行政機関

の経営戦略策定,行 政施策の計画,実 行等 を支援す る地域情報 を整備す る必要が

があ る。

　 同時 に 地域 に お け る コ ン セ ンサ ス形成 の た め,こ れ を共 通の 情 報 基 盤 と して整

備 して い く必要 が あ る。

　 そ こで,本 プ ロジ ェ ク トで は,こ う した 地 域 的 な 各 種の 計 画,施 策 の 実 行 に 必

要 とな る地 域 情 報 へ の ニ ー ズ を明 らか にす る と と もに,そ の 利用 方 法,技 術 に 関

す る研 究,開 発 を行 い 共 通 情 報 基盤 の 形成,拡 大 に 寄 与 し う る地域 別 情 報 拠 点 の

育成 と ネ ッ トワー クの 形 成 を行 う。

b

第2節 　 事業計画

　本 プロジェク トは各地城兵3カ 年計画で実施 す る。

　初年度は,　 「地域 別情報拠点 育成調査委員会 」 を設け,地 域情 報の高度利用,

政策的利用 に関す るニーズ調査,利 用 技術の研究 を行 う.

　第2年 度は,初 年度 の成果 を踏 まえて,地 域情報 の高度利用 に関す るテス ト事

例の研究 を行 う。

　第3年 度は,必 要性の高いデ ータにつ いて条件の整 った地域 か ら,地 域 デ ータ

ー1一



バ ン クの形 成 及 び その 利 用 の た め の ソ フ トウ ェアの 開発 を行 う。

　 た だ し,北 海 道,東 海 ・北 陸,九 州 の3地 域 は54年 度 を初 年 度 と し,　 関 信 越

・東 北 ,近 畿 ・中 国 ・四国 の2地 域 は55年 度 を初年 度 とす る。

54 55 56 57

北海道

東海 ・北陸

九州

(調 査) (テ ス ト事 例) (シ ステム開発)

関信越 ・東北

近畿 ・中 国
四国

(調 査) (テ ス'ト事 例) (シ ステム開発)
一

第3節 　推 進体制

　 「地域別情報拠点育成 調査委員会」(以 下 単に本委員会 と略す),

ング ・グルー プ及び3つ の地域委員会 を設置す る。

　 各委員会 の機能 と構 成は次の通 りとす る。

① 地域別情報拠点育成調査委員会(本 委員会)

　 。　 関係 諸機関の間の意 見交換,調 査研究の全体 的統括

　 ●　 本委員会の開催 は年2回 程度 とす る。

② 総合 ワーキング ・グループ

　 ●　 調査 ・研究事業 の全体 的 と りま とめにあた る。

　 ●　 本 ワーキング ・グル ープは適宜 開催す る。

③　地域委員会

　 ●

　　 業の推進全体 を統括す る。

　 ●　 3地 域 について,各 々地域別に委員会 を設 け る。

　 ●　 次の メンバー よ り構成 され る。

　　　　 ●　 地方 自治体

総 合 ワー キ

各地域にお ける関係諸機関の間の意見交換 をは じめ,各 地域 におけ る本事

一2一
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　　　●　 地域 の商工会議所等の各種 団体

　　　●　 地域企業(電 力,銀 行等)

　　　●　 地域の情報 サ ービス機関等

　　　●　 省庁等の地方部局

●　 地域委員会は,適 宜 開催 する。

●　 事務局 は,各 地域の事情 を勘 案 して適 当な機 関におく。

'

ト

第4節 　昭 和54年 度 の作業経過

　昭和54年 度の作業 経過は次の通 りである。

54年7月31日 　・地域別情報拠 点育成 調査委員会発足

　　　　　　　　　昭和54年 度事業基 本計画(案)の 検討

　　　 9月 　7日 　・地域別情報拠点育成調査委員会(第2回)

　　　　　　　　　昭和54年 度事業実 施計画(案)の 検討

　　　　　　　　　各地域委員会の活動 方針の検討

　　 9月 ～10月 　・各地域委員会発足

　 10月 ～12月 　・調査実施

　　 12月18日 ・総合 ワーキ ング ・グループ(第1回)

　　　　　　　　　各地域委員会の中間報告検討

　 12月 ～　2月 　・補 完調査の実施

　　　　　　　　　地域委員会の報告 とりまとめ

55年2月28日 ・総合 ワーキ ング ・グルー プ(第2回)

　　　　　　　　　報告書(案)の 検討

　　　 3月25日 ・地域 別情報拠点 育成調査委員会(第3回)

第5節 　 本報告書 の構成

　本報告書は第1編 総 論 と第2編 各 論の2編 か らな っている。第2編 は北 海道,

東 海 ・北 陸,九 州 の 各 地 域 委 員 会 の 報 告 書 を と りま と めた もの で あ る。 これ らの
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内容 の簡 単 な要 約 を第1編 第2章 に と りま とめ た 。第1編 第3章 は,54年 度 の 調

査研 究 成 果 の 上 に立 って,若 干 の 今 後 の 課 題 を と りま とめ た。

勺

司
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第2章 　地域情 報ニ ーズ調査結果の要約

第1節 　地域 開発に関する情 報ニーズ

　北海道 は第 一次,第 三次産業の ウェイ トが高 く,第 二次産業 特に製造業の ウェ

イ トが低 く,北 海道 に とって地域 開発 問題 は古 くて新 しい問題 であ る。

　 こ うした ことか ら,地 域開発 に関す る情 報調査委員会(北 海道 地域委員会)は,

地域 開発 問題 に関す る情報 ニーズを中心に54年 度調査を行 った。調査の方法 は,

地域委員会 を構成す る北海道 開発局,北 海道庁,北 海道経済連合会,北 海道 商工

会議所連合会,北 海道拓殖銀行,北 海道電 力,北 海道東北開発公庫及 び札 幌通 商

産業局 の8機 関 がそれ ぞれ アンケ ー ト調査に 回答 し,こ れ を委員会で討議 しなが

ら分 析 を行 うとい う形で進 め られ た。

　 そ こで以下においては,調 査の結果 を,① 共通利用 情報 の特徴,② 利用 に当 っ

ての問題点等 を中心に整理 す ることとす る。

(1)共 通利用 情報の特徴

　　 地域開発計画の立案 ・実施 プロセスは,狭 義の経済開発 にと どま らず,都 市

　 ・住 宅 ・上 下 水道 ・学 校 ・病 院等 の 社 会 環 境 施 設 の 整備,自 然 環 境 との 調和 か

　 ら地 方 文 化 の 創造 まで を含 む極 め て広 範 囲 の 要 素 を対象 とす る総 合 的 な プ ロセ

　 スで あ る。

　 　 従 って,そ の プ ロセ スで 要 求 され る情 報 も,イ メー ジ的 に言 え ば第1図 に 示

　 され るよ うな重 層 性 を も った多 種 多 様 な もの で あ る ことが 予 想 され た 。 そ こで

　 本 調査 で は,特 定 の情 報 リス トを提 示 せ ず に,各 機 関 に 地 域 開 発 に必 要 と思 わ

　 れ る全 情 報 源 を リス トア ップ して い た だ き,そ れ を共 通 利用 度 数 に 応 じて,評

　 価 ・選 択 してい くこ と と した 。 そ の結 果 は 当初 の 予 想 の 線 に 即 した もの で あ っ

　 たが,若 干 その 特 徴 を整 理 す れ ば次 の よ うに な る。

　 　 第1の 特 徴 は,地 域 を複 眼 的 ・重 層 的 に 把 え るた めに 極 め て 多 岐 に わ た る数
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Zスefe5
国 土 自然 情 報(面 積,高 度,降 雨 量etc)

自然環境情報(植 生)

土地利用情報(地 目別,用 途別)

人 口・世帯

産業活動
一般経済

住宅

運輸通信

教育

生活 ・文化

公 害 ・環 境(大 気,水 質,土 壌)

行政上の区域指定

その他の局地的法規制

政支出実績

権利設定状況(所 有権,鉱 区等)

=

診

第1図 　 地域情報の構造(イ メージ)

多 くの 情 報 が 必 要 に な る とい う こ とで あ る。

　第1表 は,今 回の 調 査 で リス トア ップ され た計509種 の 情 報 源 の 中 か ら,調

査対 象8機 関 中.5機 関 以 上 が共 通 に 利用 して い る情 報 を分 野 別 に整 理 して み

た もの で あ るが,土 地 利用,人 口 ・労 働 力,産 業 活動 ・所 得 ・金 融 ・物 価 等 の

一 般 経 済 ,運 輸 ・通 信,教 育 ・余 暇,行 政 施 策 ・財 政 支 出 とい った あ らゆ る分

野 の 情 報 が 総 合 的 に 利 用 され て い る こ とが 明 らか と な った。 前 出 の 第1図 との

対比 をす れ ば,国 土 自然 情 報,自 然 環 境情 報,公 害 ・環 境,住 宅 等 の 分 野 に 関

す る共 通 利用 情 報 が それ 程 見 られ な か った もの の,他 の分 野 に関 して は予 想 以

上 の共 通 利用 情 報 が抽 出 され た。 また,産 業 活 動 の 分 野 に 関 して は,第 一 次産

業 の ウ ェイ トが 高 い 北 海 道 の地 域 特 性 を反 映 して,農 林 漁 業 に 関 す る基 本 統 計

情報 が 約半 数 を 占 め てい る もの の,他 分 野 に お い て は,い ず れ の 地 域 で も共 通

して 利用 され る情 報 が 抽 出 され て い る と考 え られ る。

　 第2の 特徴 は,悉 皆 性 の 高い 構 造 情 報 の ウェ イ トが 極 め て 高 い 点 で あ る。 こ
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第1表 分野 別共通利用情報一 覧

分　野 共　　通　　利　　用　　情　　報

土 地 利用 工場立地動向調査　　　　　　　工場適地調査

人 口・労 働力 函

就業構造基本調査　　　　　　1職業安定業務統計1

　　　　　　　　　　　　　　 住民基本台帳

産 業 活 動 北海道地域産業連関表　　　　 総 合エネルギ ー統計
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

1農家経済調査1　　　　　　　 建築統計

農業観測　　　　　　　　　　 地域間産業連関表

牛乳 ・乳製品統計調査　　　　北海道水産現勢

匪 物統計纏I　 　 　 l紙パルプ纐+1

農業基本調査　　　　　　　　　機械統計

匡 働 　 　 　 　 　 化学統計

1工業統計調査1　　　　　　　 エネルギー統計

北海道工場総覧　　　　　　　　北海道石炭統計

北海道林業統計　　　　　　　　中小企業経営指標

漁業 ・養殖生産統計　　　　　1商業統計調査1

水産物流通統計　　　　　　　　商業動態統計

　　　　　　　　　　　　　　 鉱工業生産動態統計1北海道電力需給概司

一 般 経 済
1国民所得統計1　　　　　　　 中小企業金融公庫月報

1資本形蹴 査1　 　 　 紅 銚 統計

北海道金融月報　　　　　　　事業所統計

札幌卸売物価　　　　　　　　　日銀統計月報

北艶 消賭 物儲 数　 1道民所得統計1

1函 館税関外国貿易概況1　　　 北海道統計書

1北 海道地方設備投資計画調査　食糧需給表
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1家 計 調査
1

運 輸 通信 鉄道貨物輸送年報　　　　　　 北海道道路現況

教育 ・余 暇 北海道の観光客入込みに関　　 学校基本調査

す る資料

行 政 施 策 北海道地域産業構造ビジョン　　産業構造の長期 ビジ ョン

財 政 支 出

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

北海道開発事業予算額　　　　新経済社会7カ 年計画

北海道発展計画　　　　　　　　　　　　　　工業再配置計画

政府経済見通し　　　　　　　　　　　　　　第三次全国総合開発計画

　　　　　　　　　　　　　　新北海道総合開発計画

注:資 料1-2よ り,共 通 利 用 度 数 が5以 上 の もの を抽 出 。

　　 [=]は ④ ランクの共 通利用 度数が4以 上の もの。但 し,白 書,要 覧,

　　便覧等の二次加 工資料 は除いてあ る。

　れは北海道地域委員会の調査 結果 を東海 ・北陸地域委員会の調査結 果 と比較す

　 る時一層 明 らか とな るが,後 者 にお いては,商 品仕入,市 場,新 技術,経 済動

　向 とい った言わば寿命の短 い動態情報が基本 とな るが,前 者 では開発計画の対

　象 とす るタイム ・レンジが極 めて長期 にわた り,し か も計画作成段階 では集中

　的に,相 当大 きな情報収集,処 理 コス トを見込んで作業 が行 われ るため,寿 命

　の長 い構造情報 が要求 され る。

　　 また,地 域開発計画におい ては,地 域 の平均値,集 計値 だけでな く,地 域 内の

　 よ り ミク ロな分布,差 異 に も着 目しな くてはな らないため,多 様 な地域分割に

　耐 え うる悉 皆 性 の 高 い情 報が望 まれ る。実際,第1表 に掲 げた共 通利用情報

　 の 多 くは悉 皆 的な性 格 を もつ ものであ り,そ の多 くは市区町村別表 彰の形態

　 で利用 に供 されている。

(2)利 用 面 にお ける問題点

　　以上の よ うな質の高 さを要 求 されるために,デ ータの利用 に当 っては,現 状
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の様 々な問題点,改 善要望事項が提 出 され ている。 詳 しくは資料1-4に 列挙

されて いるが,主 な ものを挙 げれば,

　① 対 象数 を増 や し,構 造統計 と しての精度 を高 めた り,詳 細な地域区分に

　　 も応 じうる密 度 を保持 す るこ と。

　② 既存の表 彰方 式では粗 す ぎるの で,市 区町村 別等の よ り詳細 な地域区分

　　 に分割 した り,よ り詳細な商品分類で,表 彰す るな どの措置 を講ず るべ き

　　 で あるとす る もの。

　③ ②が不可能な場合 には,目 的外 利用等 に当 っての制約条件 を緩 め る措 置

　　 を講ず るな どす るべ きである とす る もの 。

等で ある。

　 いず れ も簡単に実現 しうる ものではないが,膨 大な収集 コス トをかけて作成

された貴重な情報 だけに,こ うした利用面で の障害 をで きる限 り速 やかに克服

し,こ れ らの 要望に応 えてい くべ きであろ う。

'

φ

第2節 　 地 場産 業 に 関 す る 情 報 ニー ズ

　 地 場 産業 に 関 す る情 報 調 査 委 員 会(東 海 ・北 陸 地 域 委員 会)で は,織 物,陶 磁

器 等 の 産 地 性 の 高 い 地場 産 業 が 集 中 してい る と い う地 域 特 性 を生 か し,　 「地場 産

業 にお け る情報 ニ ー ズ」 の 調 査 に取 り組 ん だ 。『

　 こ うし た こ とか ら調 査方 法 も,委 員 会 にお け る意 見 交 換,討 議 だ け では 充 分 な

情 報 ニ ー ズ が把 握 しえ な い た め,第2図 に示 され る東 海 ・北 陸地 域 の 各 産 地 の事

業組 合,商 工 会 議 所 ・商 工 会,地 元 金 融機 関 及 び市 町 村等 の 約200機 関 を対 象 と

す る ア ンケ ー トを実 施 し,こ れ を委 員 会 で と りま と め るとい う方 法 を採 った 。

　 そこで,以 下 に おい ては,こ の ア ンケ ー トの 調 査 の 分 析結 果 を中心 とし て,

(1)地場 企 業 の 情 報 ニ ー ズ とは 何か(2)地 場産 業 を と り囲 む情報 チ ャ ンネ ル は い か な

る構 造 を も って い る か につ い て,ま と め る こ と とす る.

(1)地 場 企 業 の 情 報 ニ ー ズ

　 　 ア ンケ ー ト調 査 で は,第2表 に掲 げ る各 種 情報 の カテ ゴ リー を設 け,こ の 中
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石川県

1珍 漆

岐

2膠 化4吻 非

診 銅
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陶
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宏

陶

重

織

化

機
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　28愛 知県
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第2図 　調査対象産 地
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(地 区 名)

1.輸 　 島

2.富 山 ・高 岡 ・新 湊

3.高 　 岡

4.黒 　部

5.石 川 県 －J円

6.小 　松

7.山 　 中

8.金 沢 ・小 松

9.関

10.東 　濃

11.岐 阜 ・羽 島

12.一 宮 ・尾 西 ・津 島

13,瀬 　 戸

14.豊 　 田

15.名 古 屋 　 　 　'

16.名 　 港

17.東 海

18.半 田 ・東 浦

19,西 尾 ・幡 豆

20、 蒲 　 郡

21,常 　 滑

22.　 　 }四 日 市
・川 越

23.

24,四 日 市 ・桑 名 ・津

25.鈴 　 鹿

26,伊 賀

27.松 阪

28.岡 　 崎

　 (業 種)

鉄 … 鉄 　 　鋼

イヒ　　…　　イヒ)　　　　　学

非 … 非鉄金属

機 … 機 　 　械

陶 … 陶 磁 器

繊

刃

漆

銅

楽

繊

刃

漆

銅

楽

雑

物

器

器

器

●

⑱

、



第2表 ニ ーズ調 査 の 情 報 カ テ ゴ リー

情　報　区　分 番号 情　　報　　内　　容

1 生産 活動 に関す る情報

2 雇用 に関す る情報

経 済 情 報
3 所得 ・賃金等 に関す る情報

経 4 その 他景気動 向,金 融事情,物 価等に関す る経済

済 情 報 ＼

● 5 海外 の政 治 ・経済等 に関す る情報

政 6 国及び地方 自治体の経済 ・産業施策等 に関 す る情

策 報

情 7 融資(制 度 ・機 関)に 関す る情報

報 施策 ・制度情報 8 法人税 ・固定資産税等,税 制 に関 する情報

9 都市開発計画,工 場 団地計画等,立 地 に関す る情

報

10 その他の施策 ・制度 に関す る情報

11 企業の生産 ・販売等に関す る情報

12 企業の財務 ・賃金体 系等に関す る情 報

13 従業員 採用,労 働力需給等,雇 用 に関す る情 報

地
企業関連情報

14

15

教 育 ・訓練等に関す る情報

事業 多角化,事 業転換等に関す る情報

16 企業の集 団化 ・協業 化に関す る情報

場 17 経 営者意識に関す る情 報

18 その他企業り般 情報

産 19 新製品開発に関す る情 報

20 新材料 ・素材等 の開発 ・利用 に関す る情報

業 技術関連情報 21 製造 ・加工等,生 産技術に関す る情報

22 その 他特 許 ・技術導 入等,国 内技術一般情報

関 23 海外の 技術一般 情報

24 原燃材料 ・部品等,仕 入商品の需給 ・価格 に関す

連
仕入関連情報

る情報

25 下請 ・外注先の動向に関する情報

情 26 その 他,仕 入 一 般 情 報

27 シ ェ ア,価 格 等,地 場 製品 動 向 に関 す る情 報

報 28 シ ェ ア,価 格等,関 連 製品 動 向 に関 す る情 報

市場関連情報
29 消費者 ニーズに関す る情報

30 同業者の動向に関す る情報

31 取引先の動向に関す る情報

32 その 他,市 場一 般 情 報
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か ら必 要 と思 わ れ る もの を複 数 回 答 す る とい う方 式 を採 った。 その 結 果 の 概 要

は第3図 に示 す 通 りで あ る 。

　 大 分 類 で順 を追 え ば,市 場 関 連 情報,技 術 関連 情 報,経 済 情 報,企 業 関連 情

報,施 策 ・制 度 情 報,仕 入 関 連 情 報 とな るが,こ れ らは いず れ もひ とつ の 独 立

し た範 疇 の 情 報 と し て 企 業 活 動 に 欠 か す こ との で きな い もの で あ り,調 査

結果 と して 重要 な意 味 を もつ の は,各 大 分 類 項 目の 中 での 項 目の 順 位 で あ ろ う。

　 この 観 点 か ら眺 め る と,市 場 関連 情 報 の中 で は消 費 者 ニ ー ズ29%,地 場産

業 動 向23%,同 業 者動 向19%,取 引 先動 向17%と 続 き,技 術 関連 情 報 では,

新 製 品 開 発41%,生 産 技 術35%,新 材 料 ・素 材20%と 続 く。 又 経 済 情報 は

ほ とん どが景 気 一 般70%で あ る。 企 業 関連 情 報 で は生 産 ・,販売42%,財 務

・賃金16% ,雇 用11%と 続 き,施 策 ・制 度情 報 は,経 済 ・産 業 政 策41%と

融 資39%に2分 され,税 制 は9%と 予 想 外 に 低 い 。 仕入 関連 情報 は その ほ と

ん どが 仕 入 商 品 に関 す る もの で あ る。

仕 入 商 品(87%)

外 注先 動向(　 7%)

経済 ・産業政策

　 　 (41%)

融　　 (39%)

生 産 ・販売(42%

財務 ・賃金(16%

景 気 一般(70%)

生産活 動(17%)

消 費者 ニーズ(29%)

地 域製品 動向(23%)

新製品 開発(41%)

生産 技 術(35%)

注:第2編 第2章 第3.3図 及び第3.4図 より編集

　 　 　 第3図 　地 場 企 業 の情 報 ニ ーズ
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　また,こ れ らの各分野別 の 情 報 を その充 足 レベ ル に応 じて整 理 した もの が,第

3表 で あ る 。 同表 か ら明 らか にな るの は,第1に 経 済情 報,施 策 ・制 度 に 関 す

る情 報 に つ い ては ほ ぼ充 足 してお り,最 も不 足 の 度 合の 高 いの が,市 場 情 報,

企業 情 報,技 術 情 報 で あ る と い う点 で あ る。 第2に 明 らか なの は不 足 の 度 合 の

第3表 各分野別情報の充足状況

情報区分 情 報 ニ ー ズ 既　入　手 不 足 情 報

市　場 消 費 者 ニ ー ズ　 (29) 市場一般　　　　(23) 消 費 者 ニ ー ズ (52)

地場製品動 向　　(23) 地場製品動向　　(19) 地場製品動向 (24)

計　　　　[i司 計　　　　匝] 計 画
技　術 新製品開発　　　(41) 生産技術　　　　(31) 新製品開発 (40)

生産 技術　　　　(35) 技術一般　　　　(28) 新材料 ・素材 (18)

計　　　　 [[コ 計　　　　 [[司 計 回
経　済 景気一般　　　　(70) 景気一 般　　　　(32)

生産活動　　　　(17) 生産活動　　　　(28) 一

計　　　　 巨司 計　　 　 　 [i司 計 回
企　業 生 産 ・販 売 　　 　(42) 生 産 ・販売 　　 　(54) 生産 ・販 売 (42)

財 務 ・賃 金 　　　(16) 企 業 一般 　 　　 　(19) 財務 ・賃金 (16)

計　　　　匝] 計　 　 　 　 [[司 計 回
施　策 経済 ・産業政策 　 (41) 経済産業政策　　(35)

制　度 融資　　 　　　 (39) 融資　　　　　 (26) 一

計　　　　 国 計　　　　 匝] 計 口
仕　入 仕入商品　　　　(87)

外注 先動 向　　　(7)
一 一

計　　　　回 計　　　 　 [亙】 計 回

注:第2編 第2章 第3.4図,第3.10図 ・第3□7図 より編集。(　 　)内 の数字 は情報 区分

　 の各 項 目内での比率関,〔=コ 内の数字 は情報区分の各項 目の全体の中 での比率《%で,全 体

　 として充 足,不 足度 合 を示す。
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　 高 い市 場 情報,技 術 情 報の 中 で も,特 に消 費 者 ニ ー ズ,新 製 品開 発 等 に 関 す る

　 情 報 が不 足 して い る こ とで あ る。 こ うした状 況 は ひ とつ に は消 費 地 か ら遠 い地

　 域 に 立 地 してお り,し か も消 費 者 の 移 り気 な動 向 を把 握 す る チ ャ ンネ ル を もた

　 な い地 場 産業 に あ っては,現 状 で は や む を得 な い 状況 で もあ る と も言 え よ う。

(2)地 場 企 業 を取 り囲 む情 報 チ ャ ンネ ル

　 　 地 場 企 業 に お い て は,必 要 な情 報 は 日常 の 商活 動 を通 じて入 手 され るの が 普

　 通 で あ り,前 節 で分 析 した地 域 開 発 に関 す る情 報 の よ うな特 別 な 目的意 識 を も

　 って収 集 され る情 報 とは 根本 的 に 性 質 が異 な る 。

　 　 そ こで ア ンケ ー ト調査 に お い て は,各 情 報 分 野 毎 に,ど の よ うな経 路 で こ う

　 した 情 報 が入 手 され て い るか を併 せ て調査 した 。 その 結 果 の 概 要 をや や誇 張 し

　 て図 示 した もの が第4図 で あ る。

　 　 同図 に 示 され るよ うに,地 場 企 業 が 日常 的 に 接 触 す る機 関 は 各種 あ る もの の,

　 それ ぞれが 比 較 的特 化 した情 報 の 入 手 チ ャ ンネル に な って い る こ とが,本 調 査

　 で 明 らか に な った 。

　 　 例 え ば,最 も頻 繁 に 接 触 す る と思 われ る事 業 組 合 は,あ らゆ る情 報分 野 に お

　 い て1位 もし くは2位 の 入 手 チ ャン ネ ル とな って い る もの の,商 工 会 議 所 ・商

　 工 会 や 自治体 は,こ れ らの 機 関 の 主 催 す る融資 説 明会 等 を通 じた施 策 ・制 度 情

　 報 の チ ャン ネル に特 化 してお り,ま た,マ ス コ ミや 金 融機 関 も主 と して一 般 的 な

　 経 済 情 報 の チ ャ ン ネル に特 化 してい る 。仕 入,販 売 等 を通 じて 日常 的接 触 の あ

　 る関 連 企 業 か らは,仕 入,市 場,技 術,企 業 等 の 情 報 を得 てい る こ とが わ か る。

　 　 従 って,情 報 入 手 の方 法 も 「会 って 直接 」 とい うの が49%で あ り,残 りは

　 「メ ー ル」46%,「 電 話 」3%と な ってい る。 ま た 入手 情 報 の 形 態 も,「 資 料 」

　 が42%で あ り,以 下,「 統 計 デ ー タ」36%,「 考 え方 ・ノ ウハ ウ」17%,

　 「情 報 所在 源 」5%と な って い る。
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●
商工会議所

商　工

技術情報　　 一般経済情報

仕入情報　　施策・制度情報

市場情報　　企　業　情 報

企業情報　　技術情報

市場情報　　仕入情報

注:第2編 第2章 第3.7図 より編集。一般経済,施 策 ・制度等の各分野

　 に関 して1位 及び2位(部 分的に3位 も含む)の 入手経路のみを記
　 入。

　 　 第4図 　 地 場 企 業 を取 り囲 む 情報 チ ャ ンネ ル

第3節 　 地 域 情 報 の デー タ交 換 ネ ッ トワー ク形 成

　 情 報 ネ ッ トワ ーク形 成 に関 す る調 査 委 員 会(九 州地 域委 員 会)で は,地 域 に お

け る情 報 交 換 ネ ッ トワ ーク形 成 の 可 能 性,有 効 性,問 題 点 等 に つ い ての 調 査 ・研

究 を行 うこ と と な り,今 年度 は,国 の 地 域 機 関(福 岡 通産 局)と,地 方 自治体(九

州 各 県)を モ デ ル ケ ー ス と し て,両 者 の 間 の 磁気 テ ー プ交 換 の 可 能 性,有 効 性,

問題 点 につ い て調 査 を行 った 。

　 現 在,国 の 地 域 機 関,自 治体 等 に お い て は,内 部 業務 処 理 へ の 電 算 機 の 適用 が

進 み,国 及 び都 道 府県 レベ ル で は100%(共 同利 用 セ ンタ ー での 委 託 処 理 及 び外

部 処理 機 関 へ の 委 託 を含 む),市 町 村 レベ ルで も約80%台 に達 して い る。

　 こ う した 背 景 の 下 で,政 府省 庁 間 に お い て は,情 報 資源 の 有 効活 用 とい う見 地

か ら,各 種 統 計 調 査結 果,二 次 加 工 統 計 デ ー タ等 の 磁 気 テ ー プベ ー ス に よ る情 報

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一15一



交 換 が 実 施 され てい るが,今 後,地 域 レベ ルに お い て もこ うした 情 報 資 源 の 有効

利 用 を図 ってい くた め に は,地 域 に お け る重要 な情 報 の保 有 者 で あ る 自治体,国

の地 域 機 関 等 にお い て,各 種 統計 調 査結 果等 の磁 気 テ ー プに よ るデ ー タ交 換 が 実

施 され る こ との 意義 は 大 きい 。 そ こで,以 下 に お い ては,本 調 査 の 対 象 とな った

通産 局 と,自治 体 間 の例 を中 心 と しつ つ,磁 気 テ ー プベ ースの デ ー タ交 換の 現状,

見 通 し,問 題 点 に つ い て 整理 す る こ と とす る。

(1)磁 気 テ ー プベ ー スの デ ー タ交 換 の 現状

　 　 九 州 地 域 委 員 会 の 調 査 に よれ ば,現 在,各 自治体 と国の地域機関 の間には第5図

　 に示 され る よ うな磁 気 テ ー プベ ー スの情 報交 換 が行 わ れ て い る 。

　 　 これ らの うち,都 道 府県 が 自治 省,林 野 庁及 び国 土 庁 に 磁 気 テ ー プで 報告 し

　 て い る もの は言 わ ば 報 告 媒体 が 磁 気 テ ー プで あ る にす ぎな い が,自 動 車 登 録M

　 T(分 配 テープ)及 び人口動態統計MTは,そ れ ぞれ運 輸 省 及 び 厚 生 省 が 自動 登 録

　 業 務,人 口動 態 統 計 の 集 計 に用 い た デ ー タ を言 わ ば副 産物 的 に 都道 府県 が活 用

　 しよ うとす る もの で あ り,情 報 資 源 の有 効 利 用 と い う見 地 か ら高 く評価 され る

　べ きものであ る。 また,現 在 福 岡通 産 局 が一 部の 県 に提 供 して い る,鉱 工 業 指 数

　 の 作 成 シ ス テ ム,各 種 産 業 連 関 分 析 シ ス テムの ソー ス プ ログ ラ ムMTも,ソ フ

　 トウ ェア レベ ルに お け る磁 気 テー プベ ー スの情 報 提 供 と して 新 しい 試 み と言 え

　 る。

　 　 これ らに 共 通 して 言 え る こ とは,い ず れ もオ ペ レー シ ョナ ルな業 務 レベ ルの

　 情 報 収 集 ・提 供 に す ぎず,し か も,一 方 向的 な もの で あ る とい うこ とで あ る。

　 　 しか しな が ら,政 府省 庁 間 に お け る磁 気 テー プベ ー スの デ ー タ交 換 が 単 に オ

　 ペ レ ー シ ョナ ルな業 務 レベ ル で の デ ー タ交 換 だ け で はな く,情 報 検 索,分 析計

　 算 等 の 高 度 利用 に 必 要 な デ ー タの 相 互交 換 に発 展 して い る こ とに 見 られ る よ う

　 に,自 治 体 一 国 の機 関 の 間 に お い て も,情 報 の 高度 利用 の た め の デ ー タ交 換

　 が 有 効 か つ 可 能 で あ る領 域 は 数 多 くあ るの で は な か ろ うか 。 この よ うな見 通 し

　 の 下 に,九 州 地 域 委 員 会で は,各 県 及 び 通産 局 の 両機 関 に対 して,双 方 の デ ー

　 タ保有 状 況 及 び相 手方 保 有 デ ー タの 利用 状 況 を調 査 した。
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` 県 別
MT

県 別
MT

自動車
　 録

㌶

注:現 在,九 州の一部の県 との間 で実施 され ているだけである。

　 詳細 は資料3-3の ㈲ 参照。

第5図 　 自治体 と国の地 域機 関 との磁気 テ ープによるデータ交換等 の現 状

●

舎

②　情報資源の有効活用 のためのデ・一夕交換の可 能性

　　調査の結 果に よれば,現 在,主 体的かつ客観的諸条件(有 益性の相互理解,

　利用度,電 算化状況等 々)の 整備が必要 であ るが,次 の よ うな交換対 象候補 デ

　ータがあげ られ た。

　　 これ らはいずれ も,公 表 デー タであ り,現 在既 に印刷物等の形 態で相 互に交

　換 されてい る もの であるが,分 析計算,情 報検索等に これ らを有効 に活用 す る

　ためには,各 々相手方の機関で電算機処理 され た結果テープを交換 し合 うこと

　は,文 字通 り情報資源の有効利用 につなが る ものであると言え よ う。

　　特 に,第4表 に示 され るよ うに,自 治体 の 「総合行政情報 システム」 と呼ば
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通 産 局 → 県 県 → 通産 局

鉱 工業指数(全 国計,地 域計) 鉱工業指数(県 別)

大規模小売店舗の概要 大規模小売店舗の概要

(第 一種) (第 二種)

商業動態統計月報 毎 月勤労統計(県 別)

工業統計(市 町村編等) 歳入歳出決算額(市 町村別)

商業 統計(　 　 〃　　 ) 公共施設状況調査

産業連関表　　　　　　　等 等

　 れ る,政 策 的支 援 を 目的 と した デ ー タバ ンク シス テムが い くつ か の 自治体 で 開

　 発 ・運 用 され よ うと して い る現 在 に お い ては,こ れ らの デ ー タバ ン クの デ ー タ

　 蓄 積 を よ り効 率 的 に行 うた め に国 の 機 関 の 保 有 す る電 算 処 理 済 デ ー タ を情 報 資

　 源 と して有 効 に 活 用 して い く こ とが是 非 と も必 要 で あ ろ う。

　 　 ま た,国 の 機 関 に と って も,各 種 の 政 策 立 案作 業 の 上 で,自 治体 の保 有 す る

　 デ ー タは極 め て重 要 な一 部 で あ る か ら,相 互 に こ うした情 報 資 源 の 有効 利 用 を

　 図 る こ とが重 要 で あ ろ う。

(3)デ ー タ交 換 に 当 って 留 意す べ き点

　 　 しか しな が ら,実 際 の デ ー タ交 換 の 実 施 に 当 って は,次 の よ うな 点 に注 意 す

　 る必 要 が あ る 。 これ は第2編 の 各 論 で も詳 し く述 べ る こ と とす るが,要 約 す れ

　 ば,

　 　① 先 に掲 げ た 各種 デ ー タは いず れ も公 表 数値 で あ るが,外 部 へ の 提 供 に 当

　 　　 って は デ ー タ担 当部 局 の承 認 を要 す る こと。

　 　② デ ー タ交 換 に 当 っての フ ォー マ ッ トな どの 技 術 的 条件,コ ヒD-・ 編 集等

　 　　 に要 す る コ ス トの分 担 等 に関 し て相 方 の合 意 し うる原 則 を定 め る こ と。

　等 の 諸 点 とな ろ う。

　 　 いず れ にせ よ,双 方 が 合意 した条 件 の下 で,情 報 資 源 の有 効 利用 とい う見 地

　か ら取 り組 む ことが 重 要 で あ ろ う。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -18一



第4表 都道府県 の総合行政情報 システム

`

都道府県名 シ ス テム の名 称 開発終了
予定年度

福 島 県 小地域情報 システム 59年 度

茨 城 県 茨 城県 デー タベースシステム 運用中

栃 木 県
市田T村別統計データバンクシステム 運用中

都道府県別統計 システム 54年 度

埼 玉 県 埼玉県人 口情報 システム 運用中

東 京 都 ODITAS-T 運用中

神奈川県 行 政 デ ー タ管理 シ ス テム 57年 度

静 岡 県 統計情報総合利用 システム 54年 度

愛 知 県 愛知県統計情 報管理 システム 54年 度

大 阪 府 行 政 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム 運用中

兵 庫 県 計画情報分析 システム(PIAS) 運用中

出典:自 治大 臣官 房情報管理宮室 ・相川 一夫,「 地方公共団体 におけ るコン ビ

　 　 ュ一夕利用 状況 の概要 」「地方 自治 コン ピュー タ」54年12月 号

s
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第3章 　 今 後 の課 題

　 最後 に,54年 度 の 調査 結 果 をふ りか え り,今 後 の 課 題 を整理 して,第1編 総

論 の ま と め とす る。

第1節 　情 報 ニ ー ズ 調査 の拡 充

　 今 年 度 は,北 海 道,東 海 ・北 陸,九 州 の3地 域 に お い て 地域 委 員 会 を組 織 し,

調 査 を行 っ たが,北 海 道 地 域 委 員 会 の 調 査 結 果 に も述 べ られ て い る通 り,情 報 の

利 用,流 通 面 に お い て,相 当の 地 域 差 が存 在 す る もの と考 え られ る。 特 に,地

域 開 発 問題 の様 な場 合 に おい ては,北 海道 の よ うに北 海 道 庁 及 び複 数 の ブ ロ ッ ク

別 出先機 関 が同 一 の 経 済 圏域 を行 政 対 象 と して い る場 合 と,複 数 の 自治体 の行 政

対 象 区域 が 集 合 して ひ とつ の ま と ま った経 済 圏域 を成 して い る場 合 とで は相 当 程

度情 報 の利 用,流 通 パ タ ー ン も異 な って こ よ う。

　 こ うした ことか ら,今 年 度 の3地 域 に お け る調 査 研 究 の 成 果 を踏 まえ て,今 後

更 に い くつ か の 地 域 に お い て,情 報 ニ ー ズ調 査 を行 い,地 域 間 の共 通 点 と相 違 点 、

を明 らか に す る必 要 が あ ろ う。

　 また,今 年度 は,上 記3地 域 が それ ぞれ 別 の 視 点 か ら情 報 ニ ー ズ調 査 に取 り組 み,

その テ ー マ も地 域 開発 の よ うな 「大 乗 的 」 テ ー マか ら,地 場 企業 の 日常 活 動 情 報

の 分 析 まで,巾 広 く調 査 す る ことが で きた が,「 地域 情 報 へ の ニ ー ズ」 とい う大

きな 範 疇 に 比 べ れ ば ま'だ ま だ 極 く 一 部 を 把 握 し得 た に す ぎな い 。

　 例 えば,地 域 開 発 の 問 題 に して も,主 と して開 発 計 画 を策 定 す る側 に あ る組 織

と,こ うし た計 画 に 沿 って 自 らの 工 場移 転 計 画 を策 定 した り,立 地 戦 略 を立 て た

りす る側 の企 業 とで は,お そ ら く全 く別 の 地 域 情 報 を利用 す ることになろ う。また,

同 じ地 場 企業 で あ って も,今 回 調査 の 対 象 とな った 製 造 業 と卸 ・小 売業 とで は 当

然 全 く異 な る情 報 ニ ーズが 発 生 す る。 こ う した例 は 枚 挙 にい とま が な い が,も ち
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うん これ ら全 て を調査 す る こ とは不 可能 と して も,重 要 と思 わ れ るい くつ か の 視

点 を追 加 し,本 調査 の結 果 を補 完 して い く必要 が あ ろ う。

第2節 　地域別情報拠点育 成に当 っての課題

　今年度の情報ニーズ調査等 の結果 を踏 まえ,地 域 別情報拠点 の育成 を図 ってい

くための方策,施 策の あ り方 について検討 を行 うことは今後の課題で あるが,こ

こでは,今 後の検討作業 に引 き継 ぐべ き備忘録 として,主 要検討事項 を整理 して

お くことにす る。

(1)地 域開発問題に利用 され るデータは,第2章 で も述 べ た 通 り,悉 皆 的 な構

　造 データが基本 となる。またそれ故に,そ の ほとん どは官庁統計 である。従 って,

　 この面におけ るデータ利用 を根本的 に押 し進 め るためには,官 庁統計の提供形

　態,提 供条件 等が大 きな影 響 を持つ ことにな る。 この点で,現 在各省庁 にお い

　 て各 々で提供している際の条件等 につ いてはいかに調整 され るべ きであろ うか。

② 　地域開発計 画や,立 地戦 略の策定 とい った機能 は,極 めて高度の情報処理作

　業(計 算機 を用 いるとい う意味 ではない)を 要 す るもので あ り,そ のために,

　企業で言 えば本社機能が これ を担当す る。従 って,こ れ らの必要情報の需要の

　分布パ ター ンは窮極的 には本 社機能の地域 分布によ って規定 される。従 って こ

　れ らの情報 の地域別拠点が成立 しうるためには我 が国全体 としての本社機能が

　 9割 方東京 と大 阪に集中 してい るとい う現状 に一定 の変更 を伴 うものでな くて

　はな らない。 これは如何 に して可能か。

(3)地 場企業の情報 ニーズ調査結果に見 られ るよ うに,こ れ らの企業の情報入手

　 チ ャンネルは日常の商業活 動で接触 しうる範 囲に限定 されてお り,「 情 報」流

　通の面で もまさに 「地場」に閉 ざされてい る。

　　 これは,不 足情報の トップに挙げ られてい る消費者ニ ーズや新製品開発に関

　する情報が いずれ も,日 常の商活動の範 囲 を越 えた遠隔の消費地や,技 術開発

　力の集積度の高い大都市部か らもた らされ る ものであるとい う調査結 果に も丁

　度裏返 しの関係で現 われ てい る。 しか し,本 来情報 システム(情 報通信機 能 を
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　 含 む)は,こ うした地 理 的 な距 離感 を短 縮 す る効 果 を持 つ は ずで あ り,こ う し

　 た遠 隔地 で発 生 す る情 報 の 産 地 へ の 伝達 チ ャン ネ ル と して地 域 別 の 情 報拠 点 が

　機 能 す る ことが 図 られ な けれ ば な らな い 。

(4)但 し,こ の 場 合 に お い て,中 小 零細 的 な 経 営 主体 の 多い 地 場企 業 の 実 態 に 鑑

　 み,視 覚 的 な情 報 の活 用,コ ンサ ル テ ィン グ との抱 き合 わ せ等 の 配 慮 が な され

　 な くては な らな い だろ う。
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第1章 地域 開発 に関す る情 報調 査
　　　　　　　　 (北海道地域委員会)

第1節 　調査 の概要

1.調 査 の 目的

　北海道 は,第 一 次,第 三 次産業の ウェイ トが高 く,第 二次産 業特 に製造業の後

進性が 目立 ち,産 業構造の 高度化が要請 されてお り,ま た,近 年商工業 ・電源 の

立地,エ ネルギ ーの需給,地 域産業 の振 興,産 業 ・生活環境基盤の整 備等す ぐれ

て地域 的問 題 も多い。

　 そのため,今 後80年 代 を目指 し,北 海道の地域特性に応 じた地域 開発 を促進

する必要が あると考 えられ る。

　一方,現 在,各 機関で利用 されてい る地域 開発関係情報 は,極 めて多種 多様 と

考 え られ るが,各 機関にお いては,逐 年,情 報 システムの強化 ・拡 大 を積極的に

進め てい る。

　 したが って,利 用の活発 な地域開発情報について,そ の有効 利用,高 度利用 を

検討す る等,各 種の地域情報 を整備 し,共 通情報基 盤 として の 情 報 ネ ッ トワー

クの育成 を促す ことは,今 後の緊急な課題で あると考 え られ る。

2.調 査 の全体 計画

　本調査 は,「 地域 開発 に関 す る情報」 につ いて,昭 和54年 度か ら3カ 年計画 で

行 うこととし,当 面,昭 和54年 度 には,次 の調査 を実施 した。

(1)昭 和54年 度

　① 地域 開発 に関す る情報 の利用状況 調査

　② 〃 磁気 テ ープ保存状況調査

　③ 　　　　　　　〃　　　　　 今後 のニ ーズ,電 算処理計画 調査

　　なお,本 年 度の調査に関す る調査様式 及び記入要領は,参 考 資料1L1の と
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　 お りで あ る。 また,地 域 開発 に 関す る情 報 に つ い ては,余 りに も膨 大 な もの に

　 な ると考 え られ るの で,後 述 第5項 の とお り,一 応 その 範 囲 を限 定 した 。

(2)昭 和55～56年 度

　 　 54年 度 に行 った 調 査 の結 果 を踏 ま え,共 通利 用 度 の 高い情報 について,そ の

　 具 体 的 な 利 用 内容,電 算 処理 内容,磁 気 テ ー プ保 存 内容 を調 査 し,磁 気 テー プ

　 交 換 等 の 問 題 に つ い て検 討 し,そ の実 現 に 努 め る。

3.調 査 の推進体 制

　上 記の調査研究は,北 海道 にお ける地域開発の推進に密接 な関連の ある主要な

各機関の うちか ら,次 の政府機関,自 治体,経 済団体,企 業等の委員(14名)

で構成す る 「地域開発 に関 する情報調査委員会」 によって行 うことと し,ま た,

本調査の対象機関 として も,こ れ ら各機関 か らは多大の協力 を得 た。

　① 　北海 道開発局

　② 　北海道

　③ 　北海 道経 済連合会

　④(社)北 海道 商工会議所連合会

　⑤(株)北 海道拓殖銀行

　⑥　　北海 道電力(株)

　⑦ 北 海道東北開発 公庫北 海道 支店

　⑧ 札 幌通商産業局

4.調 査の 日程

　昭和54年7月,中 央に 「地域 別情報拠 点育成委員会」及び 「地域 別情報拠点

育成総合 ワーキンググル ープ」が設け られ,そ の後,10月 地域委員会 として 「地

域開発に関す る情報調 査委員会 」が発足 し,本 年 度内に3回 の委員会 を開催 し,

各種調査の実施及 び調 査結果の検 討 を行 った。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -24一



その 具体 的 日程 は,第1表 の とお りで あ る。

第1表 調査 スケ ジ ュー ル

も

月 中　　　央 地　　　　　　　　　　　　　域

7 ・31委 員 会発足

9
・7委 員会 一 一

10

　　　　　　　　　　 推進機関及び委員選考

・25第1回 委員会

11 調査実施

12 ・18総 合W・G

一

　　　　　　　　　 調査とりまとめ

1 ・18第2回 委員会

　　　 　　 　 一一一一 補完調査実施

2
・28総 合W・G

一

　　　　　　　　　 補完調査とりまとめ,報 告書概要作成
一

3

・25委 員 会

・19

一一ーー 一 一一 一 一 一 報 告 書(案)作 成

第3回 委 員 会

σ

5.地 域 開 発 に 関 す る 情 報 の 範 囲

　地 域 開 発 とい う概念 は,極 めて 広範 囲 で あ り,一 般 的 に 次 の と お り,「 経 済 開

発 」 と 「社 会 開 発 」 に 大 き く分 け られ る と いわ れ て い る。
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地

域

開

発

1

2

3

'4

5

発聞済経

　　地 域 開 発 の 概 念

産業基盤施設の整備

工業開発

農林水産業の近代化

第三次産業の近代化

観光開発

一{i欝 驚 ∴1∴ ∵)

　　　　　　　　　　　　　　　　(出 所:「 地域開発」植村福七著)

　 調査対象機関の地域 開発関係情報 は,極 め て膨大 になる もの と考 え られ るので,

当面,経 済開発に関連 す る分野 に限定す ることとし,各 機関の情報利用 ニーズを

勘案 して,地 域 開発 の情報の範 囲 を次の とお り七 つの分野 に分類 した。

D

別

3

'4

5

6

7

産業 基 盤 施 設 の 整 備

農 ・林 ・水産 業 の 開 発,振 興

鉱 ・工 業 の 開 発,振 興

エ ネル ギ ーの 開 発

中小 企業 の 振 興,流 通 の 近 代 化

観 光 ・レク リエ ー シ ョンの 開 発,振 興

開発 一 般
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第2節 　情報 ニーズ と利用情報

1.　各機関の情報ニー ズの現 状

　 地域開発 に関す る情報利用の主要 な ニーズを各機関毎に と りま とめたのが資料

1-1で あ る 。

　 各 機 関 の 地 域 開発 に関 す る情報 利 用 の ニ ー ズ は,そ の まま 地域 開 発 を推 進 す る

民 間 機 関 の 経 営 戦 略 で あ り,ま た,行 政 機関 の 行 政 施策 の 主 要 な 課 題 と もい え,

関 係 機 関 の業 務 の特 徴 的基 調 が あ らわ れ て い る。

　 前述 の 地 域 開 発 に関 す る情報 の分 類 別 に み ると,地 域 開発 全 般 に 関 す る もの を

始 め と して,農 林 ・水 産 業,鉱 工 業,中 小 企業,流 通 ・観 光 ・レ ク リエ ー シ ョ ン,

エ ネル ギ ー,産 業 基 盤 施 設 等 の地 域 開発 を進 め るあ らゆ る分 野 で,実 態把 握,計

画 の 策定,行 政 施策 効 果 の 測 定 等 に よ る ニ ー ズが 目立 ってお り,民 間 機 関,行 政

機 関の それ ぞれ が,地 域 開 発 の 重 要 な役 割 を果 た して い る もの と考 え られ る。

●

2.共 通 利 用 情 報 の現 状

　 地 域 開発 に関 す る利用 情 報 につ い て は,通 常 継続 的 に使用 され て い る固 有 情 報

と して 第2表 の と お り,509の 情 報 が あげ られ た 。 その 中 で も特 に 国土 利用 ・基

盤 及 び 実際 の 産 業 活 動 等 に関 す る情 報 が,多 種 多 様 に活用 され て い るの が 目立 っ

て い る。

　 これ を 更 に,2機 関 以 上 共 通 して利 用 され て い る情 報 に つ い て と りま とめ た も

のが,資 料1-2の 「地 域 開 発 に関 す る共 通 利用 情 報一 覧」 で あ る。

　 これ に よ る と,共 通 的 に利 用 され て い る情 報 と して334(第2表 の共 通情 報 参

照)の 情 報 が あげ られ るが,資 料1-2の 其 通 利用 度 数 は1機 関 を1件 と した もの

で あ り,各 機 関 の 各 セ クシ 。 ンでの 利 用 度,並 びに情 報 の 利用 間 隔 が 月,期,随

時 の もの が 相 当 あ る こと を考 慮 す る と,そ の 利用 頻 度 は更 に 大 き く増 加 す る もの

と考 え られ る 。

　 その うち,情 報 重 要 度 を考 慮 した利用 度の 高 い もの をあ げ て み る と次 の とお り

で あ る。
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第2表 利用情報一覧

情　 報　　区　 分 固有情報 共通情報

所　　　　　　 得 4 4

経 済 ・開 発 計 画 12 12

人 口　・ 労 働 力 12 10

設　 備　 投　 資 7 6

財　政　 ・ 金　融 15 14

物　　　　　　価 11 11

生　活　 ・ 消　費 8 8

企　 業　 経　　営 12 12

国 土 利 用 ・基 盤 57 23

貿　　　　　　易 4 4

統　　計　 一　　般 28 17

農 林 水 産業 60 51

産 鉱 工 業 一 般 14 10

鉱業 ・軽工業 58 37

業 重 化 学 工業 30 20

エ ネ ル ギ ー 73 37

活 建　　　　設 11 5

運　　　　輸 38 25

動 商　　　　業 11 6

観　　　　光 21 10

そ　　　の　　　他 23 12

合　　　　　　 計 509 334
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所　得

経済 ・開発計 画

人 口 ・労 働力

設備投資

財政 ・金融

物　価

生活 ・消費

企業経営

国土利用 ・基盤

貿　易

統計一 般

農林水産業

鉱工業一般

鉱業 ・軽 工業

重化学工業

エ ネルギー

建　設

運　輪

業

光

商

観

道民所得統計等

・産 業構造の長期 ビジ ョン,北 海道地域産業構造 ビジ ョン

北海道発展 計画,新 北海 道総合開発計 画,

第三次全国総 合開発計 画等

一国勢調査
,住 民基 本台帳等

資本形成調査,北 海道地方 設備投資計 画調査等

日銀統計月報,北 海道金 融月報,北 海道 開発事業予算額等

札幌卸売物価,北 海道消 費者物価指 数等

家計調査,国 民 生活 白書,道 民生活 白書等

中小 企業 白書,中 小企業経営指標等

・・工場適地調査
,北 海道道路現況等

通商白書等

経 済白書,北 海道統計書,北 海道勢要覧,北 海道市町 村勢

要覧,た くぎん調査月報等

農 林水産統計年 報,農 業 観測,農 家経済調査等

鉱工業指数,工 業 センサ ス,工 場立 地動 向調査等

一牛乳 々製品に関す る統計調査
,紙 パル プ統計年報等

機械統計年 報,化 学工業 統計年報等

総合エ ネルギ ー統計,エ ネルギー統 計年報,

北海道石炭統計年報,電 気事 業便覧等

建設白書,建 築統計年報等

運輸白書,鉄 道貨物 輸送年報,数 字 でみ る北海道の 輸送,

北海道 陸運要覧等

商業 セ ンサス,商 業動態統計調査等

観光 白書,北 海道の観光客入込みに関す る資料等
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3.　 情報利用面 の問題 点 ・意見等

　現 状での情報 利用 面の問題点 ・意見等 を集約 したのが資料1-3で あるが,そ れ

ぞれ各機関 か ら様 々な意見,要 望が寄せ られ てお り,こ れ を要約す ると次 の六つ

に分類 され る。

(1)公 表内容や調 査項 目の改善充実 を図 るべ きもの

　　 (区 分)　 　(情 報 名)　 　 　 　 (内 　 　 容)

① 公表 内容 　商業 センサス 　 　 町村 単位 まで公表

② 〃 　　 〃 　 　 小売業 の細分類 まで公表

③ 調査項目 　石油関係統計 　 　 石油備蓄数量

④ 〃 　 骨材,建 材関係統計 セメン ト,生 コン以外の需 要部門統計

⑤ 〃 　 省エネルギー関係統計 業種別省 エネルギー状 況,省 エネル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ギ ー化率の数値

⑥ 〃 　 商業 センサ ス 　 流通段 階調査の北海道分 の数値

②　調査結 果の早期発表 を望 む もの

　　 (情 報名)　 　 　 (項 　目)

　 ① 建 設統計 　　 建築着工統計

　 ② 　家計 調査　　　　全項 目

(3)調 査周期の改善 を望 む もの

　　 (情 報名)　 　　　 (現 行周 期)　 　 (改 善周期)

　 ① 商業 セ ンサス 　 　 3年 　 　 2年(毎 年)

(4)統 計法 に基 づ く統計 目的外使用 制限の緩和 を望 む もの

　 ① 　工業 セ ンサス

　 ② 　商業 センサス

　 ③ 商業動態統計調査
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(5)調 査対象の改善 を望む もの

　　　 (情 報 名)　 　　 　　　 (調 査対象)

　① 水産物 流通統計 　 　 対象地の増加

　② 貨物 流動関係統計 　 　 対象事業所の増加

　③　商業動態統計調査　　　　　　　　〃

(6)そ の他の改善 を望む もの

① 各省庁におけ る石油代替 エネルギーの開発研究の現状 に関 す る定 期的情報

　　の発表

　② 特 定工場 の届出,工 場立地動向調 査に関す る精度向上 のための補完調査の

　　実施

③ 砂 利採取量 の把握(砂 利採取 法)に 関す る精度向上の ための統 計法上 の格

　　付 け
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第3節 　 情 報 処 理 の現 状

1.　 コ ン ピ ュー タ利 用 の現 状

　今 回調 査 対 象8機 関 の うち,コ ン ピ ュ ー タを 保有 してい るの は5機 関 で あ り,

そ の主 な概 要 は資 料1-4の とお りで,各 機 関 に お い ては,そ の ニ ーズ に即 応 した

形 で大 量 処 理 業 務 を中 心 に 活用 され,近 年 の情 報 シ ステ ム化 の 著 しい拡 大 に伴 い,

漸次 シ ス テ ムの強 化 を図 って い る。

2.　 コ ン ピ ュー タ処理 と情 報 保 存 の現 状

　 コン ピュ ー タを保 有 してい る機 関 別 の 情 報 の 保 存 状 況 を示 したのが資 料1-5で

あ るが,こ れ に よ る と,磁 気 デ ィス クで デ ー タを保 存 して い るの は2機 関 で あ り,

デ ー タ交 換 等 の 共 通 情 報基 盤 形 成 の基 とな る磁気 テ ー プで の デ ー タ保存 は3機 関

とな って い る。

　 ま た,共 通 利用 情報 とそ の 保存 状 況 の 関 連 に つ い てみ る と,一 部の 情 報 を 除 き,

共 通 利用 情 報 と して 利用 頻度 の 高 い もの に つ い ては,総 じて 磁 気 テ ー プ保存 あ る

いは 磁 気 デ ィス ク保 存 が 進 め られつ つ あ る 。

6
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第4節 　 今 後 の情 報 ニー ズ

　 地 域 開 発 の 推進 は,北 海道 に お け る民 間機 関,行 政 機関 の 多 くが関 連 を有 し,

利用 され て い る各 種 の 情 報 も多 く,今 後 増 々増 大 す る もの と考 え られ る。

　 その た め,今 回の 調 査 では,各 機 関 の 業務 に照 ら して第3表 の とお り,今 後 更

に必 要 とす る情 報 ニ ー ズが 寄せ られ て い る。

第3表 今 後 の 情 報 二 一ズ 一 覧

・定住圏,田 園都市構想等産業社会のあ り方の

検孔 並びに新北海道総合開発計画の推進

・工業団地対策,企 業立地促進対策

・省 エネルギ ー対策 の推進

・骨材の安定供 給対策

・肉牛生産 の推進

・畑作 の地力問題の検討

・農畜産物 の付加価値 の向上方策

・カラマツ林業の振興

・道外取引の実態把握

・消費者 信用の実態把握

・労働力実態把握

・道内大学卒業者の就業動向の把握

・道内地域毎賃金格差の把握

・大型店進出影響度の把握

ブロック別人 口,産 業 ・就業構造,用 地用水,

社会整備状況等

工場届出,工 場立地動向調査,工 業団地対策推

進調査,工 場適地調査等

定期的石油代替エネルギーの現状,石 油備蓄状

況(数 量,日 数)等

産業 ・民生部門の省エネルギー事例等

骨材の生産及び流通,需 要実績等

肉用牛,育 成牛の流通実態等

堆肥流通実態等

農産物加工実態等

所有区分,市 町村別分布の実態等

移出入実態調査等

時系列データ(市 中金融,割 賦販売,百 貨店,

信販,自 動車ディラ一等)

道内労働力調査

国 ・公 ・私立別,道 内 ・道外別就業状況推移等

市,主 な町の給与賃金の年報等

居住地区単位毎の最寄品,買 回品別の店舗数と

面積
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　 内容 的 に は,① 既 存 情 報 で 得 られな い新 た な情 報 　② 既 存情 報 の 深 化 に 関 す る

もの が み られ る 。

　 そ の改 善 を図 るた め に は,行 政 機 関 にお け る統計 調 査 の 新 たな 実施,既 存 情報

の処 理 機 能 の 拡 大等 で対 処 し得 る もの が 多い と考 え られ るが,い ず れ に して も中

央,各 地 域 にお け る関 係 機 関 に対 す る ア プ ローチ が,実 現 化 の ため の 前 提 とな る

もの と考 え られ る。

　 一 方,上 記 の ほか に,電 算 処 理 機 能 の 拡 充,強 化 を背 景 と して,定 住 圏 ・田園

都 市構 想,新 北 海 道 総合 開発 計 画 の 推進 対 策,工 業 団地 ・立 地 対 策,エ ネ ル ギ ー

対 策 に 関連 して,中 央 ・地 域 間 の連 携 の と れ た デ ー タ ・ベ ー ス構 築 に つ い ての 強

い 期 待 もあ らわ れ て い る。

9

一34一



第5節 　今 後 の方 向 と課 題

1.基 本 方 向

　 本 調 査 は,第1節 調査 の 目的 で述 べ た よ うに,「 地 方 の時 代 」 に お け る種 々の

課 題 の 地 域展 開 に 対処 す るた め,全 国 ベ ー スの 情報 に 比較 して立 ち遅 れ てい る と

考 え られ る地域 情 報 の整 備 を 進 め,デ ータの 有 効 利用,高 度 利用 を検 討 す る等 地

域 の コ ンセ ンサ スの 形成 を図 り,共 通 情 報 基盤 の形 成 を 目指 す もの で あ るが,こ

う した 目的に 対 して一 部 には,集 中 ・巨大 データ ・ベー スの形 成に よ り対 処 す れ ば

事 足 りる との 考 え方 もあ る 。

　 しか し,こ の よ うな構 想 は,次 の とお り実 際 に は極 め て実 現不 可能 な 問 題 で あ

る と考 え られ る 。

　 その理 由 は,

　 ① 各機 関 に お い て必 要 と され る情報 は,極 め て多 種 多様 で あ り,こ れ らを集

　 　 中 的 に管 理 運 営 す る こ と は,技 術 的 に 困 難 で あ る。

　 ② 集 中 ・巨大 型 データ ・ベー スでは,個 別 の ニ ーズ との乖 離 を生 じや す く,デ

　 　 一 夕 ・ベ ー スの 自己 発 展 の 契 機 が失 わ れ が ちで あ る。

とい う点 にあ る。

　 今 後 の基 本 方 向 と して は,各 機 関 それ ぞれ の 情 報 シ ステ ムの 主体 性 を維 持 しつ

つ,地 域 開発 等 の個 別 の ニ ーズに 立 脚 した分 散型 の デ ー タ ・ベ ー スの 構 築 を 目途

に,各 機 関個 々の 情 報 セ ン タ ーと しての 機 能 面 で,不 満 足 な 面 を相 互 補 完 しな が

ら,共 通情 報 基 盤 の形 成 を図 る とい う姿 が,本 調 査 の ビジ 。 ンで あ る と考 え られ

る。

　 したが って,今 後.次 の2点 を理 想 像 と して,調 査 研 究 を進 め て 行 く必 要 が あろ

う。

(1)各 機 関 の 情 報 処 理 機 能 の 拡 充 と相 互 補 完体 制の 確 立

　 　 電 算 処 理 して い る機 関 にお い ては,本 調 査 の結 果 で も明 らか な よ うに,各 機

　 関 に お い て必 要 と され る情 報 は極 めて 多種 多 様 な拡 が りをみ せ てお り,今 後 は,

　 情 報処 理 機 能 を拡 充 し,同 時 に そ れ を基 盤 と しつ つ,各 機 関 の 相 互補 完 的 な協
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　力 体 制 を発 展 させ る ことが 望 ま れ る 。

　 　 また,現 在 情 報 シ ステ ム化 を検 討 しつ つ あ る機 関 に お い て も,今 後 の 導 入計

　 画 等 に お い て,上 記 の方 向が 生 か され るよ う期 待 され る 。

(2)情 報 ネ ッ トワー クの 開発

　 　 す で に 中 央 に お い て は,経 済 企 画 庁 一 通 商 産 業 省 間 を直 接 オ ン ライ ンネ ッ

　 トワー クで結 ん だ 事 例 が み られ る ほか,中 央 省 庁 間 等 で は.各 機 関 が 作 成 す る

　 各種 経 済 統 計 情 報等 を中 心 に.磁 気 テー プ ベ ー スの 相 互 交 換 を行 うな ど,情 報

　 ネ ッ トワ ー ク形 成 へ の 動 きはか な り急 テ ン ポに進 展 しつ つ あ る。

　 　 しか し,北 海 道 に お い ては,情 報 シス テ ム を介 在 して の 各 機関 にお け る関 係

　 機 関 との情 報 流通 は,お よ そ その 事 例 が な い もの とみ られ,本 調査 の 調 査 結 果

　 を参 考 と して,政 府 関 係 機 関 一 一自治体 等 を中 心 に,逐 次 経 済 団体,金 融機 関,

　 主 要 企 業,情 報 サ ー ビス機 関 等へ の 情 報 ネ ッ トワー ク開 発 を指 向 して行 く必 要

　 が あ ろ う。

2.　 今後の課題

　 将来,共 通情報基盤 の形成 を進 めるためには,幾 多の問題があ る もの と思われ

るが,本 調査の初年度 に当た り,今 後,次 の よ うな課題について可及的速か に検

討 し,解 決のための方策 を確立する必要が ある もの と考 え られ る。

(1)政 府機関 におけ る施策の推進

　　 政府機関が地域情報の収 集,提 供に関す る役割分担 についての ガイ ドライン

　 を提示 し,そ れ に即 した施策 を着実 に推進す ることが共通情 報基盤形成 の強 い

　 力 とな ろう。

　　 また,情 報類の中 で も特 に重要 な位置 を占め る官公庁統計の早期公表 と内容

　の充実 を図 る必要 があ り,こ れにつ いては,本 調査の結果か ら も前述 した とお'

　 り,「 公表 内容 や調査項 目の 改善充実 」,「 早期公表」,.「 調 査周期の改善 」,

　 「統計 目的外使用制限の緩和 」等 を望 む意見が多い.

②　 各機 関にお け る情報処理体制整備 の検討
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　 　 各 機 関 が それ ぞれ の情 報拠 点 化 を進 め る た め に は,各 機 関 相 互 の コ ンセ ンサ

　 ス形 成 を も とに,各 機 関 それ ぞ れの 情 報 処 理 体 制(情 報 収 集 整 備体 制,情 報 の

　 提 供 体 制)充 実 の た めの 問 題 を十分 検 討 す る こ とが必要 とな ろ う。

(3)情 報 の 提 供 範 囲 の 検討

　 　 各機 関 で の 提 供 可 能 な 情 報等 に つ い て,情 報 提 供 対象 機 関 の範 囲,提 供 情 報

　 の内容 等,そ の 利用,加 工,提 供に 付 随 す る諸 問 題 を検 討 す る必 要 が あ る。

(4)コ ス ト問 題 の検 討

　 　分 散型 デ ー タベ ー スに 要 す る コス トは,集 中 ・巨大 型 デー タベ ー ス に比 較 す

　 る と,い うまで もな く低 廉 で あ ると 考 え られ るが,各 機 関 の 情 報 の 利用,提 供

　に 関す る コ ス トの 問 題 に つ い て は,本 調 査 の 運 用 実 験 の積 み重 ね を基 に して 対

　処 して行 くこ とが 必要 で あ り,ま た,そ の 過 程 で,民 間 の情 報 サ ー ビス産 業 の

　参入 等 に よ る問 題 に つ い て も,検 討 が 必要 に な ろ う。
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第2章

地 場 産 業 に 関 す る情 報 調 査

　 　 　 (東海 ・北陸地域委員会)





第2章 地場産業に関する情報調査

　　　　(東 海 ・北陸地域委員会)

第1節 　調査 の概要

　 「地 方の時 代」 とい う言葉 が最近 の マスコ ミをにぎわ してお り,意 味の解釈 と

な ると受 け取 る立場 に よ り若干の相違が み られ る。 そ こで共通 した認識 としては,

地 域が今迄以上 に主体性 を発揮 しなければな らない とい うことで ある。

　 また数年前 には 「不確実性の時代」 とい う言葉が流行 し,イ ラン政 変か ら端 を

発 した第二次 オ イル シ ョックが続 いている現在,我 が国の内外経済環 境は激 しく

変化 してい る。

　 この よ うな環境 変化 は地域経済 社会 に も例外な く影響 を及ぼ してお り,地 域 と

して もそれに適確 に対応 していかなけれ ばな らない。

　 こ うした状況 を背景に,地 域が主体 的 に産業の振興 を図 るため,ま た不確定要

素 を少 しで も確実な ものにす るた め,地 域情報 の果 たす役割 は大 きな ものが ある。

　従 って本調査研究は地 域経済社会に深 く根付 いてい る地場産業(厳 密な言葉の

定義 には こだわ らな い)に 注 目 し,産 業 と して自か ら活力を維持 し,か つ多様化

・高度化 す る消費者 ニーズ に対応 す るために必要 とす る情報を明確にす るとともに

コンピュータ ・テクノ ロジーを活用 した地 場産業単位の情報機能の あ り方 を研究

す る。 さ らに関連産業 あるいは関連他地域 との ネッ トワー クに よ るデー タの効率

的活用 を推進 す る。

　以上の ことを目的 に昭和54年 度 よ り3カ 年 計画で調査研 究 を進 め ることとし,

その概要は次の とお りで ある。

　(1)昭 和54年 度

　　① 中部地域(愛 知 ・岐阜 ・三重 ・富 山 ・石川の5県)の 地場産業 に深 く関

　　　与 してい る機関 を対象 に,情 報活動の 実態 をア ンケー ト調査 す る。

　　② アンケ ー ト調 査を補完す る意味 で現地調査を実施す る。



　 ③ 　 デ ー タの 再 編 加 工 に つ い て事 例 調 査 す る。

(2)昭 和55年 度 ・56年 度

　 ① 　 ケ ー ス ・ス タ デ ィと して デ ー タ需 要 ・利 用 方 法 ・デ ー タ ソ ー ス調 査等 の

　 　 フ ィー ル ド ・ワー クを実施 す る。

　 ② シ ステ ムの 基 本 構想(マ ス タ ー ・プ ラン)を 作 成 す る。
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第2節 　 中 部 地 域 にお け る 地 場 産業 の 現 状 と特 徴

　 中 部地 域 の 昭 和52年 に お け る工 業 出荷 額 は23兆4815億 円(対 全 国比15.0

%)で あ り,業 種 別 内訳 は 第2 .1表 の とお りで あ る。

　 この52年 の 出荷 額 を基 に 立地 係 数 を算 出 した もの が 第2.2表 で あ る。 これ に

よれ ば,当 地 域 に お い て立 地 係 数 の 最 も高 い業 種 は輸 送 機 械 工 業 で あ り,以 下繊

維 工業,窯 業 ・土石 製 品 業 が 続 き,そ の 他 係 数1を 上 回 る業 種 は,衣 服 ・その 他

の 繊維 製 品 製造 業,家 具 ・装備 品 製 造 業,ゴ ム製 品製 造業,非 鉄 金属 製造 業,一

般 機械 工 業 の5業 種 を数 え る。 これ ら業種 が 当 地域 に特 化 して い る と い え よ う。

　 中 小 企業 庁 が 行 って い る 「産 地 概 況 調査」 によれば,当 地域 における産地 一 同 一

の 立地 条件 の もとで,同 一 業 種 に属 す る製 品 を生 産 し,市 場 を広 く全 国 や 海外 に

求 めて製品 を販売 している多数 の企業集 団 一 は,愛 知 県29産 地,岐 阜県8産 地,

三 重県7産 地,富 山県3産 地,石 川 県11産 地,計58産 地 を 擁iし,全 国 の338産

地 に 対 し17.2%を 占め て お り,所 得 等 各 種 指 標 か らみ る とその 比 率 は 大 きい 。

業種 別 に み る と,繊 維 関 係 が28産 地,陶 磁 器関 係 が12産 地 とこの 両 者 で 約7

割 を占 め て お り,当 地 域 の 地 場 産 業 は これ ら2業 種 が 柱 とな ってい る。

　 「産 地 概 況 調 査 」 を も と に 主 要 な 産 地 に つ い て 概 要 を と りまとめたの が 第

2.4表 で あ る。 企業 数 は 毛織 物 を始 め と して繊 維 関 係 が 多 い 。1企 業 当 りの従 業

員 数 を み る と,毛 織 物 の3.4人 を始 め と して繊 維 関 係 は規 模 の 零細 を示 し て い る

の に対 し,陶 磁 器 関 係 は10～30人 とな って お り,好 対照 をみ せ て い る。

　 次 に 輸 出比 率 を み ると,陶 磁 器 製 置 物 が85%と 最 も高 く,次 いで 刃物75%,

絹 ・人 絹 織 物43%,食 卓用 ・ち ゅ う房 用 陶磁 器37%と 続 い て い る。
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第2.　1表 業 種 別 出 荷 額(52年)

(単 位10億 円)

全　　　　 国 中　　　　 部

合　　　　　　 計 156,918 23,482

食　　料　　 品　　 工　　 業 18,597 1,867

繊　　　 維　　　　工　　　　業 7,181 2,038

衣 服　・そ の 他 の 繊 維 製 品 2,573 404

木 材　・ 木 製 品 製 造　業 4,2(>7 584

家 具　・ 装 備 品 製 造　業 2,289 373

パ ル プ ・紙 ・紙 加 工 品製 造 業 5,051 579

出　　 版　　　・　　 印　　 刷 4,964 321

化　　　学　　　 工　　　 業 12,535 1,524

石 油 製 品 ・石 炭 製 品 工 業 8,960 762

ゴ　　ム　　製　　品　　工　　業 1,745 268

皮　　 革　　 製　　 品　　 業 823 27

窯　業　　・　 土　石　製　品　業 5,787 1,209

鉄　　　　　 鋼　　　　　　業 13,270 1,679

非　　鉄　　金　　属　　工　　業 5,274 850

金　　属　　製　　品　　工　　業 7,893 1,139

一　　般　　機　　械　　工　　業
12,703 2,011

電　　気　　機　　械　　工　　業 15,076 1,255

輸　　送　　機　　械　　工　　業 19,079 5,593

精　　密　　機　　械　　工　　業' 2,392
、

119

そ　　 の　　 他　　 工　　 業 6,494 881

第2.2表 　業 種 別 立 地 係 数

業　　　　種 立地係数 業　　　　種 立地係数

食　 料 .品 　 工　 業 0.670798 皮　　 革　　 製　　 品 0.218238

繊　　 維　　 工　　 業 1.896593 窯 業　・ 土 石 製 品 1.396115

衣 服 ・その他 の繊維製 品 1.050421 鉄　　　　　　　　　鋼 0.845543

木　材　 ・　 木　製　品 0.928224 非　　 鉄　　 金　　 属 1.076485

家 　 具　 ・　 装　備　品 ・ 1.08834 .6 金　　 属　　 製　　 品 0.964397

パ ル プ ・紙 ・紙 加 工 品 0765373 一　　 般　　 機　　 械 1.057902

出'版 　 　 ・　 印　　刷 0.431684 電　　 気　　 機　　 械 0.556114

化　　学　　 工　　 業 0.812472 輸　　 送　　 機　　 械 1.959153

石 油　・ 石 炭 製 品 0.568033 精　　 密　　 機　　 械 0.332833

ゴ　　 ム　　 製　　 品 1.025938 そ　　　　 の　　　　他 0.906049

注1)立…(・)・ 叶 羨/謹

注2)　 昭和52年 工 業統 計表 よ り作成

　　　　 　　　　　　　　　 　　　 一42一

(r:地 域,j:業 種)で 表 わ され る。
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第2.3表 　 産 　 地 　 一 　 覧 　 表

1

戎'
1

県　名 地　　域 品　日　名 県　名 地　　域 品　目　名 県　名 地　　域 品　目　名 県　名 地　　域 品　目　名

愛　知

A.

名古屋市 他
、

弦　　楽　　器 愛　知

.

岡　　崎　　市 石　　工　　　品 破　阜 多　治 見 市
土　　岐　　市

食卓用 ・ち ゆう
房 用 陶 磁 器

窟　山 東 砺 波 郡
城 　　端　　町

絹 人 絹 織 布

平 出 市 他 縞 ス フ 織 物 〃 〃 高　　山　　市 家　　　　　具 高　　岡　　市 銑　鉄　鋳　物

一　　宮　　市

尾　　西　　市
　 〃
L 常　　滑　　市 タ　　　イ　　　 ル 美　　濃　　市 手 す き.和 紙 石　川

山　　中　　町
加　　賀　　市

漆　　　　　器

蒲　 　郡　　市 綿 ス フ 織 物 一　　　　　円 家　　　　　具 岐　　阜　　市

美　 　濃　　市
機械 す き和紙 輪　 　島　　市 漆　　　　　器

素　　戸　　市 陶　磁　器　製
玩　具　置　物

一　　宮　　市 撚　　　　　糸 岐 阜 市 他
プ ラ ス チ　ック

製　　　　　 品
金　 沢　 市 打　　　　　箔

瀬　　戸i.　市
豊　 田　 ・市

陶　磁　 器　製
タ　　　イ　　　ル

蒲　 郡　　市 綱 羽　　島　　市 毛　　織　　物 能　　美　 郡
寺 井 町 他

九　　谷　　焼

高　 浜　 市 粘　　土　　瓦 名 古 屋 市 絞 関　　　　市 刃　　　　　物 鹿島郡鹿島町
鳥 屋 町 他

組 入 絹 織 物

.高浜 噌 南市
〃 名　古 屋 市

一 宮 市 他 丸 編 メ　リ ヤ ス 三　重 四　日　市　市 陶　　磁　　器 小　 松　 市 〃

常　　滑　　市 陶　　　　　管 西 尾 市　他 綿 ス フ 織 物 四 日 市 市 他 タ　　 オ　　　ル 河北郡 七塚 町
牢 ノ気 町 他

細　幅　織　物

名 古 屋 市
　 　 A

普　通　合　板 岡 崎 市 他 紡 毛　・ 紡 績 阿 山郡 阿 山町 伊　　賀　　焼
河　 　北　　郡

高 松 町 他
組　　 ひ　　 も

　 」

一　　　　 円 婦 人 子 供 服 一　宮　市 他 染　色　整　理 四 日 市 市 他 撚　　　　　　糸 金　　沢　　市 織 物 手加 工
染　色　整　理

〃 紳　　士　　服 〃 〃 上　 野　　市 組　　　　　紐 加　　賀　　市 絹 人 絹 織 物

〃 み そ ・し よ う油 〃 毛　　織　　物 四　日　市　市 漁　　　　　網 能美郡根上町 〃

名 古 屋 市
郡　 部　　市

銑　鉄　鋳　物 岡 崎 市 他 横 縞 ノ リ ヤ ス 桑 名 市 他 銑　鉄　鋳　物

旛　　戸　 '市 陶　磁'器 　 製
古　 所　用　 品

岐　　阜
土　　岐　　郡
笠 原 町 他

陶 磁　 器　 製
モ ザ イクタイル 富　山 高　 岡　　市 非鉄金属鋳物



　 　 第2.4表 　主 要 産 地 の 概 要

(単 位　企業数:社,従 業員数:人,生 産額 ・輸出額:百 万円,比 率:%)

業　 種　　　　(産
地数)

企 業 数

従業員数

生産額(上 段)　 輸出額(中 段)　 輸出比率(下 段)

49　 年 50　 年 51　 年 52　 年

綿　 ス　 フ　 織　物

　　　　　　　　　　　 (4)

2,715

12,767

104,906

　 26,143

　 　 24.92

116,020

　 24,100

　 　20.77

128β42

　24,209

　　1&86

138,724

　 24,827

　 　 17、90

絹　・ 人 絹 織 物

　　　　　　　　　　　(4)

　2,019

13,878

118,062

　 45,740

　 　38.74

114,517

　48,908

　　4271

140,297

　 62.026

　 　44.21

145,907

　 62,320

　 　42.71

毛　　　織　　 　物

　　　　　　　　　　　(2)

5,019

17,202

140,792

　 　3,785

　 　 　2.69

149,761

　 　 2.930

　 　 　 1.96

184,733

　 　 3,160

　 　 　 1.71

169,625

　 　2,733

　 　 　 1.61

ロ　ー プ　・ 漁 綱

　　　　　　　　　　　(2)

　278

2,715

28,834

　 7.189

　 24.93

19,512

　 4.138

　 21.21

19,758

　 4,141

　 20.96

21,520

　 4.731

　 21.98

細　　巾　　織　　物

　　　　　　　　　　　 (1)

　432

1,036

5,841

　 982

16.81

5,724

　 704

12.30

6,570

1,008

1534

6,531

　 821

12.57

粘 土 瓦　・ 陶 管

　　　　　　　　　　　 (2)

　192

5,682

43,250

　 　 　70

　 　 0.16

42,760

　　　80

　　0.19

49,575

　 　 　90

　 　 1.82

55,407

　 　 100

　 　 1.80

食卓用 ・ち ゆう房用

陶　　　磁　　 　器

　　　　　　　　　　　(3)

　1β55

17,460

42,867

12,054

　 28.12

42,864

12,808

　 29.88

53,238

16,889

　 31.72

63,778

23,526

　 36.89

陶 磁 器 製 置 物

　　　　　　　　　　　(1)

　214

4,762

23,034

21,037

　 91.33

18,779

16,214

　8634

29,247

24,827

　8489

36,779

31,262

　 85.00

陶 磁 器 製 タ イ ル

　　　　　　　　　　　 (3)

1,188

7,350

35,808

12,898

　 36.02

27,304

　 7,285

　 26.68

30,690

　 8,574

　 27.94

37,497

10,441

　 27.84

銑　　鉄　　鋳　　物

　　　　　　　　　　　 (3)

1,452

7,446

82,721

　 7.434

　 　 8.99

64,513

　 6,535

　 10.13

73,360

12,942

　 17.64

84,940

12,045

　1418

刃　　　　　　　 物

　　　　　　　　　　　(1)

　181

4,330

20,577

14,892

　 72.37

20,201

14,341

　 70.99

26,084

19,374

　 74.28

28,221

21,193

　 75.10

家　　　　　　　具

　　　　　　　　　　　(2)

1,508

　 　 一

111,095

　 　 1,294

　 　 　 1.16

116,173

　 　 　857

　 　 　0.74

120,708

　　　566

　　　0.47

131,299

　　　545

　　　0.42
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第3節 　地 場産業 に関 する情報拠点基礎調査

1　 調査 の 目的

　　本調査 は地場産業 に関す る情報拠点の候補 と して,地 場産 業 を直接 ・間接 的

　に育成 す る立場 に ある各種事業協同組 合,商 工会 議所 ・商工会,地 元 金融機関,

　市町村等約200機 関 を対 象に,個 有 データの発 掘 ・情 報 ニーズ等 を調査 し,

　今後の調査研 究活動 を進め る上 で必要 となる基礎資料を作成 す ることを 目的 と

　す る。

2　 調査 の方法

　 調 査 は 愛知,岐 阜,三 重,富 山,石 川 の5県 を対 象範 囲 と し,そ の 中 で一 般

　的 に地 場産 業 とい わ れ て い る産 地 を中 心 に 各 々の 関係 す る機 関 を選 定 し た。

　 一 方 ・調 査 に当 り参 考 資料2-1の とお り情報 を 分 野別に分 類 し参 考(1)と して掲

げ,ま た情報拠点概念 を参考② として掲 げ ることとし,郵 送 アンケー ト方式 を

採用 した。

　 なお回収状況 は次の とお りである。

　　 発　送　数　　　　 206通

　　　うち有効数　　　　 196通

　　 回　 収　 数　　　　　97通

　　 回 収 率(回 収数/有 効数)　　 49.5%

　　 回 収 内 訳

　　　　 ・行政機関　　　　　　　　　 9通(32.1%)

　　　　 ・商工 会議所 ・商工会　　　 12通(57.1%)

　　　　 ・金融機関　 　　 　　 　　 　20通(55.6%)

　　　　 ・業界 団体　　　　　　　　　56通(50.5%)

　　　　　 　　　　　　　 (　 )内 は各 々の回収率

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一45一



3　 調査の項 目

　　調査項 目は,参 考資料2-1「 地場産業 に関す る情報拠点基礎調査」票 に示す と

　お りであ る。

　　主 な項 目を掲 げると以下 の ようにな る。

　　　 ・地場企業の情報 ニーズ ・入手先

　　　 ・調査活動の現状

　　　 ・情報収集活動の現状 及 び不足情報

　　　 ・将来 ニーズ

　　　 ・本調査研 究に対す る意見 ・要望 ・期 待

4　 調 査 の 結 果 と分析

(1)調 査 対 象

　 　 　今 回の 調 査 対 象機 関 は地 場 産業 に関 接 的 に係 って い る と こ ろ も多 く,全 般

　 　的 に 回収 率 は あ ま りよ くな か った。

　 　 　 しか し調 査 のね らい で あ る個 有 デ ー タの 発 掘 と情 報 ニ ーズ(分 野 別)の 傾

　 　向 を把 握 す るた めの 基 礎 デ ー タ と しては,ほ ぼ満 足 す べ きサ ン プル と考 え る。

　 　 業 種 別 ・業 態別 の 構 成 は第3.1図 及 び第3.2図 の とお りで あ る。

◎

第3.1図 　業態別 サ ンプル数　 　　 　　 　 第3.2図 　業 態別サ ンプル数

　　 (回 答の際に想定 した業種 を含 む)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -46一



(2)企 業情報 ニーズとその入 手先

　　 調査対象機関の立場 か ら判断 した地場 企業が必要 とす る情 報 をみ ると,第

　 3.3図 の とお りであ る。全体では市場に関連 した情報 ニーズが最 も多 く,以

　 下技術,経 済,企 業 関連情報 と続 いて いる。

　　 これ を情報分野別 にみ ると第3.4図 のようになり,市 場関連 では消費者 ニー

　 ズ,地 場製品動 向,技 術関連 では新 製品開発,生 産技術,経 済 では景気動 向

　 一般が高い。

　　 業種別 ・業態別 に特徴 をみ ると第3.5図 のようにな り,陶 磁器産業 を中心 と

　 した窯 業 ・土石 では技 術関連情報が,ま た生活用 品を主 とする雑貨 では施策

　 ・制度情報が相対 的に高 い。

　　 同様に業態別では商工会議所 ・商工会 の技術関連情報,金 融機関 の企業関

　　 連情 報が相対的に高 い。

企業関連情報

　 16%

技術関連情報

　 　 17%

第3.3図 　 企 業 情 報 ニ ー ズ
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第3.5図

71 23 15 7 1gl,

　 　 　 　 　 　 　 　 　 業 種 ・業 態 別 企 業情 報 ニ ー ズ(第3.3図 の 内訳)

　次 に こ れ ら情 報 の 入 手 先 をみ る と,図3.6の よ うに業 界 団体 と関連 企 業 両

者 で 半数近 くを占め,以 下 マスコ ミ,自 治体,商 工会議所 ・商工会 が続 いてい る。

　情 報分 野 別 に 特徴 を み る と,第3.7図 の ようにな り業界 団体,関 連 企 業 を除

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一50一



くと経 済 で は マ ス コ ミ,金 融 機 関,施 策 ・制 度 で は 自治体,商 工 会 議所,企

業 で は 商工 会 議 所,マ ス コ ミ,技 術 で は 自治 体,仕 入 及 び市 場 で は マ ス コ ミ

が 各 々高 くな って い る。

企業の情報入手先第3.6図
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企業の情報分野別人手先第37図
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(3)情 報活動の現状

　　 前項で企業の情報 ニーズ とその入手先 を述 べたが,本 項では企業 にデ_タ

　 を提供 してい る業界 団体,金 融機関 の情報活動 につい て述 べ る。

　　 昭和50年 以降実施 した地 場産業 に関す る調 査(自 主統計を含む)活 動 を

　 みると,第3.8図 のとお り半数 以上の機関が1つ 以上の調査を実施 してい る。

　　 業種別 ・業態別 にみ ると第3.9図 のようにな り,業 種 別では雑貨が,業 態別

　 では業界 団体 が比較的活発 といえよ う。

第3.8図 　 昭 和50年 以 降,調 査 実 施 状 況
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　 　　　　 　 第3.9図 　 業種別 ・業 態別調 査実施状況

　調査活動の 内容は参考 資料2-2「 調査活動一 覧」に添付 し,こ れ をみ る

と業 界団体 では 自会 員を対象 とした生 産活動状況 に関す る ものが圧倒的 に多

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一54一
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白

く,し か も定 期 的 に実 施 す る と ころ が 多 い 。 その他 としては単 発 的ではあ るが

海外 市 場 の 動 向,国 内 市 場 の動 向,産 地 の現 状 と将来像 とい う調 査 もみ られ る。

　 これ らの 調 査 で入 手 した デ ー タは,大 部 分 が 人 手 に よ る集 計 の た め 資料 と

して しか 保 存 され て お らず,電 子 計算 機 の記 録 媒体 上 に 保 存 され て い るの は

全 調 査99の うちわ ず か4調 査 に す ぎな い。

　 な お調 査結 果 は 全体 の7割 近 くが公 開 可能 と して い る。

　 次 に情 報 の 収 集 活 動 をみ る と,第3.10図 の とお り経 済 情 報 が圧 倒 的 に 多 く,

中 で も景 気 動 向,金 融 事 情等 一般 情 報 を多 く入手 して い る。続 い て多 いの が

市場 関 連 情 報,企 業 関 連 情 報 とな り市 場関 連 情 報 では 市場 一 般,地 場 製 品動

向,企 業 関 連 情 報 で は生 産 ・販 売 に関 す る情 報 が 比較 的 多い結 果 になっている 。

　 この よ うな情 報 の 入 手 先 は,第3.12図 の とお り自治 体 か らが最 も多 く,次

い で業 界 団体 が 続 き両 者 で半 分 近 く入 手 して い るこ とに な る。 これ は 主 に 各

機 関 が 事 業 を進 めて い く上 で,行 政 面 では 自治体 が窓 口 に な って 関係 が 深 い

こ と,一 方 業 界 では 組 織 化 され て い る と ころは 上位組 織 か ら情 報 が流 通す る

ケ ー スが 多 い こ とを示 して い る。

　 従 って 自治 体 か らは経 済 情 報,施 策 ・制 度情 報,技 術 関 連 情 報 を,業 界 団

体 か らは そ の他 の 情 報 を多 く入 手 して い る。

　 で は 情報 の入 手 方 法 としては第3.13図 の とお り大部 分 が 直接 あ るいは メー ル

で 入 手 して お り,従 って その 保 存 媒 体 が電 子 計算 機 と答 え たの は わ ずか1%

に す ぎな い。

　 一 方,こ うして得 た情 報 の 利 用 頻 度 は第3.　14図 の とお り月1回 程 度 とす る

もの が 半 数 近 く占 め.以 下,年 数 回,毎 日 と続 いて い る。 こ れ を情 報 分 野別

にみ た の が第3.15図 で あ り,日 常 活 動 に 直接 関 連 す る仕 入 及 び市 場 関連 情 報

では 他 分 野 に比 べ利 用 頻 度 が 高 くな って い る。

　 以 上,情 報活 動 の現 状 を み て きた が,で は それ で満 足 して い るか とい うと

第3.16図 の とお り半 数 以 上 が現 状 では不 足 して い る と考 え て い る。

　 不 足 の 内 容 と して,情 報 で は第3.17図 の とお り消費 者 ニ ーズ,地 場 製 品動

一55一



向 とい った 市 場 関連 情 報 が最 も多 く,以 下 生 産 ・販売 を 主 と した企 業 関連 情

報 、新製品開発 を主 と した技術関連情報が それに続いてい る。

　 ここで注意 を要 す るの は生産 ・販売 とい う地場産業 に密着 した デー タは結

構 高 い割 合 い で収 集 して い る に もか か わ らず,不 足 情 報 としても多 い点 で ある。

　 そ こで 考 え られ る原 因 と しては,

　① 自産地の情報 は入手 していて も,関 連他産地 の情報は あま り入手 して

　 　 いな い。

　② 　利用 目的に対応 した情報 の入 手が困難

等が あげ られ る。

　従 って 不 足 と感 じな が ら入 手 して い な い理 由は,第3.18図 の とお り入 手 先

・入 手 方法 が 判 らな い とす る もの が 圧 倒 的 に多 く
,以 下 入 手 時期 か 遅 い,地

域 別 に細 か く判 らな い等 が続 いて い る。

　 で は こ う した情 報 を入 手 した場 合 の 利 用 目的 をみ る と第3.19図 の よ うに な

り,高 付加価 値商品の開発,各 種計 画の作成,生 産 活動 の効 率化,地 域 に 対 す る
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社会的責任等が上位 を占めてい る。

情報分野別にみ ると,市 場関連情報 では受注 の安定 的 確 保 が 最 も高 く

企業及 び技術関連情報 では地域 に対 す る社会的責任の割合いが高くなっている。

最 後 に不 足 情 報 で 入 手 を 希望 す る内容 は,図3.20の と お り資 料 とす る も

の が 最 も多 く,以 下 統 計 デ ー タ,考 え 方 ・技 法 ・ノ ウハ ウ と続 い て い る。
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27%

第3.16図 　 収集活動の 現状 に対す る満足度
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情報 を入手 していない理 由第3.18図
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第3.20図 　入手 したい不足 情報の内容

(4)今 後 の 情 報 ニー ズ

　　 今後,地 場産 業 を と りま く環 境 は増 々厳 し くな って い くと予想 され る中 で,

　 活 力 あ る地 場 産 業 を育 て る た め充 実 させ るべ き情 報 と して は第3.21図 の と お

　 りで あ る。

　　 全般 的 に は,現 状 の と ころ で述 べ た不 足情 報 の 内容 と似 通 った傾 向 が み ら

　 れ る。特 に将 来 の 企 業 経 営 戦略 と して,実 需 に 対応 した 生産 体 制 の強 化 が 求

　 め られ て い る現 在,消 費 者 ニ ーズ を迅 速 ・適 確 に把 握 す る こ とが 重要 とな っ

　 て くる。 また地 場 製 品の 需 給 動 向及 び生産 活動 の把 握 は もち ろん の こ と,集

　 団化 ・協業 化 等 の 事 例 的 な情 報 ニー ズ も高 い 。

　　 さ らに技 術 面 で は 商 品 の 品質 向 上 ・高級 化 指 向 で 新 製 品 開発,生 産 技 術,

　 新材 料 ・素 材等 の情 報 も比 較 的 高 くな ってい る。

　　 業 種 別 ・業 態 別に み る と第3.22図 の よ うに な り,若 干 の 差 は あ る もの の ほ

　 ぼ 平均 した結 果 にな って い る。
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(5)情 報 拠 点 に対 す る意 見 ・要 望 ・期待

　　 情 報 拠 点 の 概念 を参 考 資 料2-1の 参 考(2)と して添 付 し,そ れ に 対 す る関 心度,

　 積 極 性 を調 べ た結 果 が 第3.23及 び3.24図 で あ る。

　　 全 般 的 に,情 報 拠 点 及 びそ の ネ ッ トワー クに つ い て具体 的 内容 は不 明 と し

　 なが ら地 場 産 業振 興 に 役立 つ情 報 の シ ステ ム化 に対 す る関 心度 は 高 く,そ う

　 い う機 関 は9割 近 くまで達 す る。 そ の うち半数 近 くは 情 報 の サ ー ビスを受 け

　 るこ とに主 力 を置 い て い る よ うに見 受 け られ る。

　　 従 って共 同 の 情 報 基盤 形成 に対 す る積 極 度 も比 較 的 高 い 結 果 に な って い る。

　　 情 報 活動 の 現状 及 び将 来 ニー ズ を み て 明 らか な よ うに,情 報 の 入 手 先 は 多

　方 面 に わ た って お り,し か も充 分 な状 態 とは い えず,体 系 的 な整 備 及 びそ の

　 一元 的 管 理 に対 す る要 望 は強 くみ られ る。

　　 ま た,ネ ッ トワー クの拡 大 に よ り白地 域 内 だ けの 情 報 で は な く,関 係 諸外

　 国 あ るい は我 が 国 全 体 よ り関連 付 け た シ ス テ ム形 成 の 期 待 が 強 い。 さ らに デ

　 ー タの有 効 活 用法 等 利用 面 で の指 導 ・教 育 を含 ん だ形 の シス テ ムが 特 に 地 場

　 産 業 と して は望 まれ て い る。

　　 その反 面,各 機 関 は 情 報 拠 点 と して の 役割 を 果 た す た めに 必 要 な経 費,人

　 員等 を心 配 す る意 見 も比 較 的 多 くみ られ た。

　 　 　 　 不 明

　あまり　 　 　 　 　 5%

関心ない

強い関心ある

　 　 24%

第3.23図 　共通情報基盤 形成
　　　　　　に対す る関心度

第3.24図 共通情報基盤 形成
に対 する積極性
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φ

第4節 　情報拠点 をめ ぐる諸考 察

1　 情 報拠 点 の 育 成 と ネ ッ トワー ク　 　,

　 情 報 拠 点 の 具 体 像 を考 え る際 の 必 要 条 件 と して は次 の こ とが 考 え られ る。

(1)地 場 産 業 振 興 に 必 要 な デー タ需 要

(2>　 デー タの 利 用 方 法

(3)　 デ ー タ ・ソー ス

　 今 年 度 実 施 した調 査 は その 一 部 に す ぎず 今 後,さ らに 上 記3点 を 明確 に す る

必 要 が あ る。

　 　その 際 に考 慮 す べ き主 な 事 項 と しては,

　 　 ・潜 在 需 要 の 把 握

　 　 ・独 立 企 業 と非 独 立企 業 の 需要 構 造

　 　 ・経 営 戦 略 の 要 因 分 析

等 が 考 え られ る。

　 　とい う ことは,既 に 顕在 化 して い る情 報 需 要は あ る程 度 定 型 的 な調 査 で把 握

　で き るが,潜 在 需 要 は 別 の 方 法 を考 えな い限 り明確 にな らな い。 また 経 営 者意

識 を考 えた場 合,独 立 性 の強 い 企業 とそ うで な い企 業 と では 相 当の 差 が み られ,

情 報 に 対 す る認 識 もかな り異な る。 しか し,た と え下請 的 要 素 が強 い地 場 産 業 で

　あ って も,ど こか で必 ず 企 画 ・計 画 を行 うと こ ろは存 在 し,意 思 決定 の た めに

相 当 な デ ー タ を利 用 してい る もの と思 われ る。

　 　従 って,ま ず この よ うな 観 点 か ら地 場 産業 振興 に 必要 とな る デ ー タ を明 らか

　に す る こ とが 重 要 とな る。

　 　デ ー タ需 要,利 用 方 法,デ ー タ ・ソー スが 明 確 に なれ ば,次 の ス テ ップ と し

　て初 めて 効 率 性 の 高 い情 報 機 能 の あ り方 を考 え る こ とが で き る。

　 　その フ レー ム と して,現 在 は 次 の よ うに考 えて い る。

(1)物 理 的 フ レー ム

　 　 ・産 地 内 ネ ッ トワー ク
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　 ・産 地 間 ネ ッ ト ワ ー ク

　 ・産 地 一地 域 ネ ソ ト ワ ー ク

　 ・地 域 間 ネ ッ ト ワー ク

(2)論 理 的 フ レ ー ム

・一 く 購

　　 地 場産 業 を 業種 とい う概 念 か らタ テ割 的 に み る と物 理 的 フ レー ム,ヨ コ割

　 的 に み る と論理 的 フ レー ム を作 成 で き る。

　　 実現 に 当 って は,地 域 の コ ンセ ンサ スが 必 要 で,そ の 上 で合 理 性 ・合 目 的

　 性 が追 求 され て 初 め て ひ とつ の 形 とな る。

、

商.1二会 議所 ・商工会,協 同組合 な ど

地場産 業に関係深 い各機関
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産 地 別 情 報 基 盤

　　 　　　 　　(個 有情報)
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国の地域機関.自 治体,金融機関など

地域経済社会に関係深い各機関

第4.1図 　 情報拠点の位置付 けと役割(概 念図)

一一72　 一一



'
2　 情 報 流 通 の促 進

　 　 全 国 的 な情 報 の 流 通 とい う視 点 か らNIS(ナ シ ・ナル ・イ ン フ ォメ ー シ ・

　 ン ・シ ステ ム)の 考 え方 が存 在 す るが,そ の 実 体 として組織 的 に外 部 情 報 をと

、　 り入 れ,ま た 内部 情 報 を外 部 に提 供 す る ネ ッ トワー クと考 え て い る。

　 　 本 調 査研 究 は,こ う したNISの 発 想 を受 け継 ぎ,地 場 産 業 に あて は め つ つ

　 地 域 と しての 情 報 機能 の あ り方 を探 って み よ う とす る もの で あ る。

　 　 従 って 以下 に はNISの 前 提 で も ある情 報 流 通 促 進 の た め,考 えな け れば な

　 らな い主 な 事 項 につ い て述 べ る こ とに す る。

　 　 な お,一 部 に つ い て は(財)関 西 情 報 セ ンター 「地域 的 公共 デ ー タ流 通の た

　 め の研 究 開 発(昭 和54年3月)」 報告 書 か ら引用 した 。

　 (1)　 コ ン ピ ュー タ及 び 通信 技 術 の 目覚 しい発 展 に よ り技 術 的 に は ソ フ ト ・ハー

　 　 ド共 デ ー タ流 通 を行 うに 必要 な 条 件 が 整 って きた。 た だ世 界 的 に み て も コ ン

　 　 ビ。ユ一 夕 を活用 した デ ー タ流 通 の 歴 史 は 浅 く,デ ー タ流 通 が 広 範 囲 に円 滑 に

　 　 行 わ れ るた め に は,所 要 デ ー タに妥 当 な対 価 を支 払 って利用 す る とい うデ ー

　 　 タ流 通 市 場 の 形 成 が 必 要 で あ る。

　 (2)　 コ ン ピ ュー タ を活 用 した デ ー タ流 通 の メ リ ソ トと して 次の こ とが 考 え られ

　 　 る。

　 　 　・コ ン ヒ。ユ一 夕が本 来 備 えて い る機 能 を完 全 に 享受 で きる。

　 　 　・デ ー タの 発 生 源 で 入力 す る こ とが で き,絶 えず 正確 で最新 デ ー タの 存 在 が

　 　 　 可能 。

　 　 　 デ ー タの組 み 替 え,再 編 成 が 容 易 に 行 え る。

　 　 　 従 って デー タは 利用 目的 に対 応 した組 み 替 え,再 編 加 工 等 が 可 能 な単 位 で

　 　 存 在 す る必要 が あ る。

　 (3)シ ステ ムの 機 能 は,基 本 的 に収 集 ・蓄 積 ・供 給 の3機 能 で あ り,そ の概 要

　 　 を図4.2に 示 す 。

　 　 　 この 中 で,特 に分 散 処理 型 に お い て ク リア リング機 能 が 重要 に な る。

　 　 　 デ ー タの 定義 ・所 在 源等 総 合案 内 的 な機 能 を 有 し,あ る意 味 で 利 用 者 に対
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デ ー タ ・ フ ァ イ ル

「地域的公共 データ流通のための研究開発 」報告書より

第4.2図 　 シ ス テ ム機 能 概 要

　す る指導 ・教育的な役割 も果す。

(4)次 に地場産業 の大 多数 を占 める中小企業に情報 を提供す るた めの条件 を考

　 えてみ る。

　　中小企業に も様 々な タイプが あ り,主 な分類 を あげ る と次の よ うにな る。

　① 、零細 企業 ・小企業 ・中 企業 ・中堅企業 　 　 　 　 　 　 　 　 '

　② 独立 企業 ・従属 企業 ・共存 企業
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　 ③ 　地 方 企業 ・小地 域 企業 ・大 地 域 企業 ・全 国 企 業 ・世界 企 業

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 「中 小 企業 の 経 営 戦 略(末 松 玄 六 著)」 よ り

　 　 ① は 主 に従 業 員 規 模 で,② は経 営 の 自 主性 で,③ は地 域 活 動 の 広 狭 で分 類

　 した もの で あ り,各 々が経 営 資 源 の 利 用 の 仕 方,経 営者 の 行動 様 式,経 営 理

　 念 等 を異 に して い る。

　 　 従 って,各 々 の特 質 を踏 ま えた 上 で デ ー タの 流 通 を考 え る必 要 が あ る。

　 　 大 企 業 と比 較 す れ ば,デ ー タ処理 の 経験 は 浅 く,デ ー タの 消 化 不 良 を起 こ

　 さな い た め に もデ ー タ表 現 は 工 夫 しな け れ ば な らな い。 また端 末 装 置等 の 情

　 報 処理 と して も技 術 的な 改 善 が 望 まれ る。

(5)最 後 に生 活 映 像 を中 心 と した東 生 駒 の 事例(Hi-ovIS)を 紹介 す る。

　 　 この シ ス テ ムは 新 しい映 像 情 報 シ ス テ ム と して,光 通 信技 術 を大 規模 に 採

　 用 し,セ ン タ ー と一 般 家庭 と を光 フ ァイバ ー ケ ー ブル で結 ん で 双方 向 コ ミュ

　 ニケ ー シ ・ン を行 う もの で あ る。

　 　 一般 家 庭 に セ ッ トされ る機 器 は,

　 　 ① テ レ ビ受像 機

　 　② キ ー ・ボ ー ド

　 　③ アダ プ タ ー

　 　④ テ レ ビカ メ ラ

　 　 ⑤ マ イ ク

　 で あ り,双 方 向 に よ る ス タ ジオ番 組 の ほ かに,動 画 と静 止画 情 報 サ ー ビ スを

　 受 け る こ とが 可 能 で あ る。

　 　 現 在 は 実験 段 階 で あ るが,新 しい地 域 づ く りに相 当 貢献 して い る もの とみ

　 られ る。

3　 ま　 と　 め

　 　今年 度 の 調 査結 果 を踏 ま えつ つ 今 まで 述 べ て きた が,振 り返 って み る と地 場

産 業 に関 す る問題 は 非 常 に奥 行 きが 深 く,ア ンケ ー ト調 査 を みて も表 面 的 な把
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握に終 った 印象 が強 い。

　 そ こで地 場産 業 に関 す る情報 機 能 を研 究 す る際 の ア プ ロー チの 方 法 と して,

フ ィー ル ドワー クの 必要 性 を強 く感 じて い る次第 で あ る。

　 その た め に は,ケ ー ス ス タデ ィと して あ る程 度 業 種 な り産 地 を 絞 る必 要 が あ

り,そ の 中 で 必 要 と な るデ ー タの 具体 的 解 明 を 図 らね ば な らな い。

　 そ の際 の 課 題 と して次 の こ とが 重要 で あ る。

　 (1)デ ー タ需 要 の 明 確 化

　 (2)デ ー タの 利用 方 法 研 究

　 (3)デ ー タ ・ソ ー スの 探 究

　 これ に つ い て は,次 年 度 以降 の 調 査研 究 の 指 針 とした い 。
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　　　　　　　 第　 3　 章

地域情報のデータ交換ネットワーク形成調査

　　　　　 (九 州 地 域 委 員 会)
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第3章 　 地 域 情 報 の デ ー タ交 換 ネ ッ トワー ク形 成 調査

　　　　　　　　　　　(九 州地域委員会)

　 本 章 は,昭 和54年 度 事業 と して,「 地域 情 報 の デー タ交 換 ネ ッ トワー ク形 成 」

につ い て,国 の地 域 機 関(福 岡通 産 局)と 地 方 自治 体(九 州各県)と の磁気 テー プ

等 に よ る デ ー タ交 換 の た め の事 前 準 備 調 査 と して 各機 関 の デ ー タ ニー ズ と デー タ

保 有 状 況 を と りま とめ た もの で あ る 。

第1節 　 調査 の概要

1.調 査の 目的

① 　国 の 地 域 機 関及び自治体においては当該地域におけ る政 策判断(需 給 バ ラン

　　スの調整,公 共料金等の許認可等),管 内経 済状況の把 握(経 済分析,経 済政

　 策 の効 果測 定 等)及 び長 期 計画の策定(地 域 開発,地 域 ビジ ョン作成等)

　 等 を行 う場 合,一 機関の内部デー タだけでは不充分であ り,経 済関係 をは じ

　　め として出来 るだけ多 くの データが必要 とな っている。

② 管内の地方都 市 においては,様 々な環境変 化(大 規模小売店の進出,工 業

　 開発 の進 展,高 速 自動 車 道 の建 設 等)に 対 応 して各種計画 の策定 と見直

　　しが必要 であ り,ま た,最 近 の田園都 市構想,定 住 圏構想等 に基づ く地 域住

　 民 のための ビジ ョン作 りを行 い,こ のための情 報整備 と情報 システムを作 り

　　たいとい う要 望が漸次強 くな っている。

③ 管内の 企業 にお いては,低 成長下の 「地方 の時代」におけ る経営戦略 を模

　 索 している段階 であ り,経 営 戦略の地域展開 を支援す るための情報 システム

　 が必要 とな ってい る。

　　　このた め国の機関 をは じめと して様 々な情報 を コ ン ビ。ユ一 夕に蓄 積 す る

　　ことによ り,必 要 に応 じて情報 を検索 ・加工 し多様な行 政需要等 に応 える必

　 要がある。

一77一



　現 在,通 産 局 にお い ては,従 来 か ら様 々な シス テ ム を 開発 して きた 結 果,

鉱 工 業指 数 を は じ め と して,通 産 局 内の デー タ が コ ン ピ ュ ー タに 大 量 に 蓄

積 され つ つ あ る。

　 また,管 内 の 自治体 に お い て は事 務 の機 械 化 を推 進 し て きた結 果,大 量 の

デ ー タが コ ン ピ ュ ー タ に 蓄 積 され て い る。 こ の よ うな状 況 の もとに お いて,

各 機 関 が 相 互 に必 要 な デ ー タを提供 して補完 しあ う磁気 テ ー プ等 に よ る デ ー タ

交 換 ネ ッ トワー クの 形 成 は 非 常 に 有益 な こ と と思 われ る。

2.調 査の計画

　　調査計 画の全体計画は次 の通 りであ る。

　　初年度:国 の地域機関(通 産局)と 自治体 との デー タ交換 についての調査研

　　　　　　究

　　第2年 度:① 初年度 の結 果 を踏 まえて国の地域機 関(通 産局)と 自治 体 と

　　　　　　　　の デー タ交 換の実施

　　　　　　　② 政令指定都市(福 岡市,北 九 州市),地 域企 業(電 力,銀 行

　　　　　　　　等)等 との データ交換に つい ての調査研 究

　　第3年 度:地 域 デー タベ ースの設計 と開発

　　第4年 度以降1地 域 デー タ ベースの運用
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第2節 国 の地 域 機 関(通 産 局)に お け る情 報 ニ ー ズの 現状

1.政 策的課題

　　福 岡通産局は,通 産省 の一出先機 関と して,九 州地域に おける通商 並びに産

　業全般 に係 る行 政を担当 してお り,地 域 産業振興及 び消費者保護の た めの企業

　に対す る行 政指導 を行 い,一 方地域開発 計画等 における国主体 の全 国的規模 の

　政策 と自治体主体の地域政策 との協力 ・調整 を行 っている。

　　 「地 方の時代」 と言われ る この80年 代 において,国 の地域機関(通 産局)

　の課題は これ まで余 り重要 視 されていなか った地域独 自の創意工夫 を積極 的に

　活か し,マ クロ政策 と ミクロ政策 を有機 的に組 み合 わせ,各 々の 政策 が地 域の

た めに よ り効果 的に発 揮出来 るよ うにす ることである。

　　現在,福 岡通産局 の組織 は,6部(総 務 部,商 工部,鉱 山部,石 炭 部,鉱 害 、

　部,公 益事業 部)37課 か ら構成 されて い る。

　　各部の政策的課題 とそれに対す る施策は 第1表 の とお りであ る。　 　 　 　 ,
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第1表 　国の地 域機関 におけ るニーズ例

部　名 政　策　的　課　題 政策 的課題に対す る施策

地域経済振興のための ビジョン作成 地 域産業 ビジ ョン作 成
総　務

地域開発,立 地問題 工業再配置対策,工 業用水対策

伝統的工芸品産業振興対策

繊維工業構造改善事業推進
地域産業振興

特定不況地域対策

構造不況対策

'

流 通 シ ス テ ム化

流通 ・消費問題 大規模小売店舗進出調整

商　工 消費者行政

産地中小企業振興対策

経営診断指導事業

中小企業の近代化 構造改善事業

技術向上対策

小規模企業対策

下請中小企業振興対策

鉱工業技術の振興 工業標 準化
・

省 エ ネル ギ ーの推 進 省 エ ネル ギ ー対 策

貿易の振 興 貿易振興対策

物資需給価格安定 生活関連物資物価安定対策

資源の有効利用 鉱 物資源の合理的開発
鉱　 山

石油の流 通,備 蓄 石 油製品需給 調整,石 油備蓄対策

石炭資 源の活用 石炭供給対策
石　炭

産炭地域振興 産炭地域振興対策

鉱　害 鉱 害 復 旧
|

鉱害復旧事業
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'

　 また,第2表 の 電 力 供 給 ブ ロ ック,水 系 等 に 見 られ るよ うな行 政区界 を

越 えた地域 区分,並 びに利 子 補 給 団地,卸 売 高度化団地等 にみ られ る行政 区

内における特定地 域 区分 に対す る行政需要 も今後益 々増 大 しよ う。

　 　　　　　　　　　　 第2表 　地域 区分例
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●

●

■

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

■

●

●

電力供給ブロック

水系(河 川,港 湾)

工業整備特別地域

新産都市

誘導地域

移転促進地域

産炭地域

伝統的工芸品振興計画指定地域

産地(産 地振興法)

特定不況地域

構造不況業種依存地域

中核工業団地

低開発地域工業開発地区

利子補給団地

高度化事業対象地域

集団診断対象地域

商店街改造計画作成対象地域

商業近代化計画作成対象地域

卸売高度化団地

農村地域
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2.　 デー タ利用状 況

　　前項 では国の地 域機 関(福 岡通産局)の 政策的課題 を述べ たが,こ れ らの政

策 的課題に対す る情報 ニーズの調査 と利用 される デー タ,資 料 を明確にす る必

要 があ る。

　 政 策 課 題 別 に 利 用 さ れ る デ ー タ を と りま と め た の が 第3表 で あ る。更 に

第3表 の 利 用 デ ー タ を詳 細 に 資 料 名,出 所 ・ デ ー タ項 目,分 類 時 系列 ・利

用 地 域 区分 別 に と りま と めた もの が 資 料3-1で あ る 。

　 　また,通 産 局 が利 用 す る デー タの うち 自治体 が保 有 し て い る デー タ とその 電

　子 計 算 機 処理 状 況 を と りま とめ た の が 資 料3-2で あ る 。
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第3表 　政策 課題 別利用 データー寛

政　策　的　課　題 政策的課題に対する施策

面
fll
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人
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世
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数

事
務
所

農

業

林

業
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産
業

資

璽
ネ
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1
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業
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設
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築
流
通

労
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賃
金

教

育

運

魎

通
信

中
小
企
業

貿

易

経
済
分
析
指
標

家
言t

物
価

公

害

開

発

地
方
財
政

そ
の

他

地域経済振 興のための ビジョン作成 地域産業 ビジ ョン作成 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ C

地域開発.立 地問題 工業再配 置対策,⊥:業 用水 対策 ○ ○

地域産業振興,

伝統的工芸品産業振興対策
○

繊維工業構造改善事業推進 ○
　 .

○

特定不況地域対策 ○ ○

構造不況対策 ○

流通,消 費 問題

流通 シス テムの近 代化 ○

大規模 小売店舗 進出調 整　　' ○ ○ ○ ○

消費者行政推進 ○

中小企業の近代化

産地中小企業振興対策 ○ ○ ○

経営診断指導4櫟 ○

構造改善導喋 ○

技術向上対策 ○

小規模企業対策 ○

下請中小企業振興対策 ○

鉱工業技 術の振興 工業 標準 化 C

省 エネルギーの推進 省 エ ネルギー対策 ○ ○

貿易の振興 貿易振興対策 ○

物資需給価格安定 生活関連物資物価安定対策 ○ ○

資源の有効利用 鉱物資源の合理的開発 ○ ○

石油の流 通,備 蓄 石油製品 需給調整,石 油備 蓄対策 ○ ○

石炭資源の活用 石炭供給対策 ○ ○ ○

産炭地域振興 産炭地域振興対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鉱害復旧 鉱害復旧事業 ○ ○

電源開発の促進 電源立地対策 ○ ○ ○ (.ご



3.情 報処理 の進展状況

(1)情 報処理の体制

　　 現在,情 報収 集の方法 としては,

　　 ① 　企業等 か らの報告,提 出資料 等。

　　 ② 指定統計等 の統計調査報告

　　 ③ 官庁,地 方 自治体 との資料交換

　　 ④ 定期 ・臨時刊行物等 の資料購入等 が主な もの であ るが,昭 和49年10

　　月に情 報処理機器 を導 入 し,以 来3回 に亘るレベルア ップによ り現在端末機,

　 磁気テ ープ装置等 を備えた ローカル ・ステーションが設置されている。

　　 今 後電子計算機処理済の デー タについては,磁 気テープによ る情報収集 を

　　考えてい る。

　　　福 岡通産局 の情 報処理体制 は次の とお りで あ る。

　　　 ・　 組　　織　　　　　　　　　　 福岡通産局総務部情報 管理室

　　　 ・　 ロー カル ・ステーシ ョン名　　MELCOM70/150

　　　 ・　 主記憶 容量　　　 　　　 　　　512KB

　(2}　デー タ保有状況

　　　福 岡通産局 の現在 の電子計算機利用 業務 は資料3-3の とおりであるが,様

　　 々な業 務の機械 化 を通 して,大 量の デー タが蓄積 されつつ あ る。

　　　 デー タベ ースの利用 とい う点か らは通産局の ロー カル ・ステーシ ョンを通

　　 して通産省全体 と して利用 できる主要 デー タを同義の(4)に記載 してい るが,

　 今 後一層 デー タの充実 とシステム機能の 高度化が計 られて行 く予 定で ある。

　　　また通産局が個別に磁気 テープ等 に より,自 治体へ提供 してい るソ フ トウ

　　ェアとデー タを同表㈲ に記載す る。
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第3節 　自治 体 に お け る 情 報 ニ ーズ の現 状

1.政 策 的 課 題

　 国 の地 域機 関(通 産局)と 自治体 との デ ー タ交換 ネ ッ トワー ク とい うこ とか

　ら,自 治 体 に お け る政 策 的課 題 を国 の(通 産)行 政 との 関 連 と い う視 点 か ら

と らえ て み る と,政 策 的課 題 は同 一 で あ って も国 の機 関 と は違 った形 の 様 々な

　レベル で 国 の 施 策 を 具 体 的 に展 開 して い る。 また 他方 で 自治 体 独 自の 行政 区

域 内 の地 域 特 性に 応 じた 総 合 開 発 計 画,地 域 環 境 政 策,地 域 不 況 対 策,地 域 雇

用 対策,地 場 産 業 振 興等 の 施 策 を 計 画 ・実 施 してい る。

　 国 の(通 産)行 政 を担 って いる 自治 体 の担 当機 関 を と りま と めて み る と 資料

　3-4の 通 りであ る 。

2.　 デ ー タ利 用 状況

　 　国 の地 域 機 関(通 産 局)と 自治 体 との デー タ交 換 ネ ッ トワー クとい うことか

　 ら,自 治 体 の 通産 行 政 にお け る政 策 的 課題 に対 す る ミク ロの 施策 を行 う上 で,

　必 要 とす る情 報 の う ち通産 省 及 び通 産局 が 定 期 刊行 物 と して い る資料 名 並 び に

掲 載 項 目 に よ る デー タ利 用 実 態調 査 を行 い,と りま とめた ものが資 料3-5で あ る。

3.　情 報処理 の進展状況

(1)情 報処理の体制

　　 情報収集の方法は国 の地域 機関(通 産局)と ほぼ同 じであるが,磁 気 テー

　　プによ る情報 の収集 と提供 を行 ってい るのは第4表 の通 りであ る。

(2)　デー タ保有状況

　　 九 州各県 にお ける電子計算機 の利用 は,昭 和40年 代には い って急速 に進

　 戻 し,現 在全面委託 の福岡県 を除いた全 県で汎用 電子 計算機 が設置 されてい

　　る。対象業務 も税務,各 種 台帳管理,資 金管理事 務及 び各種の 計画,予 測,

　 統計業務 と行 政全般 に拡大 している。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　『85一



　特 に注 目に値 す るの は,大 分県 が54年 度 か ら九 州地 域 の 自治体 として初 め

て 統計 情 報 デ ー タベ ー スの 開発 に 着 手 し た こ とで あ る 。

第4表 　 自治体 に お け る磁 気 テー プに よ る デ ー タ収 集 と提 供

相　手　先 デ　 ー　 タ　 名

情報収集 運　輸　省 自動車登録

〃 厚　生　省 人口動態統計

〃 通　産　局 (資 料3-3参 照)

情報提供 自　治　省 自治省統計

〃 林　野　庁 森林国営保険

〃 国　土　庁 土地利用規制実態調査

各 自治体 の電子計算機設置状況並 びに処理業務 は資料3-6の とお りである。
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第4節 　 地域 情 報 の デ ータ交 換 ネ ッ トワ ー ク形 成 の課 題

1.国 の 施 策 にお け る位 置付 け と役 割

　 国 の地 域 機 関(通 産 局)と して 自治 体 との デー タ交換 ネ ッ トワー ク形 成 を展

望 した場合,80年 代 における国(通 産)の 行政の地域的展開は 自治 体 と共 通

情報基盤の上に立 って,地 域の実情に即 したきめ細かい行政政策の実施 が必要で

あ る。 国の地域機関(通 産局)と 自治体 との データ交換 ネ ットワーク確立の必

要性 を以下3つ の施策 を例 に述べ てみ る。

① 地域 経済社会 に調和 した産業 の適正 配置の推進

　　　80年 代 におけ る産業の適正配置の推進に 当 っては,特 に地域にお け る雇

　 用機会の確立,第 三次産業 を含 めた強靱な地域 経済の確立,地 元資源 を活用

　 した産業 の育成振興,地 域毎の エネルギー需給 バ ランスへの配慮 な ど70年

　 代に なか った新 しい視点 も取 り入れ るこ ととしてお り,こ のために は国の地

　 域機関(通 産局)で は これまで充分に 把握 されていなか った地域 的な雇用情

　 勢,第 三次産業の動 向,労 働力資 源,観 光資源等 の地元 資源を充分 に把握 す

　 る必要 があ る。

② 地域 エ ネルギー対策

　　 国 の地域機関(通 産 局)が 地域の実情に即 したきめ細か な地域 エ ネルギー

　 施策 を展開 して い くために は,各 地域毎 の住宅,人 口の 分布状況,降 雨量,

　　日射 量等 の気象条件,世 帯 の就業 構造,所 得分布,自 治体 の各種 公共 施設 に関

　 す る情報,交 通,運 輸手 段の手段 別利用 状況等 に関す る詳細 な情報 が不 可決

　　である。

　　 地域 的 エネルギー対策の 円滑な実施 のための基礎情報 を出来 る限 り早期に

　 集大 成 し,地 域に還元 しうる体制 を整備す ることが必要 であ る。

③ 大規模 小売店舗 における小売業 の事業活動の 調整

　　　 54年5月 か ら法律 の一部改 正によ り大規模小 売店舗 の新設に伴 う小 売 業

　　の事業 活動の調整は,第1種 大規模 小売店舗(店 舗面積1,500㎡ 以上)に つい

一87一



　 ては国の地域 機関(通 産 局)が 担 当 し,第2種 大規模小売店舗(店 舗 面積

　 500㎡ 以上1,500㎡ 未満)に つい ては,都 道府県 が担 当す ることとな った。

　　 事業活動調整のた めの審査 方法 は,中 小小売業の事業 機会の確保の観点か

　 らの審 査 と消費者利益の 確保及 び流通近代化の観点か らの審査 をそれ ぞれ行

　 い,こ れ らの審 査結果 を踏 まえ,さ らに総合 的な判断 を加 える ことに よ り意

　 見 を定 めるこ ととな って いる,

　　 以上の審査 を行 うた めには,自 治 体保有の市町村の小学校 区 レベルの住民

　 基本台帳に基 づ く人 口,県 民 所得統計,通 産省 保有の商業統計表,自 治体及

　 び通産局保 有の小売業の事業活動 を行 ってい る大規模小売店舗の概 要(店 舗

　面積等)等 の各種資料が必要 であ る。

④ また,国 の地域機関の役割 として国が主体 となる全国的な規模で の政策 と 自治

　体 主体 の地 域政策 とが調和す るよ うに地域 開発 に係 るマクロフレーム及び そ

　の 基礎 とな る各種 データを 自治 体に提供 し,自 治体にお け る各種地域経 済 ビ

　 ジ ョン(都 道府県 総合計 画,工 業 開発計画等)の 主体的策定 を支援 してい く

　必要が ある。

　 これ らの情報収集 を自治体及び通産局が効率 的に行 うには データの相互利用,

すなわ ち デー タ交換 ネ ッ トワー クを確立す る必要 があ る。

2.デ ー タ交換 ネ ッ トワー ク シ ステ ム に つ い て

　　国 の 地 域 機 関(通 産 局)と 自治体 との間で実際 にデー タ交 換 を開 始 す るには,

幾 つ か の 前提 条 件 が存 在 す るが,そ れ らの 主 な もの を次 に列 挙 す る 。

　　・現 行 制 度 の 範 囲 内 での 運用 で あ る こ と。

　　 ・当 事 者 が 相 互 に デー タ交 換 の有 益 性 を 自覚 し,主 体 的 に 行 わ れ るべ き もの

　　 　であ る こと。

　　・情 勢 も資 源 で あ る とい う観 点 か ら,情 報 の 整備 ・情 報 の 活 用 等 を推 進 す る

　　 　と と もに 地域 情 報 の 流 通 を 積 極 的 に 行 うた め の 相互理 解,地 域 的 コ ンセ

　　 　ンサ ス形 成 の努 力 が 必 要 で あ る こ と。
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　 これ らの点 に 留 意 しなが ら,国 の地域機 関 と自治体 との間で 磁気 テープ等 によ る

デ ータ交換 を実 施 した場 合の メリ ッ トと しては,次 の こ とが 挙 げ られ る。

　 ・全 国(計)デ ー タが 得 られ る。

　 ・地 域 デ ー タ(他 自治 体 デー タ,管 内計 デ ー タ等)が 得 られ る。

　 ・計 算 機 可 読 媒 体 で デ ータが 得 られ るの で容 易 に デ ー タの蓄 積 ・検 索,加 工

　 　 が 行 え る。

　 ・デ ー タが 体 系 的 ・継 続 的 に得 られ る の で,問 題 の発 生 の 都 度 タ イ ム リ ーに

　 　 対 処 で きる。

(1)交 換 デー タの 候補 案 　 　 　 　f

　 　 実 際 の デ ー タ交換 を開始 す るに は前 記 の条 件 を充 分に満たす必 要があ り双 方

　 の努 力 が 必 要 で あ るが,デ ー タ交 換 の 対 象 を大 きく分 類 す る と,

　 　① 日常 業 務 の定 期 報 告 資料 等 を作 成 す る過 程 で発 生 した デー タ

　 　② その 他,地 域計 画 の た め に収 集 した デ ー タ

　等 に 分 け られ,具 体 的 に は次 の デー タが 挙 げ られ る。

　ia)国 の地 域 機 関(通 産 局)が 各 自治 体 か ら提 供 を受 けた い デー タ

　 　 イ.鉱 工 業 指 数(各 自治体 作 成)

　 　 ロ.大 規 模 小 売 商 舗 の概 要(第2種 大 規模 小売 店 舗)

　 　 ハ.歳 入 歳出 決 算 額(県 別,市 町 村 別)

　 　二.公 共 施 設 状 況 調 査

　 　ホ.毎 月 勤労 統計(県 別)

　 　へ.そ の 他(各 種 統 計 調 査 の デ ー タ)

　㈲ 　 自治 体 が通 産 省 及 び通 産 局 か ら提 供 を受 け た い デ ー タ

　 　 イ.鉱 工 業 指 数(通 産 省,通 産 局作 成)

　 　 ロ.産 業 連 関 表

　 　ハ.大 規 模 小 売店 舗 の概 要(第1種 大 規模 小 売 店 舗)

　 　 二.商 業 動 態 統 計 月 報

　 　ホ.工 業 統 計 表(産 業 編,用 地 用 水編,品 目編,市 町 村編)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -89一



　 　 へ.商 業 統 計 表(品 目編,市 町 村 編)

　 　 ト.そ の 他(そ の他 の 全 国 デー タ,地 域 デ ー タ)

(2)今 後 の 課題

　 　 今 後 地域 での地 域 情 報 の デー タ交 換 ネ ッ トワー クの 形 成 を 円滑 に推 進 す る

　 た めに は 幾 つか の課 題 が あ る。

　 　 その 第1は,客 観 的諸 条 件 が 整 うよ うに 双 方 が努 力 す る こ とで あ る。

　 　 デー タ保 有 担 当 原 課の 協 力,デ ー タ変換 等 の ソ フ トウ ェアの整 備,交 換 デ

　 一 夕の 充 実 と拡 大 等 が挙 げ られ る 。

　 　 その第2は,デ ー タ交 換 ネ ットワー ク参加 者 の 拡 大 であ る。

　 　 行 政 サ イ ドに お い ては,政 令 指 定 都 市 の参 加 の外 に 民 間 サ イ ドに お い て も

　 地 域 情 報 を利 用 す る各 機 関が 参 加 し,地 域 情 報 の 流 通 を地域 全体 で栄 ん にす

　 る必 要 が あ る。
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　　　　 資　料　 1

地域開発に関する情報調査資料集



資 料1-1 地 域 開発 に関 す る情 報 の 主 要 ニ ー ズ一覧

情報 1 2 3

　　類
機関 産業基盤施設の整備 農 林 ・水産業 の開 発振 興 鉱 」二業 の 開 発 振 興

工業団地の供給対策 工業立地動向の把握

札 工業 用水の　　〃 鉱一[業生産　　〃

〃　等設備投資の把握

幌 鉄鋼業振興対策

鋼材需要量の把握

通 機械工業の振興対策

紙パ ルプ生産見通 しの策定

産 窯 業土石建材 業種 の指導,

見通 しの策定

ゴム製品:L業 の生産 見通 しの

局 策定

石炭需 給実績 の把握 ・計画の

策定

産炭地域の現況把握

土地利用計画 道民所得の把握 特定.1二業の実態 分析 と開 発振

土地利用状況と道路整備の 農業の産出額及び生産所得の 興

関連調査 現況,動 向 道内金属鉱山の開発

北
工業の立地誘因の把握 農業構造把握

用水の需 要動向把握 ・水需要 農家世帯員の異動状況把握
海

予測 農村物価,賃 金 現況及 び動 向

交通 量予 測 のフ レーム設定 把握
道
貨物輸送の現況把握 林業の動向把握

農村基盤施設整備と地熱利用 農家経済現況及び動向把握
開

生乳生 産 と消費 に関す る現況

及び動向把握
発

肉畜に関する流通現況把握

耕地面積,作 物別作付 面積及

局
び作況 に関す る現 況及 び動

向把握

家畜別飼養現況及び動向把握
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4 5 6 7

エ　ネ ル ギ ー の 開 発 中小企業の振興.流 通の近代化 観 光 ・レクリェーションの開発 開　　 発　　 一　　 般

電力需要予測 中小企業の実態把握 地域 産業 ビジョンの作成

電力施 設,供 給計 画 中小企業の輸出入動向の把握 特定産業の波及効果測定

石油製品需給見通し策定 中小企業金融動向の把握 経済動向の把握

石炭鉱業合理化実施計画の 大規模小売店舗の適正配置 道内経済の短期予測

策定 商業の実態把握

「開発計 画 」の予 測指標の現

況把握,予 測 効果の推定

資本蓄積の動向把握
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〈 資料1-1の っ づ き〉

製 1 2 3

機咲 産業基盤施設の整備 農林 ・水産業 の開 発振興 鉱.[業 の 開 発 振 興

北 配合飼料生産及び価格動向の

海
道 把握

開

発

局

食料需給動向及び消費構造把

　握

1:業団地の造成 促進 耕地面積,農 家 戸数の把握 二1二業の振 興

農業経営等の動向把握 産炭地域の実態把握

北 農業就業人口の把握 石炭生産及び需要等動向の握

農産物生産動向の把握 握

海
水産物の生産動向把握

森林の現況把握並びに予測

水産物の加 工,流 通動 向把握

道
林業動向の把握

北
海
道
地域振興委員会活動資料作成 食料問題委員会活動資料作成 工業振興委員会活動資料作成

経
済
工業振興委員会活動資料作成

連
合
会

交通々信委員会活動資料作成

北
海
道
商
[

会
議
所

連
合

じ業川地造 成状況の把握

港湾,鉄 道,空 港の計画利 川,

　進捗状 況把握

企業誘致 推進対策 及 び工 業の

　振興

]二業再 配置の状況 調査

会

北
海
道
拓
殖
銀
行

水産物生産動向の把握 工業団地開発計画調査

鉄鋼の生産動向把握予測

合単板生産動向の把握

一94一
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4 5 6 7

エ㌦ネ　ル ギ ー の 開 発 中小企業の振興流通の近代化 観 光 ・レクリェーションの開 発 開　　 発　　 一　　 般

総合エ ネルギー需給 の把握 商業近代化の促進 国民生活の動向把握 北海道開発行政の展開

貨物流通状況の把握 観 光に関 する現 状 と今後の行 北海道経済白書作成

貨物輸送状況等の把握 政施策の把握 経済動向の把握

水産物の流通ほの把握 観 光,レ ク リェ ー シ ョ ン施 設

設備状況の把握

本道観光客入込数の把握

運 輸に関す る現状 と今後の行

政施策の把握

環境 問題に関す る現状 と今 後

の行政施策の把握

資源 エネルギ ー委 員会活動 資 交通々信委員会活動資料作成 1

料作成 観 光 　レクリェーション委員会

活動資料作成

卸,小 売 業界 の近代 化促進 観 光,レ ク リェ ー シ ョ ンの 開

発促進

商業 街近代 化,市 街地 再開 発 観光振興計画調査 北海道経済の動向と経済見通

計画 し策定

商業動向の把握 建設,住 宅需要予測 の策 定
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〈 資料1-1の つづ き〉

　情報
　　類

機関

　　 　　　 1

産 業 基 盤 施 設 の 整 備

　　 　　　 2

農林 ・水産業の開 発振 興

　　 　　　 3

鉱 工 業 の 開 発 振 興

北

海

道

拓
殖

銀

行

紙 パル プ生産動向 の把握

セメント・同二次製品 需要予測

生 コ ンの出荷 と需 要先動向

セメ ン ト市況予測

木材市況予測

北
海
道
電
力

北

海
道

東

北

開

発
公

庫

,L業 適地の把握

港湾の利 用状 況の調 査

鉄道　　　 〃

道 内空港の現 況把握

農産物の生産流通動向の把握

漁業動向の把握

林業　　〃

道内経済 景気動向 の実態把握

食料製造 業の動向調 査

紙パルプ工業　 　〃

セメント業界　 　'・

木材,木 製品　　〃

鉄鋼 業　　 　　　〃

機械工業　 　　 　〃

化学 工業　 　　 〃

●

`
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エ　ネ ル ギ ー の 開 発 中小企業の振興,流 通の近代化 観 光 ・レクリェーションの開発 開　　 発　　　・　　 般

電力需要予測

h

「

エ ネルギー需給動向 等の調査 物流動向の把握 観光状況の把握

商業動態の把握 旅館業界の動向把握

流通基盤 とな る産業 の動向

把握

'

i

'
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資料1-2　 地域 開発 に関 す る共通利 用情報 一覧

情報重要度

⑧ …極めて重要

⑧ …かな り重要

⑥ …補完的に必要

項 機　　　関　　　名 共
目 通

報
区

情　　　報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北

海

道

経

通

商

拓 北 北
東
公

通

産

利
用
度

分
'

局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

所 国民(県 民)所 得統計 経済企画庁 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ◎ ④ ④ 5

道民所得統計 北　海　道 年(度),期,月,随 時 ⑧ ④ ⑧ ◎ ④ ④ ⑧ ④ 8

国民経済計算年表 経済企画庁 〃,月,随 時 ⑧ ④ ④ ④ ④ 5

得 生産農業所得統計 農林水産省 〃,随 時 ④ ④ ⑧ ㊤ 4

産 業 構造 の 長 期 ビ ジ ョン 通　産　省 随　時 ⑧ ⑧ ◎ ⑧ ◎ ⑧ ◎ ⑧ 8

経 北海道地域産業構造 ビジョン 札幌通産局 1ノ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ④ ◎ ④ 8

済
新経済社会7ケ 年計画 経済企画庁 ノノ ⑧ ⑧ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ◎ 8

工業再配置計画 通　産　省 ノノ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 6

. 第三次全国総合開発計画 国　土　庁 ノ! ⑧ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 8

政府経済見通 し 経済企画庁 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ④ ⑧ ⑧ ④ 6

開
北海道発展計画 北　海　道 〃 ⑧ ⑧ ㊤ ④ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 8

発 新北海道総合開発計画 北海道開発局 〃 ④ ◎ ④ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 8

開発要覧 北海道開発協会 随　時 ◎ ◎ ◎ ◎ ⑧ ⑧ 6

計
北海道の開発 〃　 開 発 局: ノノ ⑧ ◎ ◎ ◎ ⑧

「5

'
r

◆ ㊨



ー

口
O
ー

■ ●

画 地域開発 日本 地 域 開 発 セ ン タ ー 〃 ◎ ◎ ◎ 3

北海道の姿 北　海　道 年(度),随 時 ◎ ◎ ◎ ◎ 4

国勢調査 総　理　府 随　時 ⑧ ⑧ ◎ ◎ ④ ④ ④ ⑧ 8

住民基本台帳 北海道,自 治省 年(度),随 時 ⑥ ④ ◎ ④ ⑧ ④ 6

人 人口動態統計 厚　生　省 随　時 ◎ ◎ ⑧ ④ 4

口 全国人口世帯数表 自　治　省 〃 ◎ ⑧ ④ ⑧ 4

・ 就業構造基本調査 総　理　府 ノノ ◎ ④ ⑧ ④
s

④ 5

労 労働力調査 総　理　府 月,期,随 時 ◎ ◎ ㊤ ④ 4

働 職業安定業務統計・ 北　海　道 月,随 時 ⑧ ④ ㊤ ⑧ 4

力 学校基本調査 文部省,北 海道 随　時 ⑧ ⑧ ⑧ ◎ ◎ 5

農業就業動向調査 農林水産省 年(度),随 時 ④ ④ ⑧ ⑧ 4

毎月勤労統計調査 労働省,北 海道 月,随 時 ◎ ◎ ④ 3

国富調査 経済企画庁 随　時 ⑧ ◎ ④ ④ 4

設 全国設備投資計画調査 通産省,日 本開発銀行 年(度),随H寺 ⑧ ◎ ⑧ 3

備 資本形成調査 北海道開発局 〃 　　　　　　　　　　〃 ④ ④ ④ ④ ④ 5

投 北海道地方設備投資計画調査 北海道東北開発公庫 "　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ◎ ④ ④ 5

資 〃　 鉱工業設備投資動向調査 札幌通産局 〃 　　　　　　　 　　　〃 ◎ ⑧ ④ 3

紙パルプ工業設備調査報告書 通　産'省 〃 　　　　　　　　　　ノ! ⑧ ④ ⑧ 3
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〈 資料1-2の つ づ き〉

機 関　　　名 共
項

情'　 　 報 　 　 　・名' 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

局

北

海
道

道

経

連

　 1

通

商

連

拓

銀

北

竜

北東

公庫

通

産

局

通
利用

薮

国家予算 大　蔵　省 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ◎ 3

行政投資実績 自　治　省 随　時 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4

財政力推移 北　海　道 年(度),随 時 ◎ ④ 2

財
財政関連データ 日銀札幌支店 月, ⑳ ④ 2

北海道開発事業予算額 北海道開発局 年(度),随 時 ◎ ④ ⑧ ⑧ ⑧ 5

政
日銀統計月報 El本 銀 行 月,随 時 ⑧ ◎ ◎ ④ ⑧ ④ ⑧　 .

7

公定歩合 〃 随　時 ⑧ ④ ⑧ 3

・

貸出約定平均金利
〃 月,随 時 ⑧ ⑧ ⑧ 3

北海道金融月報 北海道財務局 〃 　　　　　　〃 ⑧ ◎ ⑧ ④ ⑧ 5

金
中小企業金融公庫月報 中小企業金融公庫 〃 　　　　　　〃 ⑧ ◎ ◎ ◎ ⑧ 5

調査月報中小企業金融統計 国民金融公庫
〃　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ◎ ⑧ 4

融
商工金融統計 商工組合中央金庫

〃　　　　　　〃 ⑧ ◎ ◎
`

◎ ⑧ 5

業務概況 農林漁業金融公庫 年(度),随 時 ◎
'

⑧ . 2

農協勘定月報 北海道農業信用組合連合会 月,随 時 ◎ ⑧ ◎ 3

卸売物価統計調査 日本銀行 年(度),随 時 ◎ ④ ④ 3

札幌卸売物価 札幌商工会議所 期,月,随 時 ◎ ◎ ④ ⑧ ㊤ ④ 6

物 小売物価統計調査 総理府,北 海道 年(度),月,随 時 ④ ◎ ⑧ ㊤ 4

全国消費者物価指数
〃 ノノ　　　　　　　 ノノ　　　　　　" ◎ ⑧ ④ ⑧ 4

北海道消費者物価指数
〃　 ,北 海 道 年(度),期,月,随 時 ◎ ⑧ ◎ ④ ⑧ ④ ④ 7

■
●
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■ ⑳

全国物価統計調査 北　海　道 随　時 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4

物　価　版 経済調査会 月,随 時 ⑧ ⑧ 2

農村物価統計調査 農林水産省 年(度),期,月,随 時 ⑧ ⑧ ⑧ 3

価 田畑売買価格に関する調査結果 北海道農業会議 年(度),随 時 ⑧ ⑧ 2

建設物価積算資料 建設物価調査会 随　時 ⑥ ◎ 2

石油製品の価格対策関係資料 北　海　道 〃 ◎ ◎ 2

国民生活白書 経済企画庁 年(度),随 時 ◎ ⑧ ◎ ◎ ◎ ◎ 6

道民生活 白書 北　海　道 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ◎ ⑧ ◎ ⑥ 6

生
21世 紀 の国民生活像 経済企画庁 随　時 ◎

・

◎ 2

活
これか らの生活 と自由時間 〃 〃 ⑧ ◎ 2

●

く ら しの 中 の レ ク リ エ ー シ ョ ン
'ノ 〃 ⑧ ◎ 2

消
家計消費の動向

〃 〃 ⑧ ⑧ 2

費
家計調査 総理府,北 海道 年(度),月,随 時 ◎ ④ ◎ ⑧ ④ 5

消費動向調査 北　海　道 随　時 ◎ ⑧ 2

.

中小企業白書 中小企業庁 年(度),随 時 ◎ ⑧ ④ ⑧ ⑧ 5

景気予測調査 北海道財務局 期,随 時 ⑧ ⑧ ⑧ 3

企
ビ ジ ネ ス サ ー ベ イ 北海道拓銀 'ノ　　　　　　〃 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4

`
業

法人企業統計調査 大　蔵　省 〃 　　　　　　ノノ ④ ④ 2

経
法人経済調査 北　海　道 年(度),随 時 ④ ④ ⑧ 3

営
新しい経営力指標 通　産　省 〃 　　　　　　　　　　ノノ ◎ ◎ ④ ⑧ 4

中小企業の原価指標 中小企業庁 〃　　　　　　　　　〃 ④ ◎ ④ ⑧ 4
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〈 資 料1-2の つ づ き〉

項 機　　　関　　　名 共

報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北
海

道

経

通

商

拓 北 北
東
公

通

産

通
利
用
度

分 局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

中小企業の経営指標

▽

中小企業庁 年(度),随 時 ◎ ◎ ④ ⑧ 4

企
・ 中小企業経営指標 北　海　道 随　時 ◎ ⑧ ◎ ④ ④ 5

業
北海道地区の倒産動向 東 京 商 工 りサ ー チ 年(度),月,随 時 ④ ◎ ⑧ ④ 4

経
帝国情報 帝国興信所 月,随 時 ⑧ ⑧ ④ 3

営
興信特報 東京 商 工 リサ ー チ 〃　　　　〃 ⑧ ④ ⑧ 3

国土利用白書 国　土　庁 年(度),随 時 ◎ ◎ ⑧ ◎ ◎ 5

耕地面積統計調査　　　 . 農林水産省 年(度) ⑧ ④ 2

国 産業立地 日本 立地 セ ン タ ー 年(度),月,随 時 ⑧ ◎ ◎ 3

工 業 立 地 ハ ン ドブ ッ ク (財)日 本 工 業 立地 セ ン ター 随　時 ◎ ⑧ ◎ ◎ ⑧ ◎ 6

立地 公 害 ハ ン ドブ ソク (株)共 同出版社 〃 ◎ ⑧ ◎ 3

土 工場適地総覧 通　産　省 年(度),随 時 ④ ⑧ ④ ⑧ 4

工場適地調査 〃　 　 ,北 海 道 〃 　　　　　　　　　　'! ④ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ④ 6

工 業 立 地 ガ イ ドブ ック 北　海　道 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ④ 3

利 工業立地参考資料 〃 随　時 ④ ⑧ 2

工業団地,工 業用地一覧 〃 年(度),随 時 ④ ◎ ④ ⑧ 4

北海道工業 立地のご案内 北海道拓銀 〃　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 5

用 工業団地の ご案内 罐銑麺絵 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ④ 3

北海道の内陸 工業団地 北海道銀行 〃　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ⑧ ⑧ 4

道路統計年報 建　設　省 〃 　　　　　　　　　　ノ! ⑧ ◎ ◎ 3
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北海道道路現況 北海道開発局,北 海道 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ◎ ◎ ◎ ⑧ 6

港湾施設現況一覧表 運　輸　省 〃 ⑧ ⑧ 2

第5次 港湾整備5ケ 年計画 〃 随　時 ◎ ◎ ④ 3

基 港別整備状況 北海道開発局 〃 ◎ ◎ ④ 3

第3次 空港整備5ケ 年計画 運　輸　省 〃 ◎ ⑧ ④ 3

工業用地川水調査報告書 北海道開発庁 ,' ◎ ⑧ 2

盤 苫小牧東部大規模工業基地開発 北　海　.道 〃 ⑧ ⑧ 2

石狩港新港地域開発 ノノ 〃 ⑧ ⑧ ⑧ 3

5万 分の1地 質図幅 罐 富加新 道 年(度),随 時 ⑧ ⑧ 2

貿 通商白書 通　産　省 年(度),随 時 ◎ ◎ ⑧ ⑧ ④ ⑧ ④ 7

通関統計 函館税関 月,随 時 ④ ◎ ④ ④ 4

函館税関外国貿易概況 〃 〃　　　　　　〃 ④ ④ ④ ⑧ 4

易 外材輸入樹種別実績推移 北海道外材輸入懇話会 ノノ　　 　　　ノノ ⑧ ◎ 2

経済自書 経済企画庁,北 海道 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ㊤ ⑧ ⑧ ⑧ 8

統 都道府県別経済統計 日本銀行
　 ・

随　時 ◎ ④ ⑧ ◎ 4

地域経済総覧 東洋経済新報社 年(度),随 時 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4
計
地域経済要覧 経済企画庁 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ④ ⑧ ④ 5

事業所統計 総　理　府 随　時 ◎ ④ ④ ◎ ◎ ⑧ 6一

北海道統計書 北　海　道 年(度),月,随 時 ⑧ ④ ⑧ ④ ◎ ④ ⑧ 7

般 北海道勢要覧 北海道統計協会 年(度),随 時 ◎ ⑧ ◎ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 7

北海道市田∫村勢要覧 ノノ 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ④ ◎ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 7
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〈 資料1-2の っづ き〉

項 機　　　関　　　名 共

情　　　報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北

海

通

経

道

商

拓 北 北東

公

通

産

通利

用度

分 局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

民　　力 朝日新聞社 年(度),随 時 ◎ ◎ ⑧ ⑧ ◎ ⑥ ⑧ 7

統 通商産業統計年鑑 北海道通商産業調査統計研究会 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ④ ⑧ ⑧ ④ ④ 6

北海道経済調査月報 北海道財務局 月,随 時 ◎ ⑧ ④ ④ 4

計 たくぎん調査月報 北海道拓銀 年 波),期,月,随 時 ◎ ⑧ ⑧ ◎ ④ ⑧ ⑧ 7

統計月報 東洋経済新報社 年(度),月,随 時 ⑧ ⑧ ④ ◎ ◎ ⑧ 6

一' 北海道産業調査月報 北海道産業調査協会 月,随 時 ⑧ ◎ ◎ 3

北海道地域産業連関表 北海道開発局 年(度),随 時 ◎ ④ ◎ ◎ ④ ④ 6

般 地域間産業連関表 通産省,札 幌通産局 随　時 ◎ ⑥ ④ ⑧ ④ 5

目でみる北海道の産業 札幌通産局 〃 ◎ ◎ ⑧ ⑧ ◎ ④ 6

農林水産統計年報(月 報) 農林水産省 年(度),月,随 時 ⑧ ④ ⑧ ⑧ ④ ④ 6

北海道農林統計時報 農林統計協会 期 ◎ ⑧ 2

ポケ ッ ト農 林 統 計 北　海　道 年(度),随 時 ⑧ ④ ⑧ 3

農業白書 農林水産省 〃　　　　　　　　　〃 ④ ④ ◎ ◎ ④ 5

農業基本調査 北　海　道 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ④ ◎ ⑧ ⑧ 5

産 農 業 セ ン サ ス 農林水産省 随　時 ④ ④ ④ ⑧ 4

北海道農業の動向 北　海　道 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 4

日本農業年鑑 家の光協会 〃 ◎ ◎ ⑧ 3

業 農業構造問題研究 農 政 研 究 セ ン タ ー 随　時 ◎ ⑧ 2

農業観測 農林水産省 年(度),随 時 ◎ ④ ◎ ④ ④ ◎ 6
、

■
●

'
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農地移動実態調査 〃　　 　 ` 〃 ◎ ⑧ 2

活 食料需給表 〃 〃　 ,随 時 ◎ ④ ⑧ ⑧ ◎ 5

食料需要分析 〃 ノノ　　　　　　　　　 〃 ◎ ◎ 2

作物統計調査 'ノ "　 　　　　 　　　　〃 ④ ⑧ ④ ④ 4

動 主要作物作付動向調査 北　海　道 ノノ　　　　　 　　　 〃 ◎ ⑧ ◎ 3

農作物関係速報 農林水産省 〃 　　　　　　　　　　〃 ④ ⑧ ④ 3

農作物の生産流通統計 北　海　道 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4

( 北海道系統農協農畜作物 北海道農業協同組合中央会 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ 2

農家経済調査 農林水産省 〃　 ,月,随 時 ④ ④ ④ ④ ④ 5

農 農家経済収支 ノ'

月,随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ④ 4

米生産費調査 〃 年(度),随 時 ④ ④ ◎ 3

麦類生産費調査 〃 〃　　　　　　　　　　〃 ④ ⑧ ◎ 3

林 野菜　　 〃 〃 〃　　　　　　　　　　ノノ ⑧ ⑧ ◎ 3

果実　　 〃 〃 〃　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ◎ 3

工芸農作物等の生産費調査 〃 〃　　　　　　　　　　ノノ ⑧ ④ 2

水 青果物流通統計 〃 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ◎ ⑧ 4

野菜関係資料 北　海　道 〃　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 4

畜産基本調査 農林水産省 随　時 ⑧ ⑧ ◎ ⑧ 4

産 畜産物生産費調査 〃 年(度),随 時 ④ ⑧ ◎ 3

林 業白書 林　野　庁 ノノ　 　　　　　　　　 〃 ◎ ④ ◎ ⑧ ⑧ 5

) 林 業 セ ンサ ス 農林水産省 随　時 ◎ ④ ⑧ ⑧ 4

北海道林業統計 農林水産省,北 海道 年(度),随 時 ⑧ ④ ⑧ ④ ⑧ 5

道内営林局事業統計書 1ノ 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ◎ 3

通有林野事業統計書 北　海　道 'ノ　　　　　　　　　 'ノ ⑧ ⑧ 2

林業木材関係速報 農林水産省 期,月,随 時 ◎ ⑧ ⑧ 3
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項 機　　　関　　　名 共

報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北

海

道

経

道

商

拓 北
輩
公

通

産

鶉
用度

分 局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

図説漁業 白書 農林水産省 年(度) ④ ⑧ 2

漁 業 セ ン サ ス
/ノ 〃　 ,随 時 ◎ ④ ⑧ ⑧ 4

産 漁業動態年報 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑥ ④ ⑧ 3

業 漁業養殖生産統計年報 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ④ ⑧ ⑧ ⑧ 5

活
北海道水産現勢 北　海　道 〃　 ,月,随 時 ◎ ④ ◎ ④ ⑧ ④ 6

水産年鑑 水　産　社 〃　 ,随 時 ◎ ◎ ◎ ◎ 4

動

北海道水産年鑑 北1・1本海 洋 セ ン ク ー 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ◎ 3

r、 漁家経済調査 農林水産省 〃 　　　　　　　　　　ノノ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4

農
北海道漁業の動 き

〃 !!　　　　　　　　　　〃 ④ ⑧ ⑧ ⑧ 4

林
漁業生産高統計 北　海　道

　 　 '
〃　　　　　　　　　〃 ④ ⑧ 2

水産物流通統計年報 農林水産省 年(度),肌 月,随 時 ◎ ⑧ ◎ ⑧ ⑧ ④ 6

永 水産物水揚流通調査結果 〃 月,随 時 ⑧ ④ ⑧ 3

水産物関係速報 〃 〃 　　　　　　〃 ⑧ ④ ⑧ 3

産
　
) 罐 駕 籠 累螂 業醐 別 北海道機船漁業協同組合連合会 年(度),随 時 ◎ ⑧ ◎ ◎ 4

水産物貿易統計 農林水産省 〃　　　　　　　　　〃 ◎ ④ 2

北海道漁船統計 北　海　道 〃 　　　　　　　　　〃 ◎ ④ ◎ 3

通産統計 通　産　省 月,随 時 ⑧ ⑧ ④ ⑧ 4

産

業
北海通産情報 札幌商」二協会 〃 　　　　 　　〃 ④ ⑧ ◎ ④ ④ 5

活 鉱工業指数 通産省,札 幌通産局 年(度),月 ④ ④ ④ ④ ④ 5

φ o
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動 生産動態統計 札幌通産局 年(度),期,月,随 時 ◎ 1 ④ ④ 3

(

鉱
北海道工場総覧 北　海　道 年(度),随 時 ⑧ ④ ◎ ④ ⑧ 5

工
工 業 セ ン サ ス 通産省,北 海道 〃　　　　　　　　　　〃 ⑧ ④ ④ ◎ ④ ⑧ ④ ④ 8

業 工場立地動向調査 嬬 墓産着海道 年(度),期,月,随 時 ④ ④ ⑧ ⑧ ㊤ ④ 6

一

主要産業の立地因子調査報告 (財)日 本 二1二業 立地 セ ン タ ー 随　時 ④ ◎ 2

般
生産能力指数 通　産　省 〃 ⑧ ⑧ 2

)

稼働率指数 〃 〃 ④ ④ 2

本邦鉱業のす う勢調査 通　産　省 年(度),随 時 ⑧ ④ ⑧ ⑧ 4

砂利採取年報 北海道,開 発局 ノノ　　　　　　　　　 ノ! ⑧
　 、

⑧ 2

産 食肉流通統計調査 農林水産省 月,随 時 ⑧ ⑧ ⑧ 3

業 日本食肉年鑑 食肉通信社 年(度),随 時 ◎ ⑧ ◎ 3

活
牛乳々製品に関する統計調査 農林水産省 月,随 時 ④ ⑧ ⑧ ④ ④ 5

動
水産加工品生産量概数 農水省統計情報事務所 年(度) ◎ ⑧ ④ 3

(

鉱
水産製品生産高統計 北　海　道 〃　 ,随 時 ◎ ④ ④ 3

業
北海道水産加工場調査 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ◎ 3

・
北海道水産加工場現勢 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ 2

軽 本道罐詰地区別生産高表 北海道罐詰工業協同組合 期,月 ◎ ④ 2

工 砂糖統計年鑑 糖葉工業会 年(度),随 時 ◎ ⑧ 2

業 糖価安定事業団月報 糖価安定事業団 月,随 時 ◎ ⑧ 2

)

酒類食品統計月報 日刊経済通信社　　　 一 〃　　　　　　〃 ⑧ ⑧ 2

飼料月報 日本飼料協会 〃 ◎ ⑧ 2

飼料便覧 農林統計協会 年(度),随 時 ◎ ⑧ 2
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項" 機　　　関　　　名 共

情　　　報　'　 名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北

海

道

経

道

商

拓 北 北
東
公

通

産

通
利

墨
分 局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

北海道における飼料流通の現状 北　海　道 年(度),随 時 ◎ ⑧ ⑧ 3

製材統計 農水省統計情報事務所 月 ⑧ ④ 2

合板統計速報 農林水産省 〃 ◎ ⑧ ⑧ ④ 4

北海道における合単板資料 北海道合板工業組合 期 　 ,月 ⑧ ④ ⑧ 3

産 合板床板統計 農林水産省 月 ◎ ⑧ ⑧ ④ 4

業 木材需給報告書 〃 年(度),月 ④ ⑧ 2

活
木材市況調査月報 北　海　道 月 ④ ⑧ ◎ 3

林産試験所月報 北海道林産試験所 〃 ④ ◎ 2
動
紙パルプ統計年報 通　産　省 年(度),期,月 ⑧ ④ ④ ④ ④ 5

(

1紙 統計年報
日本製材連合会 年(度) ⑧ ④ ⑧ 3

鉱 1
　パルプ生産消費出荷実績表 〃 月 ⑧ .

'◎
2

業 1紙パルプ　 　 　 　 　 1　 .
i　　　　　　　　　　　　　　　　 l

〃 ④ ◎

'

2

'い らしと紙
紙 業 タ イ ム ス 〃 ◎ ◎ 2

軽
1

　板紙統計年報 日本製紙連合会 年(度) ④ ⑧ ; 、

工 段 ボ ール統 計 年 報(月 報)

1

　 全国ダンボール工業組合連合会 〃　 ,月 ⑧ ⑧ 2

業 窯業統計年報(月 報) 通　産　省 〃　
,月,随 時 ⑧ ④ ④ 3

セメント需給動態流通統計 札幌通産局 月,随 時 ⑧ ④ 2
)

セ メ ン ト年 鑑 セ メ ン ト新 聞 社 年(度) ◎ ⑧ 2

生 コ ンク リー ト統計(年,四 半 期) 通　産　省 期,随 時 ⑧ ④ 2

・i 建材統計年報 ノ' 年(度),随 時 ◎ ⑧ ④ 3

1ゴ ム製品統計年報

〃 〃　　　　　　　　　 ノノ ⑧ ④ 2

●

♪
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　 プ ラ ス チ ッ ク製 品 統 計 年 報

:

〃 〃　 　　　　　　　　〃 ⑧ ④ 2

鉄鋼統計年報(月 報) 通産省,札 幌通産局 年(度),月,随 時 ⑧ ④ ④ ⑧ 4

鋼林需要量調査 札幌通産局 年(度),随 時 ◎ ④ ⑧ 3

鉄鋼年鑑 鉄鋼新聞社 〃　　　 　　　　　　〃 ⑧ ◎ 2

産
鉄鋼統計要覧 日本鉄鋼連盟 〃　　　　　　　　　〃 ⑧ ④ ◎ 3

鉄鋼二次製品年覧 鉄鋼新聞社 〃　　　　　　　　　　〃 ⑧ ◎ ◎ 3

業
統計月報 鋼材倶楽部 月,随 時 ⑧ ◎ ◎ 3

鋼材倶楽部月報 〃 〃 　　　　　　〃 ◎ ④ ◎ ◎ 4

活
鉄鋼需給の動 き 〃 〃 ④ ⑧ ◎ 3

1

鉄　鋼　界 日本鉄鋼連盟 〃 ,随 時 ◎ ⑧ 2

動
鋳鋼と鍛鋼 日本鋳鍛鋼会 〃 ◎ ⑧ 2

線材 とその製品 線材製品協会 〃
,随 時 ◎ ◎ 2

(

機械統計年報(月 報) 通　産　省 年(度),月,随 時 ◎ ◎ ⑧ ⑧ ④ ◎ 6
重

機械器具流通統計 通産省,札 幌通産局 月,随 時 ⑧ ④ 2

化
自動車統計月報 日本 自動車工業会 〃 　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ◎ 3

学
化学工業統計年報(月 報) 通 産 省　 　 　 　 　 i" ◎ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 5

工

化学工業年鑑 化学:[:業日報社　　　　　　　i年(度),随 時 ④ ◎ 2

業
ポケット肥料要覧　　　　　　　　　　　 i農 林水産省 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ◎ 3

)
1

化学縮 　　　 　　 　　　 h持 経綱閉所
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 |

月　　　　　　・ ◎ ⑧ 2

石油と石油化学
　　 :

ソーダと塩素、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

1

已 書 房
　 日本 ソ ー ダ[業 会

月,随 時

月

◎ ⑧

◎ ◎

2

2

.

、
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項 機　　　関　　　名 共

情　　　報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

ll目　 間　隔

開

発

北
海
道

経

通

商

拓 北 北東

公

通

産

通利

用度

分
{

局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

我国エネルギー問題の長期展望 通　産　省 年(度),随 時 ⑧ ④ ⑧ 3

長期エネルギー需給暫定見通し 〃 随　時 ⑧ ④ ◎ 3

総 合 エ ネ ル ギ ー統 計 〃 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ◎ ④ ④ ⑧ ④ 8

エ ネ ル ギ ー統 計 年 報 〃 〃　　　　　　　　　　ノノ ⑧ ⑧ ◎ ◎ ④ ⑧ ⑧ ◎ 8

エ ネ ル ギ ー統 計 月 報 〃 月,随 時 ④ ④ ⑧ ◎ 4

資 源 エ ネ ル ギ ー 年 鑑 〃 随　時 ◎ ④ ⑧ 3

経
資源統計年報 〃 年(度),随 時 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ 4

第6次 石炭政策答申 〃 随　時 ◎ ◎ 2

北海道石炭統計年報 札幌通産局 年(度),月,随 時 ⑧ ㊤ ◎ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 7

済
北海道の石炭鉱業 〃 随　時 ◎ ⑧ ④ ◎ 4

石炭需給統計月報 日本石炭協会 月 ⑱ ⑧ 2

活
石!由関係資料 通産省,石 油連盟,北 海道 随　時 ④ ④ 1 2

石油資料月報 石油通信社 年(度),月 ⑧ ◎ ◎ 3

石油便覧 石油連盟 〃　　 随時 ◎ ◎ 2

石油資料月報
ノノ 月,随 時 ④ ⑧ ◎ ⑧ 4

動

石油製品需給動態統計調査 札幌通産局 年(度),月,随 時 ⑧ ⑧ ④ 3

北海道の石油 ・天然ガス資源 道鉱業振興委員会 随　時 ◎ ⑧ 2

石 油 レポ ー ト 石油連盟 ノ! ⑧ ⑧ 2

(

電源開発の概要 通　産　省 年(度),随 時 ◎ ⑧ ⑧ 3

工
電力調査統計年報,月 報 通産省,(社)日 本電気協会 〃　 ,月,随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 4

北海道の電力(白 書) 札幌通産局 〃　 ,随 時 ⑧ ◎ 2

■
∂
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■

電力需給の概要 通　産　省 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ④ ◎ ④ ⑧ 5

ネ

発受電実績月報
北電.電 源開発 ・道
,苫 小牧 共発,札 幌通産局

月,随 時 ⑧ ④ 2

ル
電灯電力需要月報

北竜
道,苫 小牧共発,札 幌通産局

〃　　　　　　〃 ⑧ ④ 2

北海道電力需給概況 札幌通産局 年(度),随 時 ⑧ ④ ◎ ⑧ ④ ④ 6

ギ
長期電力需給見通し 通　産　省 随　時 ④ ⑧ 2

電気事業便覧 電気事業連合会統計委員会　' 年(度),随 時 ◎ ④ ◎ ◎ ⑧ ④ ⑧ ◎ 8

調査車蝦 北海道電力 随　時 ◎ ◎ 2

1

電気とガス 日本電気協会 年(度),月 ◎ ◎ 2

原子力白書 科学技術庁,原 子力委員会
〃　　 随時 ◎ ⑧ ⑧ ⑧ ◎ 5

)

地熱 エ ネル ギ ー 日本地熱資源開発促進センター 随　時 ⑧ ◎ ◎ ◎ 4

ガス事業統計年報 通　産　省 年(度),随 時 ⑧ ④ 2

省 エ ネ ルギ ー 省 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー 月,随 時 ⑧ '◎ 2

環境白書 環　境　庁 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 4

ク リ ー ン ジ ャパ ン
ク リ ー ン ジ ャ パ ン セ ン タ ー 月,随 時 ◎ ◎ 2

ガス事業便覧 日本ガス協会 年(度),随 時 ◎ ◎ ⑧ ⑧ 4

ガス事業統計月報
〃 月 ⑧ ⑧ 2

産
建設白書 建　設　省 年(度),随 時 ◎ ④ ⑧ ⑧ ⑧ 5

業
活
公共工事着工統計 〃 〃　

,月,随 時 ◎ ④ ⑧ 3

動 建設統計
.

建設省,北 海道 〃 　　　　　　　　〃 　　　　　　〃 ⑧ ④ ⑧ ④ 4
(

建

設
建築統計年報 建　設　省 〃 　　　　　　　　〃 　　　　　　〃 ◎ ④ ④ ⑧ ⑧ 5

)

住宅統計調査報告 総理府,北 海道 月,随 時 ④ ④ ⑧ ◎ 4
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〈 資 料1-2の っ づ き〉

項 機　　　関　　　名 共

情　　　報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北
海

道

経
通

商

拓 北 北東

公

通

産

通

鼎
座

分 局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

運輸白書 運　輸　省 年(度),随 時 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ 5

運輸経済統計年鑑 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ⑧ 3

運輸と経済 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ ◎ 3

貨物地域流動調査 〃 〃 　　　　　　　　　　〃 ⑧ ④ ⑧ 3

全国貨物純流動調査 〃 〃　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ⑧ 3

産
旅客地域流動調査 〃 〃　　　　　　　　　　'ノ ⑧ ◎ ⑧ 3

鉄道統計要覧 国　　鉄 〃　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ⑧ ④ 4

鉄道貨物統計年報 〃 随　時 ◎ ◎ ⑧ ⑧ 4

業
鉄道貨物輸送年報 〃 年(度),随 時 ⑧ ◎ ◎ ⑧ ④ 5

鉄道統計年報 〃 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ⑧ ◎ ⑧ 4

活 鉄道要覧 〃 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ◎ 2

数字でみる北海道の輸送 (財)北 海道陸運協会 〃　　　　　　　　　〃
　 　 ・ ◎ ④ ⑧ ◎ ◎ ⑧ ⑧ 7

動 北海道陸運要覧 札幌陸運局 〃　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ ◎ ⑧, ④ 5

北海道自動車統計 (財)北 海陸運協会 'ノ　 　　　　　　　 ノノ ◎ ⑧ ◎ ⑧ 4

( 北海道港湾海上出入貨物集計表 運　輸　省 〃　　　　　　　　　'ノ ⑧ ⑧ 2

運
道各港鋼船輸送実績表 北海々運局 月,随 時 ⑧ ◎ ⑧ 3

業務概況 〃 年(度),随 時 ◎ ⑧ 2

航空輸送統計年報 運輸省全日本航空事業連合会 〃　　　　　　　　　　〃 ⑨ ◎ ④ 3

輸
北海道航空統計業務資料 北海道開発局 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ④ 2

)

航空年鑑 日本航空協会 〃　　　　　　　　　　〃 ◎ ④ ⑧ 3

港湾統計年報 運　輸　省 〃　　　　　　　　　　〃 ⑧ ⑧ 2

■

⑱
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● ●

倉庫統計月報 El本倉庫協会 月,随 時 ⑧ ◎ 2

ト ラ ン ス ポ ー ト 運　 輸 ・省 〃 　　　　　　〃 ◎ ◎ 2

橋梁現況調査 北海道開発局 年(度),随 時 ◎ ◎ ◎ 3

大規模物流基地適正配置構想

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ↓

通　産　省 随　時 ④ ⑧ 2

商 業 セ ン サ ス 通産省,北 海道 年(度),随 時 ⑧ ④ ⑧ ④ ⑧ ④ 6
産
業 商業実態基本調査 〃 　　　　　　　　　　ノノ 随　時 ⑧ ④ ⑧ 3
活
動 商業動態統計調査 〃　　札幌通産局 年(度),月,随 時 ⑧ ◎ ④ ④ ⑧ 5
(

商 卸売活動の現状と展望 ノノ 随　時 ④ ⑧ 2

業 大規模小売店舗の概要 〃　　札幌通産局 〃 ◎ ⑧ ④ 3
)

特定サービス業実態調査 北海道 〃 ⑧ ⑧ 2

観光日書 総　理　府 年(度),随 時 ④ ⑧ ④ ⑧ ⑧ 5

国 民 の 観 光 レ ク リ エー シ ョン の 実 態 〃 随　時 ◎ ◎ ④ ◎ 4

産 北海道観光便覧 北　海　道 〃 ◎ ◎ ⑧ 3

業 北海道の観光客入込みに関す る資料 〃 年(度),随 時 ④ ◎ ④ ④ ⑧ 5

活
観光客入込統計 (社)日 本観光協会 随 ・時 , ◎ ④ ⑧ 3

動

(
田鶴連月報 日本観光旅館連盟 月 ◎ ⑧ 2

観 観　　光 (社)日 本観光協会 随　時 ⑧ ⑧ 2

北海道に於いて開催予定の全国 ・全道大会 北　海　道 年(度),随 時 ⑧ ◎ ⑧ 3

光
札幌市に於いて開催される各種大会 札　幌　市 〃 　　　　 　　　　　〃 ◎ ⑧ 2

)

国際観光旅館案内 日本観光旅館連盟 〃 ◎ ⑧ 2
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〈 資料1-2の っ づ き〉

項 機　　　関　　　名 共

報　　　名 情　　報　　源
情　報　利

用　間　隔

開

発

北

海

通

経

通

商

拓 北 北
東
公

通

産

蒲
用
度

分 局 道 連 連 銀 電 庫 局 数

気象年鑑 気　象　庁 年(度),随 時 ◎ ⑧ 2

北海道の気象 日本気象協会道支部 〃
.,月,随 時 ◎ ⑧ ◎ ◎ 4

会社年鑑 日本経済新聞社 随　時 ⑧ ◎ 2

そ

会社総鑑 〃 〃 ⑧ ◎ ④ 3

札幌 商二〔名鑑 札幌商工会議所 〃 ◎ ◎ ⑧ 3

科学技術白書 科学技術庁 年(度),随 時 ◎ ⑧ 2

の

札幌国税局統計書 札幌国税局 随　時 ⑧ ⑧ 2

医療施設 ・医師等調査 厚　生　省 〃 ⑧ ◎ 2

郵政統計年報 郵　政　省 〃 ④ ◎ 2

他
公共施設状況調 自　治　省 〃 ◎ ◎ 2

日本の下水道 建　設　省 〃 ⑥ ◎ 2

通 産 ジ ャ ー ナ ル 通商産業調査会 月,随 時 ◎ ◎ ⑧ ◎ ◎ ◎ 6

■

■



資料1-3　 地域開発 に関 す る現状での情報利用面の問題点 ・意見等一覧

概 要

・それ ぞれの情報 について ,北 海道 の現状 を把握す るために は,全 国と対比 させ る必 要があ り,全

　 国値 も一覧出来 るものが欲 しい。

・石油関係資料 については ,石 油備 蓄(国 家,民 間)の 数量 等を記載す る必 要があ る。

・省エ ネルギ ー等資料 については ,業 種別 の省 エネルギーの状況,省 エネ ルギ ー化率につい ての記

　載が必要 。

・商業統計 にっいては,54年 度 調査か ら3年 毎に実施 される こととな ったが,従 来 の隔年調査に変

　更すべ きであ る。

・水産物流通統計にっ いては,調 査対象地を増加 して精度 を高める必要 がある。

・貨物地域流動調査,全 国貨物純流動調査については,調 査対 象事業所 数を増 や して精度を高 めて

　欲 しい。

・通産省,科 学技術庁等 で進 め られてい る石油代替 エネルギーの開発研究の現状 について定期的に

　総括的な情報が必要。

・建設統計月報にっいては,速 報 ベ ースで も2ヵ 月位還元が遅 い。

・家計調査 関連 にっいては,発 表 が遅 い。

・工場立地法 に基 づ く特定工場 の届出
,工 場立地動向調査共 にどれだ けの カバ レッジを もってい る

　か不 明のため,実 態に近い立地動向 を把握す るためには何 らかの補完調査が必 要。

・生産動態統計 ,通 商産業統計年鑑,窯 業統計,建 材統 計,生 コンク リー ト統 計で,セ メ ン ト,生

　コン以外 の品 目で,需 要部門統計が包含 されれば,な お効果 的。

・建築統計年報,建 築動態統計 は年報 であ り,月 報(速 報)の 入手ル ー トが必要 。

・砂利採取年報,砂 利類需要推計 は,情 報価値が 極め て高いが,信 頼性 に欠 け るので統計法上の格

付 けを要望す る。

・商業統計 は,町 村単位 までの集計結果 が公表 されていない
。卸売業 の流通段 階調査 の北海道 分が

集計 されていない。3年 毎 の調査のため大型店 の適正配置等の問題解決に は不適 当であ り,道 内

　だけで も毎 年調査出来ないか。

・商業動 態統 計調査のセルフ,非 セル フ店 の対象事業所が少な く,実 態に合 っていない。また,目 的

外 使用 を認 めて欲 しい。

・工業統計 については,x部 分 を含 む目的外 使用 を認 めて欲 しい。

・商業統計 について,小 売業 の細分類 まで公表 して欲 しい。
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資 料1-4　 機 関 別 コ ン ピ ュー タ利 用 の 現 状 一 覧

　　　　 機　関　多
項　　　　日 開　　　発　　　局 北　　　海　　　道 拓　　　　　　　銀 北　　　　　　　電 通　　　産　　　局

電算処理開 始年月lr

職　 n　 数

lf∬　　　 積

使 用 機 寵

中 央処理装 置記憶容 川

磁気 デ ィスク装置
　 　 　 、

磁気 テー プ装置

端　 末　機

昭 和47年]月

26名

390m2

TOSBAC5600-160

192KW

806KB×2台

9ト ラ ッ クx8台

な　　し

昭 和44年4月

24名

932m2

ACOS-500,NEAC　 2200-375

1024KB　 　　 384KC

200MB×8台35M三 ×4台

　 　 　 　 　 9.2Mcx1台9トラ
ック×6台

7　 〃　　×2亡↑　7ト ラック×14台

N6300×14台

昭 和37年3月(札 幌分 のみ)

250名

約1.240m2

1BM　 3033×2台,　 IBM370168

8MB　 　　 　　 5MB

200MB×64台

9ト ラック ×24台

IBM3600× 約600台

IBM3945x約500台

昭 和35年4月

68名

1,713.7πF

UNIVACllOO/42

786KW

200MB×27台

9ト ラ ッ ク ×12台

29台

昭 和47年10月

3名

46.5m2

MELCOM　 70!150

0.5MB(]6MB仮 想 記憶)

80MB×2台

55.4よ り9ト ラック×1台

な　 　し

i|富

川

業

務

(

ド

な

も

0)

)

人事 ・給与 ・被服管 理,

福利 共済計 算,産 業連関,

資本形成,経 済分 析,　 1:引

祝il・,交 通Ilt常時観 測,交

通事故調 査,走 行速度調 査

交通情 勢調 査.道 路現況,

道路 箇所 別調 ☆,水 文資料,

港湾llh由L波 浪 デー タ処理,

ll事費算,技 術ご1・算,試 験

研究

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 「

人 事 ・給 与管 理,市 町 村 行

財'政,総 評(工 業 ・商 業,

小 売 物 価 調 査,法 人 企 業 統

計 調 査 等),公 有 財 産 管 理

徴 税(自 動 中:,個 人 事 業税)

財1務 会、汀,　各Flnイ支術i汁 τ?:,

生 活 保 護 ・母 ∫・福Wヒ,消 費

経 済,　 ヒ木(1:`1藪 ・建 設 ※

者 ・公 物 管 理 等).住 宅 都

市,農 地 開 発,水 産 経 済,

林 務(民fj'林,道f∫ 林),

公 害 対 策(人 気,水 質 等)

傑 人関 係,警 察 関 係

L預 金,内 国 為 替 、 融 資 、

外 国 為 替,計 理,経 費,

　支 払 承 諾,従 業 員 預 り金

2.MISシ ステム,　 (店 別 管

理,取 引 先 管 理,人 事,

外 部 情 報)

3.rMSシ ステム,(有 価 証

　券 管 理,人 ・1`情報 シ ス テ

　ム,　 リ ビン グ ガ イ ド(住

宅 相 談))

4.営 ※ ↑1|「報 管 理 シ ス テ ム

5,TSOサ ービ ス(プ ロ グ ラ

　ム 開 発)

6,周 辺(テ レ ッ ク ス振 込 案

内.　 コ ン ヒ。ユ ー タ掩《込 み

　サ ー ビ ス)

人 事 ・給 与 ・労 務 管 理,総

務(株 式,税 申 告),経 理

(決 算,固 定 資 産,了 フ算,

財務),資 材(受 払,契 約,

燃 料 等),経 常 計 画(原 価

川・算,　 【川 費,垢 要想 定 等)

営 業(料 金1凋定,統 計,検

針,収 入金 管 理 等),配 電

関 係,　 [:務 関 係,火 力 管 刊!,

一上木 関 係

鉱 」二業指 数各種 システム,

統計(商 業動 態,機 械器具

流通,石 油 製品,生 コン四

半期報,ガ ス事業生 産動態,

採 石動態四 半期報,自 家用

発電所運 転 四'r朗 報等),

北 海道経 済短 期予測,産 業

連 関表作成及 び分 析,　じ場

立地動向 調査,JIS否 理

システム,各 種技術計算,

生活物資 ・基幹 物資需給価

格 シス テム

●

● b

、
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資 料1-5　 コ ン ピ ュー タ処 理 と情 報保 存 一覧

項 目 開発局 北海道 拓　銀 北　電 通産局 (参　 考)

共通利

情報区

情　　　報　　　名
MT MT DISK MT DISK 用度数

国民所得統計 ○ ○ 5

所　　　得
道民所得統計 ○ ○ ○ 8

経済 ・開発

計　　　画
政府経済見通 し o 6

国　勢　調　査 ○ ○

1

　　 8

人 目・労働力

職業安定業務統計 O 4

設 備 投 資 資本形成調査 ○ ○ ○

.

　　 5

北海道開発事業予算額 ○ (ノ

.

　 　 5

財 政 ・金融 北海道金融月報 ○ 5

財 政関連デ ータ ○ 2

卸売物価統計調査
、

○

.

　　3

札幌卸売物価 ○ ○ 6

物　　　価 全国消費者物価指数 ○ ○ 4

北海道　　 〃 ○ ○ 7

小売物価統計調査 ○ 4

生 活 ・消費 家　計　調　査 ○ ○ 5

法人企業経済調査 ○ 1

企 業 経 営 中小企業経営指標 ○ 5

ビ ジ ネ ス サ ー ベ イ ○ 4

国土数値情報 ○ 1

国 土 利 用
・　 基　盤 地域 メ ッシュ統 計 ○ 1

北海道蓄積情報 ○ 1
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＼ 項目

　 　 　 ・

情　 報　 名
開発局 北海道 拓　銀 北　電 通産局 (参 　考)

共通利
情報区分＼ MT MT DISK MT DISK 用度数

1

北海道地域産業連関表 ○ 6

統 計 一 般

地域間産業連関表 ○ 5

水農 森林計画関係資料 ○ 1

産

業林 北海道水産現勢 ○ 5

鉱工業指数 ○ ○ ○ 5

鉱
工 工業 センサス ○ ○ 8

業
一 生産動態統計 , ○ ○ 3

般
工場立地動向調査 ○ 6

産
水産製品生産高統計 ○ 3

鉱 .

床板工場動態調査 ○ 1
業
■

合単板工場動態調査 ○ 1

業
軽

工 木材チップ生産動態調査 ○ 1

業
紙パルプ統計年報 ○ 5

工重 機械器具流通統計 ○ 2

化

活 業学 鉄鋼統計年報 ○ 4
1

エ

ネ

エネルギー統計年報 ○ 8

ル 北海道電力需給概況 ○ 6

ギ
・

| 自家用発電所運転四半期報 ○ 1

動

建

設
建　設　統　計 ○ ○ 4

1

運 貨物地域流動調査 ○ 3

輸 全国貨物純流動調査 ○ 3

.

商 商業 セ ンサ ス ○ 6

業 商業動態統計調査 ○ 5
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様式1

参 考 資 料1-1　 調査 の様 式 と記 入 要領

　　 　 　 地 域 開 発 に 関 す る情 報 の 利 用 状 況 調 査

(機 関名 )

ω 図 {3) (4}
(5) {6)

　 (7)
電 算 処 珂! ㈹

情報 利川 面の
情 報 分 類 項 目 利　用　目　的 情　　報　　名 情 報 入　r先 n報 利

川 聞r隔
情　　報
1∬要 度 f∫ 一 番 問題点,意 見等

無 連1ナ
・

'

l
i

」

'

び

}1
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様式1 地域開発に関する情報の利用状況調査記入要領

(提 　出　 期　 日 54年11月20日)

1.　 この調 査は,地 域 開発 に関す る情 報につい て,今 後の 共通 情報基盤の 形成を推進す るための基礎調査 であ り
,

各 機関 におい て利用 され てい る地域 開発に関す る各 種情報 の利 用状況の 実態を把握す ることが 目的 です。

2.地 域開 発に関す る情報 は,そ の定義 に よると極 めて広範 囲にわ たるため,こ の調査 では,末 尾 の囲の とお り経

　済 開発 に関す る ものに範囲 を定め ています。 したが って,各 機関に おいては,地 域開発 に関 する行政或 るいは企

　業 戦略等 の面か ら,直 接 ・間 接に利用 されてい る情報を広 く取 上げ てt記 入要領に基 づ き別紙 の記入例1を 参 照

　の 上記入 して下 さい。

3.な お,こ の調査 の各種情報 とは,上 記2の 地域 開発に関 する もの で,各 機関に おい て日常,継 続 的に利用 され

てい る ものをい い ます。 したが って,そ の情報 には,① 既存 の統計,調 査を利用 してい る もの と,② 各機関 がそ

の調 査活動 に よ り作成 し,利 用 している ものが ある と考 え られますの で,申 し添 えます。

(記 　 入　要　 領)

イ.「(1)情 報分類項 目」欄 には,末 尾囲 の地域開発 に関す る情報に よ り,利 用情報 を分類 の上記入 し,「(2}利 用 目

　的 」欄 には,そ の具 体的な利 用 目的 を簡潔に記入 して下 さい。(例 えば,農 作物の生産動向把握,同 将来 の生産

予 測,工 業団地造成 計画の策 定,石 油の供給需要予 測

の 目的)

鉄鋼業設備資金の供給対策等の各機関における情報利用

ロ.「{3)情 報名 」欄 には,上 記 イで利用 した各種情報 名 を記入 し,ま た,「 ㈲ 情報入手先 」欄 には,そ の発行 先或

　るいは作 成先 を記入 して 下 さい。 「情報名 」,「 情報入手先 」は,「 情 報分類項 目 」及 び 「利 用 目的 」が異 なれ

　ば,同 一 情報名等 がその 都度 記入 され ることに な ります。(… …統計,… …調査,… …白書,… …年鑑,… …月

　報等)

ハ.「 ⑤ 情 報利用間 隔 」欄に は,上 記 イの 「利用 目的 」に応 じて,情 報 を利 用す る実情 を,t4i　C'と,年(年 度)C

　 と,上 ・'ド期,4半 期,○月 と○月,毎 月,不 定期等 に適宜区分 し,「(6)情 報重要度 」には,次 の3段 階 で利 用実態

　を考慮 して記入 して下 さい。

　　　 　A:極 めて重要 で利 用度が高 い もの。

　　　 　 B:か な り重要 で関連 データ として必要な もの。

　　　 　C:補 完 的に必要 な もの。

二.臼7)電 算処理 」欄には,情 報 ごとに電算処理の 「有 」,「 無 」を記入 し,「 有」の場合に限 り,様 式2の 調査

　の関連 で利 用 目的 を記入す る手間 を省 くため,調 査 機関別 単位に一連番 号 を付 し,「 〔8}情報利用 面の問 題点,意

　児等 」欄 に は,地 域開発 に関す る情報の有効利用等 を'促進 す るため,種 々の改善 を進 めてい く必要 があ るの で,

　 これ までの情報利 用面か らの問題点 または意見,要 望等に ついて,種 々記入 して下 さい。

囲 　本調査 におけ る地域開 発に関 する情報の分類

　 r地 域開 発 」は,一 般に 「経 済開発 」と 「社会開発 」に大 きく分 け られ るが,こ の 調査では 「経済開発 」に関 す

る もの を地 域開発 に関す る情報 と して取上 げるこ とにな ってい る。

　 したが って,各 機 関に おいて様式1に 記入 される場 合に は,下 記 の 「地域開発 」分類で,業 務上利用 されて いる

情報を分類 し記入 して下 さい。

記

1.産 業 基盤施 設の整備

　 (① 工 業団地 ② 工業用 水 ・.工業用水道,③ 道路 ④ 港 湾,⑤ 鉄道,⑥ 空 港等)

2.農 ・林 ・水 産業の開 発,振 興

3.鉱 ・工業 の開発,振 興

4.　 エネ ルギ ーの開発

　 (① 電 源立地,② 石油(備 蓄 を含 む)・ 天然 ガス,③ 石炭(ガ ス化 ・液 化を含 む),な お,上 記3の 分類 と重複

　す るが,業 務 としてウ ェイ トが大,きい と考え られ る分類 を利用 す ること。

5.流 通の近代 化(① 商業流通,② 物的流 通)

6.観 光,レ クリエー ションの開 発

A

4
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様式2 地域開発 に関す る情報の磁気 テープ保存状況調査

(機 関名 )

(1) 磁 気 テ 一 プ 保 存　　状 況
記　入　要　領　 (記 入例2参 照)

電
　
　一

算　処

連　番

理

号

　ω
保存の
有 ・無 主

`　 要
(2)

内 容 記

　(3)

憶 　 期　間

　　　(4)

保　存　年 数 　 　　　 (提 出期 日　 54年11月20日)

1

1,　 「(D電 算 処理一連番号 」欄には,様 式1一

(7)の番 号 を記入 し,「(1)保 存 の有 ・無 」欄 に

磁気 テープ保存の 「有 」,「 無 」を,「 有」

の ものにっ いては,「(2)主 要 内容 」欄に テー

A

プに記憶 され てい るその主要項 目を記入 して

下 さい。(例 えば,道 民所得統計 では,総 支

出内訳,工 業統計では,中 分類業種の事業所

数,従 業員,出 荷額等)

2.　 「(3)記憶 期間 」欄 には,テ ープに記憶 され

ている情報の期間(○ ○年○月 一〇〇年○月

まで)を,「(4)保 存 年数 」欄には,各 機関で

定められている保存年数があれば記入 して下

さ い 。
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様式3 地域開発 に関 す る情報の今後の ニーズ,電 算処理計画調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (機関名 )

今 後 の 情
ω
　報 ニ　　　ー ズ

　　 　　 (2)
今 後 の 電 算 処 理 計 画 　　 　　　 　　　 　 (3)

共通情報基盤の形成に関する問題点,意 見,要 望
利　用 目 的 必　要 情　報

1

　 計 画 概　要 電 算処 理 情報

.

I

o

'

●



一
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様式3

地域開発に関す る情報の今後の ニーズ

　　　　　　 電算処理 計画調査 記入要 領

(提 出 期 日 　 11月20日)

イ.「(1)今 後 の 情 報 ニ ー ズ 」 欄 に は,本 調 査 の 地 域 開発 を推 進 す る業 務 と し

　 て,各 機 関 に お い て 今 後,新 た に 必要 と考 え られ てい る各 種 情 報 に つ い て,

　 その 「利 用 目的 」 及 び 「必 要情 報 」(具 体 的 に 情 報名 が 不 明 な もの は必 要

　 な主 要 内容)を,記 入 例3を 参照 し記入 して 下 さい。

ロ.　 「(2)今後の 電 算 処 理 計 画 」 欄 に は,各 機 関 に お いて,従 前 の 業 務 の補 完

　或 るい は新 た な もの と して 電 算処 理 を計画 され てい る,そ の 「計 画 概要 」

　及 び 「電 算 処 理 情 報 」 を記入 して 下 さい。

ハ .「(3)共 通 情 報 基 盤 の 形 成 に関 す る問 題点,意 見,要 望 」 欄 に は,当 局 の

　電 算 処 理,デ ー タ ・バ ン ク形 成,そ の 他 各機 関 に対す る意 見,要 望 等 を含

　 め て種 々記入 して下 さい 。　 　 　 　 '
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参考資料1-2　 戦後 の北海道開発計画概要

1.戦 後 緊 急 開拓 時代(昭 和22～26年)

　　 　　　　 　　　 　 開発計画な し

　　 　　　　 　　　 　　 〈施策〉

　　 　　　　 　　　 　　　 緊急開拓実施要領(昭20　 11閣 議決定)に よる

開発計画及 び主要施策　　 　　　　 　　　 　　　　
70万 町歩の開墾,20万 戸の入殖

　　 　　　　 　　　 　 公共事業費実績195億1,239万 円,う ち昭和26年

　　 　　　　 　　　 　　73億3,715万 円

2　 第1期 総合 開発計画時代(昭 和27～37年)

　　 (第1次5カ 年計画)

'開発計画及 び主要施策

北海道総合開発第1次5カ 年計画(昭27～31年)

　 ・電 源の 開発

　　道路,港 湾,河 川等 の整備拡充

　　 食料の増 産

　　 開発 の基本調査

　　 人 口　 600万 人

　　 資金　 4,335億 円(う ち公共 事業 費1,300億 円)

開発事業 費の実績

　　 第1次5カ 年計 画 　777億2,200万 円

　　 昭和32年 　 　 　 　220億4,085万 円

　　 〔昭和32年 は,北 海道総合開発第2次5カ 年計 画

　　　 要綱に よって実施 した 〕
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(第2次5カ 年 計 画)

　　　　　　　　　　　北海道 の総合開発第2次5カ 年計画(昭33～37年)

　　　　　　　　　　　　　道路,港 湾等産業基盤の増強

　　　　　　　　　　　　　電 源の開発

　　　　　　　　　　　　　国土保全施 設の整備

開発計画及 び主要施策　　　農業生産基盤 の拡充強化

　　　　　　　　　　　　　農林水産業 の生産 性の向上

　　　　　　　　　　　　　鉱工業 の積極 的開発

　　　　　　　　　　　　　文化厚生労働施設 の整備

　　　　　　　　　　　　 人 口　 550万 人

　　　　　　　　　　　　　資金　 6,600億 円

　　　　　　　　　　　開発事業費の実績 　1,934億8,300万 円

3.第2期 総合開発計画時代(昭 和38～45年)

開発計画及び主要施策

第2期 北海道総 合開発計 画(昭38～45年)

　　 農林水産業 の近 代化

　　 鉱工業の積極 的開発振 興

　　 総合 的交通 通信体系の確 立

　　 国土保全 と利水 の総合 的推進

　　社 会生活環 境施設等 の整 備拡充

　　産業技術の開発,技 術教 育,訓 練の 強化並びに

　　　労働力移動の円滑化

　　拠点開発の推進

　　人 口　 586万 人

　　資金 　3兆3,　OOO億 円(う ち,行 政投資9,400億 円,

　　　　　政府企業,民 間企業等投資2兆3,　 600億 円)

開発事業費の実績 　9,　204億8,300万 円
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4.第3期 総 合 開発 計 画時 代(昭 和46～55年)

開発計画及び主要施策

第3期 北海道総合開発計画(昭46～55年)

近代的産 業の開発振 興

社会生活基盤 の強 化

新交 通,通 信,エ ネルギー輸送体 系の確立

国 土保全 と水資源の開発

自然 の保護保存 と観光開発の推 進

中核都 市 圏の整備 と広域生活 圏の形成

人 口　 600万 人

資金　 20兆7,500億 円(う ち,政 府投資8兆5,500

　　　 億 円,民 間企業等投 資12兆2,000億 円)

544.8万 人(住 民 基 本 台 帳人 口)

5.新 北 海道開発計画時代(昭 和53～62年)

開発計画及び主要施策

総 合 環 境 の

新北海道総合開発 計画(昭53～62年)

　　基幹産 業発展 基盤の整備

　　中枢管理 拠点の形成

　　都市,農 山漁村環 境の整備

　　基 幹的交通通信体系の整備

　　 水資 源,開 発施設の整備

　　 国土保全等安全基盤の確保

　　 北方 的文化社会文化環境の形成

　 '人口　 620万 人

　　 資金　 47兆1,000億 円(う ち　 政府投 資18兆

　　　　 　 1,000億 円,民 間企業等設 備投 資29兆 円)

558.2万 人(住 民 基 本 台 帳人 口)
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　　　　 資　料　 2

地場産業に関する情報調査資料集



参 考 資料2-1 「地場産業に関する情報拠点基礎調査 」 票

〔調 査 の 目 的 〕

　 地 場 産 業 を と り ま く 経 済 環 境 の 変 化 は 著 し く 、 産 業 の 活 力 を 維 持 し か つ 多 様 化 ・高 度 化 す る

消 費 者 ニ ー ズ を 満 た す た め に は 、 コ ン ピ ュ ー タ ・テ ク ノ ロ ジ ー の 活 用 に よ る 情 報 化 の 推 進 が 重

要 で あ り ま す 。 そ の た め マ ク ロ ・セ ミ マ ク ロ 的 な 環 境 情 報 、 日 常 活 動 を 営 む 上 で 直 接 必 要 と な

る 内 部 情 報 等 の 体 系 的 整 備 、 さ ら に 合 目 的 性 ・合 理 性 等 を 考 え た 場 合 、 情 報 流 通 の た め の ネ ッ

ト ワ ー ク 形 成 が 重 要 な 課 題 と な り ま す 。

　本調査 は地場産業 に深 く関与 して いる とみ られ る各 種団 体(行 政 機関 、商工 会議 所、商工 会

、地元金融機 関及び当該事 業組合 等)を 対 象に実施 するも のであ り、将来 、望 ましい情 報流 通

のあ り方 として情報拠点 を育成 し解 ネ ・トワニ クを確 立 するた めの鎚 資料 を作成 するも の

で す 。

な お ・ 調 査 結 果 は 後 日 と り ま と め ま す カ～、 個 票 の 内 容 は 秘 密 を 厳 守 い た し ま す 。

「

L

〔お 願 い)

　 調 査 票 の 記 入 に あ た っ て は 自 地 域 の 地 場 産 業 に 着 目 し 、 そ れ を と り ま く 情 報 を 考 え て く だ さ

い 。

　設 問は選択式 と記入式 が混在 してい ますので 、記入 式の とこ ろはで きるだけ具体 的に記入 し

て く だ さ い 。 な お 、 記 入 欄 に 書 き き れ な い 場 合 は ど の よ う な 用 紙 で も 結 構 で す の で 別 紙 に 記 入

し て 添 付 し て く だ さ い 。

返 送 用 の 調 査 票 は11月20日 ま で に 同 封 し ま しlc返 信 用 封 筒 に 入 れ て 投 函 し て くXご さ い
。

な お ・ 本 調 査 の 内 容 等 ご不 明 な 点 は 下 記 ↓・お 問 い 合 わ せ く だ さ い 。

連絡 先 名 古 屋 通 商 産 業 局 総 務 部 情 報 管 理 室

名 古 屋 市 中 区 三 の 丸2-5-2

電 話(052)95/-255/

　 　 　 内 　線 　 　2/9
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参 考 　 (1)

　 下 表 は 情 報 の 概 念 を 理 解 し て い た だ く た め に 区 分 化 し た 一 例 で す 。

こ こ で 、 経 済 ・政 策 情 報 と は 特 定 産 業 に と ら わ れ な い マ ク ロ 的 な 情 報 を
、 ま た 地

場 産 業 関 連 情 報 と は 地 場 産 業 に 直 接 密 着 し た ミ ク ロ 的 な 情 報 を 示 し て い ま す 。
■

表 ・地 場 産 業 を と り ま く 情'報

●

4
情　　報　　区　　分 番　号 情　　報　　内　　容

　 1
、 生 産活動に 関する情 報

経

済
癌…済　情　報

2

3

雇用 に関す る情 報

所得 ・賃金等 に関す る情報
・ 4 その他 景気動 向 、金 融事情 、物価等 に関する経済
政 情 報　 .
策 　 5

, 海外 の政治 ・経 済等 に関す る情 報
情

報
6

7

国及 び地 方 自治体の経 済 ・産業 政策等 に関す る情

報

融 資　(制 度 ・機 関)に 関す る情 報

施 策 ・制 度 情 報 8 法 人 税 ・固 定 資 産 税 等 、 税 制 に 関 す る 情 報

9

10

都市 開発計画 、工場 団地計 画等 、立地 に関す る情

報

その他 の 施策 ・制 度 に関す る情報

11 企 業 の 生 産 ・販 売 等 に 関 す る 情 報

地
12

13

企業 の財務 ・賃金体系等に 関する情報

従業員 採用 、労働力需給等 、雇用 に関する情報

場 企業 関連 情報
14

15

教 育 ・訓練等 に関 する情報

事業多 角化 、事業 転換等 に関す る情 報

産
16

17

企 業の集団化 ・協業化 に関 する情報

経営 者意識 に関す る情報

業
18 その他 企業一 般情 報

19 新 製品開発に 関す る情 報

関 20 新 材 料 ・素 材 等 の 開 発 ・利 用 に 関 す る 情 報

連
技 術関連 情報

21

22

製 造 ・加 工 等 、 生 産 技 術 に 関 す る 情 報

そ の 他 特 許 ・技 術 導 入 等 、 国 内 技 術 一 般 情 報

23 海 外の技術 一般情報

情
24 原 燃 材 料 ・部 品 等 、 仕 入 商 品 の 需 給 ・価 格 に 関 す

報
仕 入関連 情報 25

る情 報

下 請 ・外注先 の動 向に関する情報

26 そ の 他 、 仕 入 一 般 情 報

27 シ ェ ア 、 価 格 等 、 地 場 製 品 動 向 に 関 す る 情 報

28 シ エ ァ 、 価 格 等 、 関 連 製 品 動 向 に 関 す る 情 報

市場 国主情 報 29 消 費 者 ニ ー ズ に 関 す る 情 報

30 同業者の動 向に関す る情報

31 取 引先の 動向 に関 する情報

32 そ の 他 、 市 場 一 般 情 報
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参 考(2)

地場産業 に関 する情報拠点構 想

　 参 考(2)は 、 本 調 査 研 究 の ね ら い を 示 す も の で あ り ま す 。

　 地 場 産 業 を と り ま く 情 報 と し て 、 参 考(1)に も 掲 げ た よ う に 種 々 の も の が あ り ま す が 、 一

つ の 産 地 と し て 情 報 を 利 用 し 経 営 あ る い は 各 種 分 析 に 役 立 て よ う と す る と 、 情 報 源 が 散 在 し て

い た り 、 ま た 利 用 目 的 に 応 じ た デ ー タ が 入 手 で き な い 、 あ る い は 入 手 で き て も タ イ ミ ン グ が 合

わ な い 等 か な り苦 労 す る の が 実 情 で す 。

　 そ こ で 、 本 研 究 で は 地 場 産 業 に 関 与 し て い る 各 種 団 体 及 び 機 関 が 、 相 互 に 必 要 と す る 情 報(

デ ー タ)を 明 渡 に し 、 か つ 公 開 で き る 範 囲 内 で 相 互 利 用 で き る 共 通 の 情 報 シ ス テ ム を 確 立 し よ

う と す る も の で あ り ま す 。

　 従 っ て 各 種 団 体 及 び 機 関 の 間 で 共 通 的 に ニ ー ズ の 高 い 情 報(デ ー タ)に つ い て は 、 各 々 の 機

関 が 独 自 に 保 有 す る 必 要 は な く く ど こ か 一 カ 所 に 蓄 積 さ れ 、 必 要 な 時 ∫こい つ で も 即 時 に 利 用 で

き る 体 制 を 整 備 す る こ と が 重 要 で あ り ま す 。

　 こ の よ う な 共 通 情 報 基 盤 を 確 立 す る た め に は 、 一 つ の 地 場 産 業 に 対 し て 各 々 の 団 体 及 び 機 関

が 独 自 に 情 報 拠 点 と し て 機 能 を 分 担 し 、 か つ 各 拠 点 間 で ネ ッ ト ワ ー ク を 結 ぶ こ と に よ り 、 よ り

有 効 な も の に す る 必 要 が あ り ま す 。　 さ ら に 、 関 係 の 深 い 地 場 産 業 間 で ネ ッ ト ワ ー ク を 結 べ ば

、 一 層 の 効 果 が 期 待 で き る も の と 思 わ れ ま す 。

　 以 上 の 関 係 を 表 示 し ま す と 、 下 図 の よ う に な り ま す 。　 　 こ こ で 、 各 々 の 団 体 も し く は 機 関

が 個 々 に コ ン ピ ュ ー タ を 保 有 す る 必 要 は な く 、 ネ ッ ト ワ ー ク を 通 じ て 各 種 の 情 報(デ ー タ)サ

ー ビ ス を 受 け る こ と が 可 能 に な り ま ず
。

●

`

(n)

(2)

地 場 企業◎
共 通 デ ー タ ベ ー ス 　 (1)

＼…

商工 会議所 ・商工 会

地元 金融機 関

/ ●

一一ー ー レ は 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

－r30-・



口
口

情 報 ニ ー ズ に対 す る 意 識 に つ い て 、 各 々 の 立 場 に て お 答 え く だ さ い 。

■

/　 地 堤 企 業 は 経 営 上 ど の よ う な 情 報 を 最 も 必 要 と し て い る と 思 わ れ ま す か
。

　主 な 情 報 名 を5っ[====コ に 記 入 し て く だ さ い 。　 な お 参 考(1)の 表 の 中 か ら 選 ん で 番

　号 で 記 入 し て い た だ い て も 結 構 で す 。

　8　 　　　　　　　　　10　 　　　　　　　　12　 　　　　　　　　14　 　　　　　　　　　16

2　 　 地 場 企 業 の 経 営 者 は 、 現 在 、 外 部 情 報 を 主 と し て ど の よ う な 機 会 あ る い は ル ー トで 入

手 し て い る と 思 わ れ ま す か 、 情 報 区 分 ご と に 上 位3・ 以 内 の 情 報 馴 ・○ 印 を 付 し て く だ

　 さ い 。

■

A B C D E F G H 1 J K

＼ 情　
　 情報 区分

関連

企業

業 界

団体

金融

機関

調査

研究

機関

マ ス

コ ミ

関 係

消 費

者

商 工

会 議

所 ・・

商 工

会 等

情 報

提 供

サー

ビス

機 関

県市

町村

の機

関

国の

機 関

海外

18

　 経 　済　情 　報

21

　 施 策 ・・制 度

　 　 　 情 　報

24

　 企　業　関　連

　 　 　 情　報

27

　 技 術　関　連

　 　 　 情　報

30

　 仕　入　関　連

　 　 　 情　報

.

33

　市　場　関　連

　 　 　 情　報 一
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口 ・・年以降… る地… を対象とし・調… ・自主… 含… あるいは:・
　 　 報 の 収 集 活 動 に つ い て 、 以 下 の 設 問 に お 答 え く だ さ い 。 た だ し 、 組 合 の 場 合 は 組 合 員 を 対

　 　 象 と し た 各 種 活 動 も 考 慮 し て く だ さ い 。

/　 　 別 紙 参 考(1)に 挙 げ た よ う な 情 報 を は 撮 す る 目 的 で 、 調 査 等 を さ れ た 実 績 が あ り

　 ま す か 。　 　 (ど ち ら か に ○ 印 を 付 し て く だ さ い)

　 　 8

　 　 1　 あ 　　る　 　 　2　 な 　　い

L,あ る 、 。答 。。方 。 、その調醐 容 。。 いて以 下。欄 。記 入 。て く

だ さ い 。　 　 な お 、 公 開 で き る 資 料 が あ れ は 、 そ の 資 料 を 添 付 し て い た

だ く だ け で 結 構 で す 。

s

　 　 　 　 　 旨　 査項　目 (1) (2)

調　　　　査　　　　　名

調　　査　　目　　　的

調　　査　　対　　　象

調　　査　　内　　　容

調　査　サ　イ　ク　　ル 1単 発　　　2　　　 回　　/　 年 1単 　発　　　2　　　　回　/　 年

報 告 書 　 ・　 月 報 名

結　果　の　公　開 有無

調査 デー タの保存 状況 1電 算機記 録媒体　2そ の他 1電 算 機記録 媒体2そ の他

　 　 　 　 　 調　査項　目 (3) (4)

調　　　　　査　　　　　名

調　　査　　目　　　的

詞　　査　　対　　　象
●

調　　査　　内　　　容 ,㎡

調　　査 　サ　イ　 ク　ル 1単 　発　　2　　　　 回　/　 年 1蛍 　発　　　2　　　　回　/　 年

報　告　書　　・月　 難 名

結　果　の　公　開有無

調 査 デ ー タ の 保 存 状 況 1電 算 機記 録媒体　2そ の他 1電 算機 記録媒体　2そ の他

〆
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φ

の

■

●

2 事 業 活 動 の た め 、現 在 収 集 し て い る も の の デ ー タ 名 、 入 手 先 、 入 手 方 法 、 保 存 媒 体

、 利 用 状 況 等 に つ い て 、 以 下 の 欄 に 記 入 し て く だ さ い 。

n1 n3 n4 115 n6

情 報 区 分

番　　　号

(注1)

デ ー タ 名

　 　 　 　 　 (注2)

入手 先

　 　 　 　 　 、

　 　 　 　　 　 (注3)

入 手 方法

　 (注4)

保 存 媒 体

　 　 (注5)

利 用 頻 度

内 部

利 用　,

(住6)

外部

提 供

(注7)

.

(注1)

(注2).

(注3)

(注4)

(注5)

(注6)

参 考(1)に 挙 げ た 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
統 計 名 、 印 刷 物 名 、 書 名 等 具 体 的 に 記 入 し て く だ さ い 。巨]
の 設 問2で 挙 げ た 情 報 源(英 記 号)カ ・、 あ る.い は 具 体 、名 を 記 入 し て くiご さ い 。

下 記 の 中 か ら 選 択 し て 、 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。

1　 直 接 　 2　 メール3　 電 話　 4　 デー タ通信 　 5　 その他(具 体 的に)

.下記 の中か ら選 択して 、番 号を記入 して くださ い。

1　 電算機記 録媒体 　　 2　 その他

下記の 中か ら選択 して、番号 を記入 して くださ い。

1　 毎 日利 用 　2　 毎週利用 　 3　 月1回 程 度 　 4　 年数同程度 　 5　 ほとん ど利用 して

　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　 い ない

一133一



3　 地 場 産 業 に 関 す る 種 々 の 事 業 活 動 を 行 っ て い ら っ し や い ま す が 、 こ れ ら の 事 業 活 動 を 推

　 進 ず る に あ た り 、 情 報 は 現 状 で 十 分 だ と お 考 え で す か 。　 　 (ど ち ら か に ○ 印 を 付 し て く だ

　 さ い)

8

1　 十 分 で あ る 2　 不 足 し て い る

一 　「不足 して いる」 と答 えた方 は 、不足 と思われ るデー

タ に つ い て 以 下 の 欄 に 記 入 し て く だ さ い 。

nl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n4　　　　　　　　　　　n5　　　　　　　　　　　　　n7
　 　 　 　 1
情駆 分iデ ータ名

　　 (注1)|　 　　　　　　　 (注2)
　 　 　 　 (

入手 先

　　　　　　 　 (注3)

入 手 してい

ない闇)
利 用 目的

　　 (注5)

情 報 種 類

　　 (注6)

}

l

l
|

(注1)参 考(1)に 挙 げ た 番 号 を 記 入 し て く だ さ い
。

ぽ 醸 蕊 ㌶ 蕊 緯 蕊r; 、ある。。具体名。記入して、ださい
(注4)下 記 の 中 か ら 主 な 理 由 を1っ 選 択 し 、 番 号 を 言己入 し て く だ さ い 。　 　 　 .

　 　 1費 用 が か か り す ぎ る2利 用 方 法 が ・判 ら な い3入 手 先 ・・入 手 方 法 が 判 ら なV、　 　 4入 手 時FY」が 遅
い 　 　 5地 域 別 に 綱 ・く 判 ら な い6分 析 す る 時 間 的 ・人 材 的 余 力

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 が な い(注
5)下 記 の 中 か ら 主 な 目 的 を1っ 〕興 し 、、番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。

　 　 1受 注 の 安 定 的 確 保 　 2生 産 活 動 の 効 率 イヒ3高 付 加 価 値 商 品 のOP」.;E　 　 4規 模 性 産
'・販 売 ・従 業 則 の 拡 大5人 材 の 確 保 ・育 成6各 種 計 画 の 作 成

　 　 7糸 磁 の 近 代 化8地 域 に 対 し で の$th　si的 責 任9財 務 内 容 売 笑 、 資 金 効 率 運 用
　 　 10そ の 他(具 体 的 に)

(注6)下 記 の 中 か ら 選 択 し て 番 ・z・を 記 入 し て く だ さ い
。

　 　 1統 計 デ ー タ2資 料3考 え 方 、 技 法 、 ノ ウ ・・ウ 等 の 知 識4情 報 の 所 在 源
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■

ぷ

●

,

口 今後 ・地一 を と・ま ・社 会… 境 ・繍 ・繍 … 件 ははけ し ・変化 して・・ と
　 　 主 想 さ れ る な か で 将 ※ の 地 場 産 業 を 確 立 し て 行 く に は 、 情 報 の 収 集 ・整 備 を 現 状 よ り さ

　 　 　 ら に 充 実 し て い く こ と が 必 要 と 思 わ れ ま す 。　 そ の 場 合 ど の よ う な 情 報 を 充 実 さ せ る 必

　 　 　 要 が あ る と 思 い ま す か 、 以 下 の 田 に 記 入 し て く だ さ い 。

n1　 。　 n3　 ・　 n5　 ・　 n7　 ・　 n9

情　　報　　区　　分　 ' 将 来 に そ な え 充 実 を 図 る 必 要 性 の 高 い 情 報 名 　(デ ー タ 名)

経
　
済
　
・

　
政
　
策

情
　
報

経　済　情　報

施　策 ・制　度

情　　　　　　報

地
　
場
　
産
　
業
　
関
　
連
　
情
　
報

企　業　関　淫

情　　　　　報 '

技　術　関　連

情　　　　　報

仕　入　関　連

情　　　　　報

w

市　揚　関　連

借　　　　　報
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田 地… に関す ・情 報流通 のあ ・方 として・参考 ・・示 すよ うな情報拠 点化を ・

　 　 　 　 指 し 研 究 し て い ま す 。　 そ こ で 以 下 の 設 問 に お 答 え く だ さ い 。

　 　 /　 「地 場 産 業 に 関 す る 情 報 拠 点 」 構 想 に 関 心 が あ り ま す か 、 ま た 将 来 の 情 報 流 通 の あ

　 　 　 り 方 と し て 期 待 す る も の は 何 で す か 。

　 　 　 　 8

1　 強 い 関 心 が あ る 2　 関 心 が あ る 3　 あ ま り 関 心 が な い 4　 ま っ た く 関 心

　 が な い

9

1　 構 想 につい て詳 しい説明 を希 望 2　 構 想 について説 明は不要
●

意

早

批

判

待

2　 　 あ な た が 所 属 す る 地 域 で 情 報 拠 点 構 想 が 実 現 す る 運 び と な っtc場 合 、 あ な た の と

　 　 こ ろ は 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に 参 画 す る 意 志 が あ り ま す か 。

　 　 (注)昭 和55年 以 降 、 毛 デ)レ 地 域 を 選 定 し 研 究 を 進 め る 予 定 で す 。

　 10

1　 参 画 し た い 2　 で き た ら 参

　 画 し た い

3　 何 と も い え

　 な い

4　 ど ち ら か と

　 い え ば 参 画

　 し な い

5　 参 画 する必

　 要性が な い

そ の 理 由 は 主 に ど う い う こ と で す か 。

理

由

御 協 力 あ り が と う こ ざ い ま し た 。

団　体　名
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　 (　　　　)　　　　　　一　　　　　　　番

所 在 地

職　員　数 名　(内 情 報処 理セ クシ ョン　　　　　名)

記 入 君名 所属 ・役職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

地場 産i嚢の業種 業種 名　　　　　　　　　　　　(製 品名)

、
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参考 資 料2-2 調　査　活　動　一　覧

所在地 調　　　査　　　名 調　　　 査　　　 内　　　 容 調　査 対 象 調　　 査

サイクル

データ保存
・公開有無

簾 戸 市 景況動向調査

燃料事情調査

労働力調査

品 目別生産量 、生産額,出 荷量,在 庫,取 引条件

品 目別消費 量,単 価,購 入額,決 済条件

従業員数,性 別 ・年令別 ・職種別賃金

組合員

組合員

　 〃

2回/年

単　　発

　 〃

無

〃

〃

名古屋市 伝統産業　有松 ・鳴海絞 り産地
の実態と将来像

企業概要,経 営,生 産,流 通 業界70数 社 ノノ 有

尾 西 市 繊維i産業調査 生 産,販 売,市 場,フ ァ ッ シ ョ ン 産業全般 〃 〃

岡 崎 市 三州陶器瓦の現状 と見通 し

景気動向アンケー ト

経済動向調査

生産状況

売上,収 益,資 金繰 り

生産動向

県陶器瓦工業組合員

取引先685

主要産業

　 　〃

4回/年

12回/年

ノノ

〃

〃

一 宮 市 尾西地区毛織物産地診断書 産 地の位 置づ け,実 態,今 後の在 り方 組合員抽出 単　 　発 ・ 無

高 浜 市 三州瓦の販売政策 市場 関係企業 〃 〃

名古屋市 生活用品関連業界の現状 と将来

国内需要動向(衛 生陶器)

　 〃　 (金 属製事務机 ・いす)

　 〃　 (喫 煙具)

中部195社

全 国

東京500

主 要8都 市

〃

ノ!

〃

〃

有

ノノ

〃

〃

名古屋市 プラスチ ック成形加工業の実態
調査

合単板工場調査

合板動向調査

南洋材需給調査

資本金,設 備,土 地,建 物,従 業員数

設備,従 業員',生 産,経 営

各工場 の生産,出 荷,在 庫

南洋材 の輸 入,消 費,在 庫

会員168社

合板製造業者

組合員

港運業者

　 　 ノ!

1回/年

12回/年

12回/年

無

〃

有

〃
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所在地 調　　　査　　　名 調　　　 査　　　 内　　　 容 調　査 対 象 調　　査
サ イク ル

デー タ保存
・公開有無

名古屋市 労働条件調査 雇用及び賃金体係 組合員 2回/年 無

半 田 市 綿 スフ織物 生産 ・在庫状 況調 生産高,輸 出,内 需,在 庫,稼 動率,従 業員数 知多織物工業佃 12回/年 有

〃　　 織物業者業況調 品種別生産高,加 工賃成約額,製 織採算線 34企 業 4回/年 無

〃　　 相場による織物採算 原糸価格,製 品価格 大阪繊研 36回/年 〃

岡 崎 市 作業用メ リヤス手袋産地診断 生産,財 務,流 通,労 務 組合員 単　　発 (組合員のみ)

一 宮 市 入荷数量調査 婦人毛織物 に よる品種,規 格,染 別国内向,輸 出 〃 12回/年 無

工場規模調査 織物幅出乾燥機台数,従 業員数,加 工実績数量 〃 単　　発 〃

名古屋市 遠赤外線放射 セ ラ ミックスの開 ヒア リング,関 係文献,当 該技術 に関す る特許 単　　発 有
発に関する調査

加工実績,加 工売上景況調査 加工数 量,売 上金額,原 材料購入価格,加 工賃 〃 12回1年 〃

加工数量及び加工金額調査 繊維別加工数量及び金額 〃 単　　発 ノノ

経営比率調査 , 原 材料 費,燃 料 費,人 件 費,減 価償却 組合員一部 単　　発 'ノ

燃料干係調査 需要量,入 手価格 組合員 5回/年 〃

瀬 戸 市 瀬戸地方商工名鑑 所在地,商 号,代 表著名,電 話,資 本金,従 業員数 域　内 単　　発 〃

新 しい地場産業都市 づ くりア ン 住民 と企業ニ ーズ 市民と企業 単　　発 圃 　 〃

ケ ー ト

勤労者意識調査 企業,家 庭,社 会 に対 す る勤労者 としての意識 200社1000名 1回/年 〃

名古屋市 生産数量経営実態調査 品種別生産量,販 売量 組合員 1回1年 〃

銑鉄鋳物 ・生産設備能力調査 組合員 単　　発 無

エネルギ ー使用 に関 する実態調 プ ロ パ ン,ブ タ ン,灯 油,軽 油,重 油,コ ー ク ス の 購 組合員 単　　発 〃

査 入量 ・額,使 用量

蒲 郡 市 ねん糸機の設備制限 制限事業に関して 組合員 1回/年 有

●



●

一

一
鴻
O

ー

所在地 調　　査　　名 調　　　　査　　　 内　　　 容 調　査 対 象 調　　査
サ イクル

データ保存
・公開有無

蒲 郡 市 設備共同廃棄 につい て 共同廃棄 組合員 1回/年 有

市 況 ア ン ケ ー ト 原料,製 品販売価格,受 注状況 約30社 1回!年' 〃

150粍 打 編組機設 置にっいて 設 置可否,賛 否 20社 1回/年 〃

岡 崎 市 生産品調査 組合員 4回/年 ノノ

一 宮 市 糸メリヤス等染色整理実態調査 従業 員数,主 要原料,燃 料消費量 〃 12回/年 無

糸メ リヤス等染色整理業 の実態

調査
設備,加 工素材,能 力,加 工数量,金 額,染 色 薬品 助

剤 消費量

〃 単　　発 無

従業員並びに加工高等調査 〃 単　　発 〃

名古屋市 原価資料 原価構成 〃 2回/年 有

運賃実態調査 距離別,車 種別運賃 〃 単　　発 ノノ

7

賃金実態調査 年令別,在 社別賃 金 〃 1回/年 〃

災害調査 災害実績 !ノ 1回/年 〃

蒲 郡 市 三河織物 欧州繊 維 フ ァッシ ョン
調査

現地 デザ イナー との懇談,見 本 市見学 西 ド イ ツ 単　　発 〃

ITMA見 学 会 エ ア ー ジ ェ ッ ト ル ー ム ,ツ イ ン レ ピ ァ の 研 究 西 ド イ ツ 単　　発 〃

治外繊維市場調査 消費者 ニーズ,デ ザ イン動向 世界各国 1回/年 〃

美 濃 市 低成長時代の技術的課題 生産,技 術,情 報等 県内主要業種 単　　発 ノノ

県紙工場の労働条件自主調査 操 業形態,勤 務時間,休 暇取得状況,週 休2日 制導入, 会　員 単　　発 無
残業

瑞 浪 市 瑞浪市窯業界意識調査 不況に対する意識の実態,窯 業団地計画 全　市 単　　発 有

羽 島 郡 燃料価格調査 種類 別消費量,入 手経 路,単 価,支 払条件 組合員 4回/年 無
笠 松 町 ㎡
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所在地 調　　　査　　　名 調　　　 査　　　　内　　　 容 調　査 対 象 調　　 査

サ イクル

データ保存
・公 開有無

羽 島 郡
笠 松 町

実態調査 従業 員数,稼 動 日数,入 荷,出 荷,染 料消費 組合員% 12回/年 無

瑞 浪 市 燃料価格調査 陶磁器焼成用燃料価格 組合員 3回/年 〃

関　　市 海外市場調査

海外市場調査

生産統計

市場調査

新製品開発

刃物の生産,出 荷実績

ヨ ー ロ ッ パ,台 湾

ヨ 一 口　ツノ寸

組 合 員

単　　発

単　　発

12回/年

有

〃

ノノ

松 阪 市 三重県内事業所の景況調査 景 気動 向(実 績 ・見通 し),夏 期 ・冬期 ボーナス支給

見込

1000社 モ ニ タ ー 2回/年 〃

津　　市 管内中小企業動向 受注,生 産,販 売,収 支,資 金繰 り,設 備計画 主要企業,組 合,金

融

3回/年 無

阿 山 郡
阿 山 町

産地診断

市場調査

企業活動全般

伊賀焼の市場性

組合員,員 外同業者

大都市卸問屋

単　　発

車　　発

有

〃

四日目市 組合員経営調査

景況調査

雇用実態景気動向調査

経営指標,原 価構成,売 上

受注,生 産,資 金繰 り,見 通 し

雇用,経 営状況

組合員

主要組合

従業員10名 以一ヒ企業

1回/年

4回/年

1回/年

〃

無

有

四日目市 国内市場調査

海外市場調査

需要実態

需要実態

組合,販 売業者

カナダ,北 米,濠 州

単　　発

単　　発

ノノ

〃

津　　市 景気動向調査

地域経済動向調査

景 気動 向,予 想

経 済 データ,見 解

企　業

企業,官 公署

4回/年 ・

2回/年

〃

無

金 沢 市 中小企業動向基本調査 DI 中小企業 4回/年 電 有

輪 島 市 輪島塗景況調査 生産規模,出 荷額,取 引 実情 組合員 単　　発 〃

畠
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所在地 調　　　査　　　名
　 　 　 　 　 　 、

調　　　 査　　　 内　　　 容 調 査 対 象 調　　査
サ イクル

データ保存
・公開有無

輪 島 市 輪島塗市場調査 輪 島に対す る消費者の声,他 産地 漆器 との 比較,業 者 主要 デパ ー ト,問 屋 単　　発 有

能 美 郡 寺井町商工業景況調査 企業景況全般 200企 業 抽 出 1回/年 ノノ

寺 井 町

石川県小規模企業景況調査 企業景況全般 九谷焼業者18企 業 4回/年 ノノ

金 沢 市 繊維産業振興基本調査 生産活動状況全般 組合員 1回/年 〃

繊維工業の県工業に占める割合 事業所数,従 業者 数,出 荷額,付 加価値額,輸 出額 製造業者 1回/年 無
調査

中小企業動向調査 企 業概要,生 産,売 上,受 注動向,収 益,取 引条件, 貸付先 4回/年 有
金融

銑鉄鋳物製品原価計算基礎 製造原価 関係企業 単　　発 〃

産業廃棄物調査 廃棄物の種類及び数量 組合員 単　　発 〃

富 山 市 富山県内中小企業動向調査 概 況,設 備投資動向,資 金繰 状況,在 庫状 況,利 益動 300社 4回1年 〃

向,労 働事情

富山県内運送業の実態調査 概況,経 営指標動向 20数 社 単　　発 無

富山県内木材業界実態調査 現状,問 題点,今 後の方 向 20数 社 単　　発 〃

富山県内鉄骨製造業の実態調査 現状,問 題点,今 後の方向 20数 社 単　　発 〃

管内中小企業の動向 生産,出 荷,在 庫,受 注見通 し,企 業採算 業界団体,関 連企業 4回/年 〃

瑞 浪 市 窯業関連産業実態調査 共 同化,陶 業界で望む建物,後 継者問題,見 通 し,生 関係企業 単　　発 有
産,団 体 在 り方

瑞浪市商工業景況調査 企業概 要,景 況推移,在 庫,見 通 し,金 融制度認識度」 会　員 4回/年 〃

桑 名 市 企業統計調査 生 産,出 荷,在 庫,仕 入材料,材 料残 組合員54社 12回/年 園 　〃

多治見市 設備動向調査 焼成窯の種類別,燃 料別主要製造機器保有台数 組合員 1回/年 〃

組合員実態調査 製造品及び従業員の年代別 ・性別員数 組合員 1回/年 〃
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多治見市 東京都にお ける消費者 ア ン ケ
ー ト

食器 の保存状況,使 用状 況,購 入状況,認 識状況,

要 望

東京都内主婦500名 単　　発 有

名古屋市 金属プレス加工生産設備能力調
査

生産設備,生 産能力,材 料消費 量 業界全般 単　　発 園　〃

碧 南 市 碧南市中小企業経営動向調査

碧南市内賃金調査

経営状 況,経 営方針,情 報収集,市 及び商工会議所 に

対 す る要望

モデル賃 金,初 任給,諸 手 当,パ ー ト賃金,役 員報酬

中 小企業400

500事 務 所

1回/年

1回/年

ノノ

〃

岡 崎 市 業種別経営実態調査 事業内容,系 列,主 要設 備,経 営上の問題 点 中小零細業者 単　　発 無

多治見市 陶磁器飲食器及 びタ イルについ
てのア ンケー ト

美濃焼知名度,購 買 ・利用状況,意 見,要 望 全国 商工会 議所146
ケ所の職員700名

単　　発 有

常 滑 市 クリンカータイル生産実績調査

園芸鉢 生産実績 調査

生産量,出 荷量,在 庫量

生産量,出 荷量,在 庫量

組合員

組合員

12回/年

12回/年

〃

〃
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資 料3-1　 利 用 デ ー タ の 詳 細

(1)面 積,気 象

ー

云

‥
ー

総　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　 国 九　州 県　別
市町村
　別

全国都道府県市区町村別面積調 国土地理院 土地面積 総面積 50年 以降毎年 ○ ○ ○ ○

市町村別民有地面積 九州各県地方課 市町村別民有地面積 田,畑,宅 地,鉱 泉 地 50年 以降毎年 ○

池沼,山 林,牧 場,原

野,雑 種地

気象月表 気象台 気温,雨 量,天 気, 県庁所在地 毎月 ○

日照時間

民　力 朝日新聞社 土地利用状況 総面積,可 住地面積 ○ ○ ○

森林面積,原 野面積

湖沼面積,宅 地面積

経営耕地面積
ン

人口集中地区面積

② 　人口,世 帯数

総　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

住民基本台帳に基づく全国人 自治省行政局 総人口 35年 以降毎年 ○ ○ ○ ○

口,世 帯数表

〃 /ノ 世帯数 35年 以降毎年 ○ ○ ○ ○

国勢調査 総理府統計局 人　口 男女別5才 きざみ 35年 以降調査 ごと ○ ○ ○ ○

総世帯数 〃 ○ ○ ○ ○

総世帯人員 〃 ○ ○ ○ ○

●
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普通世帯数 世帯人員別 35年 以 降調査ごと ○ ○ ○ ○

普通世帯人員 世帯人員別 〃 ○ ○ ○ ○

準世帯数 !ノ ○ ○ ○ ○

準世帯人員数 〃 ○ ○ ○ ○

労働力状態別人口 〃 ○ ○ ○ ○

産業別就業者数 産業中分類 ノノ ○ ○ ○ ○ .

人口動態統計 厚生省 出生数 30年 以降毎年 ○ ○ ○ ○

住民基本台帳人口移動報告年報 自治省行政局 人口の流出入 〃 ○ ○ ○ ○

都道府県別転出入者数 'ノ ○ ○

外国人登録者数 各　県 外国人登録者数 国　別 50年 以降毎年 ○

人口推計 各　県 総人員 35年 以 降 ○

世帯数 〃 ○

(3)事 　業　所

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時系系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

事業所統計 総理府統計局 事業所数 産業小分類従業者 50年 以 降 ○ ○

各　県 規模別

従業者数 〃 〃 ○ ○

事業所数 産業大分類 41年 以降 ○

従業者数 〃 〃 ○

事業所数 〃 〃 ○

従業者数 〃 〃 ○
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(4)農 業

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　 国 九　州 県　別
市町村
　別

作物統計 農林省 収穫量 水陸稲 50年 以 降 ○ ○

6条 大麦

裸　麦

小　麦

2条 大麦
A

えん麦

工芸農作物

飼料作物

主要野菜

果　樹

かん し ょ

ばれ い しょ

豆　類

作付面積 雑　穀 ○ ○

野菜生産出荷統計 農林省 作付面積 野菜別 50年 以 降 ○

収穫量 〃 ○

出荷量 〃 ○

作付面積 露地施設野菜 ○

収穫量 〃 ○

牛乳,乳 製品に関す る統計 農林省 生産量 牛　乳 50年 以 降 O

,



ー
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飲用牛乳

加工乳

乳飲料

乳酸菌飲料

は っこう乳

食料管理統計年表 農林省 主食用売却数量 50年 以 降 ○

政府所有米穀売却数量 用途別 〃 ○

政府所有実麦売却数量 〃 ○

保 管サ イロ容量 政府,民 間 〃 ○

現在高,生 産者所イヨ 米,大 麦,小 麦,裸 麦

砂糖統計年鑑 甘庶糖生産量 会社別 50年 以降

工芸用農作物の生産費 農林省 10a当 り生産費 砂糖原料作物 〃 ○

油糧作物

飲料用作物

非飲料用作物

か ん しょ,ば れ い しょ

米及び麦の生産費 農林省 10a当 ち生産費 米 50年 以降 ○

麦

農林省統計表 農林省 果樹栽培面積 50年 以 降 ○ ○

'ノ と殺数量 〃 ○ ○

〃 乳製品生産数量 〃 ○ ○
〃 裏作作付率 ○ ○
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一

一

農業 セ ンサ ス 農林省 農家数 専兼業別 35年 以降調査ごと ○ ○ ○ ○

〃 農家世帯員数 男女別 〃 ○ ○ ○ ○

ノノ 農業就業人口 ノノ ノノ ○ ○ ○ ○

生産農業所得統計 ノノ 農業粗生産額 農産物別 45年 以降毎年 ○

農地転用面積 各　県 農地転用面積 用途別 ○ ○ ○

物財統計 農林省 販売価格 米類,わ ら,野 菜類 50年 以 降 ○ ○

家計消費価額 果実類,い も類,豆 類

〃 販売数量 工 芸農作物類,畜 産, 〃 ○ ○

養i蚕

、

畜産生産費報告 農林省 生産費 鶏卵(100kg当 り) 50年 以 降 ○

肥 育豚(1頭 当 り)

牛 乳(1頭 当 り)

牛 乳,生 産(1頭 当 り)

のための飼料の数量 と

価額

敷料の数量 と価額

畜産統計年報 農林省 飼養戸数 肉用牛,豚,採 卵鶏 50年 以 降 ○ ○

飼養頭数 〃 ○ ○

蚕系統計 各県農政部 生糸生産量 種類別 50年 以 降 ○

鳥獣関係統計 農林省 狩猟免許者による鳥類 50年 以降 ○

捕獲数
一

ξ
◆
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狩猟免許者による獣類 50年 以 降 ○

捕獲数

都道府県地事の鳥獣捕

獲許可による捕獲鳥獣

数

農家生計費調査 農林省 生活物資の消費数量 と 50年 以降 ○

価格

農家経済調査 農林省 農業所得 毎　月 ○ ○

農業可処分所得 'ノ ○ ○

農業外可処分所得 〃 ○ ○

家計費
1〃

○ ○

㈲　林 業

統　　計　　名 出　　所 項　　　　 目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別 市町村
　別

林野面積調査 農林省 林野面積 人工林 50年 以 降 ○ ○ ○

天然林

その他林
.

草生地響

木材需給報告書 農林省 木材チップ生産量 入手区分別樹種別 50年 以 降 ○

製材出荷量 用途別 〃 ○

合板生産,出 荷,在 庫 地域別 ノノ ○

製材用素材需給量 'ノ ○



生産林業所得統計 農林省 所得額 木材生産 50年 以降 ○ ○

栽培 きのこ類

その他林産品

林業生産統計年報 農林省 素材生産量 50年 以降 ○

造林面積 ○

特殊林産物生産量 ○'

木 炭,ま き生産量 ○

(6)水 　産　業

一
二n
つ

統　　計　名名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

農林水産統計年報 農林省 漁獲量 海面漁業 50年 以 降 ○ ○

養殖(海 面)漁 業

その他漁業

漁業生産額 50年 以 降 ○ ○

経営体数 ノノ ○ ○

漁業従業者 〃 ○ ○

漁船隻数(動 力船) 5t未 満,5t以 上 〃 ○ ○

水産物流通統計年表 農林省 水揚量 用途別 50年 以 降 ○ ○

水産物加工品生産量 ね り製品
　 　 　 .

ノノ ○

節　類

つ くだに類

冷凍魚貝類



●

一

宗

一

身かす

素　干

塩　干

煮　干
◇

くん製

魚油,粗 製肝 油

水産加工調査 農林省 加工量 冷凍品 50年 以 降 ○ ○

冷凍食品

ね り製品

節　類

干 し物,く ん製

魚油,粕

その他

漁業養殖業統計年報 農林省 漁獲量 50年 以 降 ○

真珠養触生産額 〃 ○

魚類養殖生産額 〃 ○

海草類生産額 〃 ○

海産哺乳類捕獲頭数 〃 ○

草類漁獲量 ノ! ○

養殖漁類収獲量 〃 ○

きんぎょ販売総数 ノ! ○



(7)資 源,エ ネ ル ギ ー

一

宗

N
－

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

本邦鉱業すう勢調査 通産省 生産数量 品目別 50年 以 降 ○

生産金額 ノノ ○
、

鉱山製錬所別生産統計年報 通産省 生産数量 雑非鉄金属事業所別 50年 以 降 ○

エ ネルギー統 計年報(月 報) 通産省 石炭生産量 20年 以 降 ○ ○

石油統計年報(49年 ま で) 原 油,天 然 ガス生産量 〃 ○

石炭 コークス統計年報(49年 石油製品生産量 〃 ○

ま で) コー ク ス生産量 〃 ○

炭鉱数 20年 以 降 ○ ○

石炭需給統計 〃 ○

積出港仕向先別積出 〃 ○

国内炭業者在庫 〃 ○

石油製品販売量(LPG 石油種類別 〃 ○

資源統計年報 通産省 含む)

資源統計年報 通産省 生産量 品目別 50年 以 降 ○

主要鉱物の流通 通産省 出荷鉱 山,受 入製錬所 銅鉱,鉛 鉱 50年 以 降 ○ ○ ○

間取扱鉱物量 亜鉛鉱,硫 化鉱 学

鉄鉱,砂 鉄

硫酸燐鉱

電力需給の概要 通産省資源工 総需要電力量 40年 以降 ○ ○

ネルギー庁 産業用大 口電力 " ○

!
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9電 力会社発電電力量 項目別 51年 以 降

融通電力量受給 〃

供給予備力 各電力会社別 44年 以 降

九州電気年鑑 九州電気協会 発電所出力 一般電気 ,自 家用 別 40年 以降 ○

水 力,火 力,原 子力

電気事業便覧 日本電気協会 発電所出力 ノノ 40年 以 降 ○

総 合エネルギー統計 通産省 一次エ ネルギー需給 エネ ルギー別 45年 以 降 ○ ○

総括表

電力調査統計月報 通産省 全項目 50年 以 降 ○ ○

ガス事業統計年報 通産省 ガス売上高 公営,私 営 別 50年 以 降 ○ ○

販売量 〃 〃 ○ ○

売上原価 〃 〃 ○ ○

生産量 ノノ 〃 ○ ○

購入量 〃 ノノ ○ ○

加熱用 〃 〃 ○ ○

自家消費量 〃 〃 ○ ○

電源開発の概要 通産省 工事資金実績 電力会社別,設 備別 50年 以降

砕石動態統計四半期報 通産省通産局 生産,出 荷,在 庫 用 途,品 種別 54年10月 以降 ○ ○ ○

採石業務報告書 通産 局,各 県 生産量 岩石別,製 品別 ○ ○

採石業者名簿 通産局,各 県 ○

LPガ ス販売業者名簿 通 産局,各 県 ○

LPガ ス販売実績統計 九 州プロパ ン 販売数量 ○
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ガス元売会

石油販売業者名簿 通産局

揮発油販売業者名簿 通産局

鉱 区一覧 通産局

埋蔵鉱量統計調査 通産省通産局

受電認可事業所名簿 通産局

自家用電気工作物台帳 通産局 自家電気工作物施設数 規模別 ○

発電所台帳 通産局

ガス主任技術者名簿 通産局

石油製品販売統計(元 売提出 通産局 販売量 製品別 ○ ○

資料)

(8)製 　 造 　 業

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

工業統計表 通産省 事業所数 産業中分類 40年 以 降 ○ ○ ○ ○

各県工業統計 各　県 出荷額 〃 〃 ○ ○ ○ ○

付加価値額 ノ! 〃 ○ ○ ○ ○

従業者数 〃 〃 ○ ○ ○ ○

現金給与総額 〃 〃 ○ ○ ○ ○

原材料使用額 〃 〃 ○ ○ ○ ○

有形固定資産額 〃 〃 ○ ○ ○ ○

工業用地取得面積 'ノ 〃 ○ ○ ○ ○

〉
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水源別工業用水使用量 産業中分類 40年 以降 ○ ○ ○ ○

工業用水需要量 〃 〃 ○ ○ ○

工業用地取得単価 〆ノ ノ! ○ ○ ○

鉄鋼統計年報 通産省 生産,出 荷,在 庫 製品別 50年 以 降 ○ ○

化学統計年報 'ノ 〃 〃 ノノ ○ ○

ゴム製品統計年報 〃 〃 〃 ノノ ○ ○

繊維統計年報 ノノ 〃 'ノ 〃 ○ ○

紙パルプ統計年報 !ノ 〃 〃 〃 ○ ○

窯業統計年報 〃 〃 〃 〃 ○ ○

生 コ ンク リー ト統計月報 〃 〃 ノノ 〃 ○ ○

機械受注統計 経済企画庁 受注額 系列別 50年 以降 ○

九州地区設備投資動向調査 日本開発銀行 投資額 業種別 50年 以降 ○

福岡支店

鋼材価格調査 通産局 鋼材価格 品目別 50年 以 降 ○

鋼材消費量調査 通産局 消費量 品目別 50年 以 降 ○ ○

機械統計年報(月 報) 通産省 生産,出 荷,在 庫 製品別 〃 O ○

雑貨統計年報(月 報) 〃 ノ! 〃 〃 ○ ○

プラ スチ ック製品統 計年報 〃 〃 〃 〃 ○ ○

(月 報)

省 エネルギー工場名簿 通産局

高圧ガス製造保 安責任者名簿 〃
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(9)建 　　 設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

住宅統計調査報告 建設省 住宅総数 所有関係別 38年 以 降 ○ ○

人の居住する住宅戸数 〃 ○ ○

住宅難世帯数 種類別 〃 ○ ○

居住世帯数 収入階級別,世 帯数 48年 以 降 ○ ○

住宅着工統計 建設省 床面積 41年 以 降 ○ ○

住宅建設戸数 種類別 〃 ○ ○

一般個人住宅資金利用者調査 住宅金融公庫 総建築工事費 世帯の月収別 50年 以 降 ○ ○

報告 手持金 〃 〃 ○ ○

住宅面積 〃 〃　　〃 ○ ○

建築件数 総建築工事費別 ノノ ○ ○

地価公示 国土庁 標準地地価 52年 以降

建築総合年度報 建設省 月別出来高表

(総 合表)　 種類別工事費 50年 以降 ○ ○ ○

(公 共表)　 工事種類別工事費 〃 ○ ○ ○

〃　　　 発注者別工事種類別工事費 〃 ○ ○ ○

〃　　　発注者別工事費 〃 ○ ○ ○

(建 築表)　 建築主別,用 途別構造別工事費 〃 ○ ○ ○

〃　　　床面積

〃　　　用途別工事費 〃 ○ ○ ○

"　 　 構造別工事費 'ノ ○ ○ ○



吟

(建 築表)　 建築主別,使 途別工事費 50年 以降 ○ ○ ○

建築総合年度報 建設省 月別出来高表

(民 間土木表)　 発注者別工事費 50年 以降 ○ ○ ○

〃　　　　発注者別工事種類別工事費 〃 ○ ○ ○

〃　　　　工事種類別工事費 〃 ○ ○ ○

月別着工表

(総 合表)　 種類別工事費 ノノ ○ ○ ○

⑩　経　　済

一

品

∨
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統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

県民所得統計 各県統計課 県内純生産 産業大分類 45年 以 降 ○

県民所得の分配 〃 ○

県民総支出 〃 ○

県内総生産 と総支出勘定 〃 ○

分配勘定 〃 ○

個人勘定 〃 ○

財政勘定 〃 ○

資本形成勘定 〃 ○

県外勘定 ノノ ○

実質県民総支出 〃 ○
・

国民所得統計 経済企画庁 国内純生産 産業大分類 〃 ○

国民所得の分配 〃 d
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国民総支出 〃 ○

国内総生産と総支出勘定 ノノ ○

分配勘定 〃 ○

個人勘定 ノ! ○

財政勘定 〃 ○

資本形成勘定 〃 ○

海外勘定 〃 ○

実質国民総支出 ノ! ○

都道府県別経済統計 日本銀行 店舗数 金融機関別 40年 以 降 ○ ○ ○

統計局 貸出金残高 〃 45年 以 降 ○ ○ ○

預金残高 〃 !ノ ○ ○ ○

手形交換高 50年 以 降 ○ ○ ○

株式及び公社債売買高 '! ○ ○ ○

市町村民所得統計 各　県

⑪ 　商業,流 通

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

商業統計表 通産省 商店数 卸小売別産業中分類 45年 以降 ○ ○ ○ ○

各県商業統計 各県統計課 年間販売額 〃 ○ ○ ○ ○

売場面積 売場面積 〃 ○ ○ ○ ○

従業者数 〃 ○ ○ ○ ○

商業動態統計 通産省 販売額 百貨店,セ ルフ店別品日別 ○ ○ ○ ○

D
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営業日数 百貨店,セ ル フ店別 ○ ○ ○

店舗数 〃 ○ ○ ○

大規模小売店舗の概要 通 産省,通 産 店舗数 業態別規模別 50年 以 降 ○ ○ ○

局,各 県 店舗面積 業態別 〃 ○ ○ ○

通産省 石油販売業者数 系列別 50年 以 降 ○ ○ ○

通産省 揮発油販売業者数 系列別 50年 以降 ○ ○ ○

専売統計年報 専売公社 一般 用塩売渡 額
, ○

〃　　　　　数量

国税庁統計年報書 国税庁 酒税,成 製数量 50年 以 降 ○

.

入場税 人員,金 額 占

専売統計要覧 専売事業協会 たば こ販売高 50年 以 降 ○

商品流通調査 通産省 生産高 品目別 45年 以 降
　 　 '

○

出荷高 地域別,品 目別 '! ○一

自工場消費高 品目別

新車登録台数 日本 自動車販 新車登録台数(乗 用車) ナ ンバー 別,シ ャー シ別 50年 以 降 ○ ○ ○

売協会連合会

商工会議所財務報告 各商工会議所 予算規模

会員数

役職員数

活動状況

割賦販売業者台帳 通産局 割賦販売業者の概要

消費者相談受付状況 通産局 件　数 商品別,事 項別
「



大規模住宅団地内商業施設の

実態調査

通産局
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⑫　労 働,賃 金

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

賃金構造基本統計調査 労働省 所定内給与額 企業規模別 43年 以 降 ○ ○

労働統計要覧 労働省 主要国分配国民所得 50年 以降

雇用動向調査 労働省 入職者数 学歴別 45年 以降 ○ ○

労働統計年報 (財)労働法令 新規学卒者就職数 49年 以 降 ○ ○

教会編

労働市場月報 各県職業安定 一般関係(安 定所別)

課 ・新規求職申込件数 50年 以 降 ○ ○

・月間有効求職者数 〃 ○ ○
曾

・新規求人数 〃 ○ ○

・月間有 効求人数 〃 ○ ○

・紹 介件数 〃 ○ ○

・就職件数 〃 ○ ○

・充足数 〃 ○ ○

・求人倍率 〃 ○ ○

・就職率 〃 ○ ○

・充足率 〃 ○ ○

日雇(安 定所別)
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・翌月繰越有効求職者数 50年 以 降 ○ ○

・失対紹介対象者 〃 ○ ○

労働市場月報 各県職業安定 中高年(安 定所別)

課 ・新規求職職申込件数 50年 以 降 ○ ○

・月間有効求職者数 〃 ○ ○

・紹介 件数 〃 ○ ○

・就 職件数 〃 ○ ○

・就 職率 〃 ○ ○

雇用保険(安 定所)

・離職票提出件数 〃 ○ ○

・受給資格決定件数 〃 ○ ○

・受給者定人員 〃 ○ ○

・総 支給金額 〃 ○ ○

毎月勤労統計 各県統計課 常用労働者1人 平均 生業 別,男 女別 50年 以降 ○

月間現金給与額

推計常用労働者数 産業 別,男 女別 〃 ○

常用労動者1人 平均 産業別 〃 ○

月間実働時間数

常 用労 働者1人1ヵ 月 産業 別 〃 ○

平均出勤日数

日雇労働者 の1ヵ 月平 産業別 〃 ○

均 延人員 と1人1日 平



⊥
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⑬　教 育

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時 系　列 全　 国 九　州 県　別
市町村
　別

文部統計要覧 文部省 進学率 幼稚園 45年 以 降 ○ ○

高　校 〃 ○ ○

短大,大 学 '! ○ ○

学校数 学校種類別 45年 以降 ○ ○

学生数 〃 〃 ○ ○

本務教員数 'ノ

学校基本調査 文 部省,各 県 高等学校卒業者地域別 50年 以 降 ○

大学進学数

学校数 学校種類別 50年 以 降 ○ ○ ○ ○

学生数 国公 立,私 学別 〃 ○ ○ ○ ○

教員数 〃 ○ ○ ○ ○

新規学卒者就職数 産業別 40年 以 降 ○ ○

中学卒,高 校卒別

卒業者総数 中学卒,高 校卒別 37年 以 降 ○ ○ ○

進学者数 〃

就職者数 〃 ○ ○ ○

県　内 〃 ○ ○ ○

県　外 'ノ

○ ○ ○

ひ

瓜
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統　　計　　名 出　　所 項　　　　目　　　　　分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

業務概要 第4港 湾建設 特定重要港湾名　　　　県　別 ○

局 重要港湾名　　　　　　　〃

港湾統計年報 運輸省 海上出入輸移出 トン数　種類別 50年 以降 ○

〃　　 輸移入 トン数　　　〃 〃 ○

輸出量　　　　　　　　　品種別 〃 ○

輸人量　　　　　　　　　　〃　　　　　　　' 〃 ○

入港船舶隻数　　　　　船種別 〃 ○

ノノ　　　　　　　　総 　ト　ン 数 　　　　　　〃 〃 ○

港湾名

種　別

港湾管理者

貨物取扱量

航路水深

泊地水深

最大接岸能力

バ ー ス 数

道路統計年報 運輸省 一般国道実延長 51年 以 降 ○ ○ ○

県道実延長 〃

全国幹線貨純流動調査報告書 運輸省 地域間貨物純流動量 45年 以 降

鉄道統計年報 運輸省 旅客数 47年 以 降 ○ ○



ー
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貨物 トン数 47年 以 降 ○ ○

車両修繕両数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

50年 以 降 ○ ○

営業純収入
〃 ○ ○

電車特定区間運輸成績 〃 ○ ○

急行旅客取扱人員
〃 ○ ○

〃　　　料金 〃 ○ ○

鉄道貨純収入
〃 ○ ○

船舶航路別営業純収入
〃 ○ ○

陸運統計要覧 運輸省 保有自動車数　　　　　車種別 50年 以 降 ○ ○ ○

トラック保有台数
ノノ ○ ○ ○

自動車 ター ミナル数　　　規模別
'ノ ○ ○

国内旅行業者数 ○ ○ ○

郵政統計年報(郵 便編) 郵政省 引受内国郵便物数　　　種類別 50年 以 降 ○ ○ ○

加入電話数 九州電気通信局 加入電話数
〃 ○ ○ ○ ○

道路利用状況 各　県 道路名

種　別

区　間

延　長

幅　員

改　良

改良率

舗　装

◆ ●
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舗装率

交通量

混雑度

貨物地域流動調査 運輸省 貨物総発着量 輸送関係別 39年 以 降 ○ ○ ○

発　量 〃 'ノ ○ ○ ○

着　量 〃 〃 ○ ○ ○

貨物船発着量 流動地域別 〃 ○ ○ ○

発　量 〃 〃 ○ ○ ○

着　量 ノノ 〃 ○ ○ ○

貨物船発着量 品目別 〃 ○ ○ ○

発　量 〃 〃 ○ ○ ○

着　量 ノノ 〃 ○ ○ ○

民鉄統計年報 運輸省 運輸収入金額 定　期 50年 以 降 ○ ○ ○

定期外 ○ ○ ○

手,小 荷物 ○ ○ ○

郵便物 ○ ○ ○
・

劔

貨　物 ○ ○ ○

運輸雑収 ○ ○ ○

索道収入金額 ○ ○ ○

営業収益 費目別 50年 以 降 ○ O ○

営業費用 〃 ○ ○ ○

運転用燃料使用吊 燃料別 50年 以降 ○ ○ ○



ー
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線路土地建物面積 50年 以 降 ○ ○ ○

運輸経済統計要覧 運輸省 自動車保有台数 50年 以 降 ○ ○

航空乗客数 〃 ○ ○

着陸回数 ノノ ○ ○

滑走路長 さ 〃 ○ ○

旅客自動車輸送指標 運輸省 乗合バス営業収入 50年 以降 ○ ○

貸切バス営業収入 〃 ○ ○

特定旅客自動車営業収 〃 ○ ○

ハ イ ヤ ー,　 タ ク シー 事 〃 ○ ○

業営業収入 〃 ○ ○

貨物自動車輸送指標 運輸省 連送収入 ノノ ○ ○

通運事業運輸指標 運輸省 発着 トン数 取扱,積 卸,集 配別 50年 以 降 ○ ○

陸運統計年報 運輸省 トラ ック保有台数 50年 以 降 ○ ○ ○

業務収入調書(日 本道路公団) 日本道路公団 料金収入 道路別 50年 以 降 ○ ○

日本道路公団年報事業の概要 日本道路公団 高速道路距離 道路別 50年 以 降 ○ ○

と道路統計

全国貨物自動車要覧 運輸省 有料道路距離 道路別 50年 以 降 ○ ○

駐車場に関する調査結果 建設省 駐車個所数 極類別 50年 以 降 ○ ○ ○

駐車台数 〃 ○ ○ ○

外航海運送業者便覧 運輸省 業者数 .
50年 以 降 ○ ○

旅客地域流動調査 運輸省 府県相互間輸送人員 旅客船 50年 以 降 ○ ○ ○

自動車

由 、
■
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内航船舶輸送統計年報 運輸省 発着 トン数 50年 以 降 ○ ○

航空輸送統計年報 運輸省 空港間旅客流動表 50年 以 降 ○ ○ 、 ○ i

空港間貨物流動表 ノ! ○ ○ ○

倉庫統計月報 運輸省 普通営業倉庫保管貨物入庫高(金 額) 50年 以 降 ○ ○ ○

冷蔵 ・営業倉庫入庫高(ト ン数) ○ ○ ○

水面木材営業倉庫入庫高(金 額) ○ ○

水面倉庫所管面積 ○ ○ ○

品目別普通営業倉庫保管貨物残高(金 額) ○ ○ ○

NHK年 鑑 NHK TV放 送 受信契約数　　普通,カ ラー別 50年 以降 ○ ○ ○

有価証券報告書 大蔵省 海運業収益金額 50年 以 降 ○

51

】
(当

中小企業

統　　計　　局　 　 　 　 　 　 　 　 一 出　　 所 項　　　　 目 分　　　　,類 　 、 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

産地概況調査 通産省通産局 産地数 業種別 51年 以 降 ○ ○ ○

企業数 〃 〃 ○ ○ ○

従業員数 '! 〃 ○ ○ ○

生産額 〃 ノ! ○ ○ ○

企業形態別企業数 〃 !! ○

従業員規模別企業数 'ノ 〃 ○ ○

輸出額 〃 47年 以 降 ○ ○

高度化資金助成実績 通産省 助成実績件数 高度化事業別 47年 以 降 ○ ○

〃　　金額 〃 'ノ ○ ○



倒産状況 帝国興信所 倒産件数 資本金 別,原 因別, 50年 以降 ○

業種別

負債金額 〃 〃 ○

信用保証協会保証状況 各県信用保証 件　数 項目別 50年 以 降 O

協会 金　額 〃 〃 ○

下請代金支払状況等実績調査 通産省通産局

中小企業調査月報 通産省

中小企業の経営指標 通産省

中小企業の原価指標 通産省

⊥　㈹　貿

‡

易

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

外国貿易統計 大蔵省 輸出額 品 目別,国 別 50年 以降 ○

輸入額 〃 ○

貿易為替取扱高 大蔵省 貿易為替取扱高 項 目別 51年 以 降 ○ ○

外国為替公認銀行数 外国為替公認銀行数 50年 以 降 ○ ○

円為替公米相場 東京銀行 円為替公表相場 50年 以 降 ○

輸入承認統計 通産省 輸入額 品 目別,国 別 50年 以降 ○ ○

貿易業態統計 通産省 全項目 50年 以 降 ○ ○
、

輸出承認証統計 通産省 輸出額 品 目別,国 別 50年 以降 ○ ○

●
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αの　経済分析,指 標

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

産業関連表

鉱工業指数

通産省,各 県

通産省,各 県 生産指数

出荷指数

在庫指数

業種分類,特 殊分類

　 　 　 　 〃

　 　 　 　 〃

45年 以降

45年 以降 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

⑱　家 計,物 価

一

一
〇
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統　　計　　名 出　　所 項 　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

卸売物価指数月報 日本 銀行統計. 卸売物価指数 基本分類 45年 以 降 ○

局

消費者物価指数編 総理府統計局 消費物価指数 中分類 45年 以 降 ○ ○ ○ ○

各県

小売物価統計調査年報 総理府統計局 小売価格 品目別 50年 以 降 ○ ○ ○ ○

各県

家計調査年報 総理府統計局 1世 帯当 り年平均1カ 品目別 49年 以 降 ○ ○ ○ ○

月間の消費支出(全 世

帯,勤 労者 世帯,年 間

収入階級別)

物価安定対策事業A,B調 査 各県 小売価格 品 目別 53年 以 降 ○ ○

生活関連物資需給価格情報調 通産省通産局 価格状況 品目別 53年 以 降 ○ ○ ○

査



り1ξ幹物 資需給価格情報 ネ ッ ト

トワー ク調査

消費者価格 モニ ター調査

通産省通産局

通産省通産局

価格,需 給状況

価　格

品 目別

品 日別

53年 以 降

50年 以 降

○

○

○

○

一
コ

}

u9　 公　　害

統　　計　　名 出　　所 分　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　 国 九　州 県　別
市1町村

　別

各県環境臼書 各　県 公害苦情受理件数 種　別 45年 以 降 ○ ○

公害病患者認定数 地域別病名別 44年 以降 ○ ○ ○

植生自然度の分布 項 目別 50年 以降 ○ ○ ○

産業廃棄物原単位調査 通産省 産業廃棄物発生量 産業別,種 類別 45年 以 降 ○

産業廃棄物の最終処分の確保 〃

の現状及び将来の見通 しに関

する調査

公害防d.管 理 者名簿 通産局 ○

公害防止専任者名簿 各　県 ○

公害特定工場名簿 各　県 ○

⑳　開 発

統　　　　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

都市計画

」:地利用基本計画

工場適地調査

各　県

各　県

各　県 A調 査
l

l

○

○

○

●



B調 査

C調 査

工業団地台帳 各　県 」二業 団地概 要

工場立地動向調査 通産省 立地条件 業種別,新,増 設別, ○

通産局 敷地面積 一部全面移転別 ○

特定工場届出調査 通産局 工場概要

届出件数 業種別 ○

立地企業概要 通産局 企業概要

工業用水使用量 各　県 工業用水使用量 用途別,水 源別 ○

⊥　閻
ご

1

地 方財政

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

地方財政統計年報 自治省 裁出決算額 目的刑,性 質別 50年 以降 ○ ○

歳入歳出決算額 各　 県 基準財政収入額 35年 以 降 ○ ○

基準財政需要額 'ノ ○ ○

財政力指数 〃 ○ ○

歳入決算額 〃 ○ ○

歳出決算額 〃 ○ ○

⑳　 そ　 の　他

統　　計　　名 出　　所 項　　　　目 分　　　　類 時　系　列 全　国 九　州 県　別
市町村
　別

医療施設調査 厚生省 病院数 類　別 45年 以 降 ○ ○ ○ ○
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各　県 病床数 類　別 45年 以 降 ○ ○ ○

医師数 45年 以 降 ○ ○
　 　 ' ○

歯科医師数 〃 ○ ○ ○

薬剤師数 〃 ○ ○ ○

看護婦(士)数 〃 ○ ○ ○

家畜衛生統計 農林省 獣医師数 事務所種類別 50年 以降 ○ ○

社会福祉施設調査報告 厚生省 施設数 種類別, 45年 以降 ○ ○ ○

市町村公共施設状況調査 (財)地方財務 施設数 し体不自由児施設 45年 以 降 ○ ○

協会 対象者数 精神薄弱児施設 〃 ○ ○

収容定数 精神薄白者更生施設 'ノ ○ ○

精神薄弱者授産施設

生活保護世帯数 各県,厚 生 省 生活保護世帯数 45年 以 降 ○ ○ ○

全国消費実態調査報告 経済企画庁 飲食費 品 目別 47年 以 降 ○ ○

国民栄養調査 厚生省 栄養摂取与 栄養別 49年 以 降 ○ ○

特定サービス業実態調査報告 通産省 年間売上高 契約生産業別製品別 50年 以降 ○ ○ ○

書 事業所数 業務種類別 ノノ ○ ○ ○

年間売上高 〃 〃 ○ ○ ○

リー ス契約 高 物件別 〃 ○ ○ ○

賃貸料 〃 〃 ○ ○ ○

固定資産の価格等の概要調書 自治省 納税義務者数 50年 以降 ○ ○ ○

(家 屋) 棟　数 'ノ ○ ○ ○

床面積 " ○ ○ ○

●
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決定価格 50年 以降 ○ ○ ○

単位当り価格 〃 ○ ○ b
地方公営企業年鑑 自治省 工業用水道事業

50年 以降 ○ ○ ○

公共下水道事業 〃 ○ ○ ○

国公立病院の病床に占 ノノ

○ ○ ○

める割合 、

保険年鑑 大蔵省 個人保険,団 体保険 50年 以 降 ○ ○

契約数,金 額

損害保険契約数,金 額 種類別 'ノ ○ ○

地域統計提要 国立国会図書 持家 数,敷 地面積, 52年 以 降 ○ ○ ○

館 借家数,敷 地面積 〃 O ○ ○

地方公務員数 '! ○ ○ ○ ○

第三次全国総合開発計画 国土庁 国民総生活時間 区分別 40年 以 降 ○

国民生活白書 経済企画庁 持家に対する切実感 所得階層別 52年 以降 ○

年齢階級別
人

主要国の所得の平等度 国別 52年 以降

(ジ ニー係 数)

出入国管理統計年報 法務省 入港外国航空機数 45年 以 降 ○ ○

入港外国船舶数 45年 以 降 ○ ○

在留外国人統計 法務省 在留外国人数 在留資格別 49年 以 降 ○ ○ ○

外客統計年報 運輸省 外人観光客宿泊人員数 43年 以降 ○ ○ ○

造船統計要覧 運輸省 鋼船建造 トン数 45年 以降 ○ ○
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業務要覧 九州海運局 (竣 工 ベース)

業務要覧 九州海運局 鋼船手持工事量 48年 以 降 ○

常 用,臨 時 45年 以降 ○

薬事工業生産動態統計年報 厚生省 医薬品生産,出 荷金額 50年 以 降 ○ ○

医薬部外品生産出荷金 薬効分類別 〃 ○

額

国立病院年報 厚生省 病院経営費 50年 以 降 ○
'

水道統計 日本水道協会 上水道普及率 50年 以降 ○ ○ ○

公共下水道統計 日本下水道協会 下水道普及率 50年 以 降 ○ ○ ○

衛生行政業務統計 厚生省 宿泊施設数 施設別 50年 以降 ○ ○ ○

客室数 〃 ノ! ○ ○ ○

砂利採取業者名簿 通産局,各 県
○

JIS表 示許可工場名簿 通産局

鉱害復旧工事認可台帳 通産局

全国伝統的工芸品総覧 伝統的工芸品 産地概況 品目別県別 54年 以 降 ○ ○ ○

産業振興協会

4
●
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資 料3-2 国の地域機関(通 産局)の 自治体保有 データに対 す る利用 と各県電子計算機処理状況

凡

通産局が利用 している地 方自治体保有

の統計名又 はデー タ名

示lj用

状況

電 算 化 状 況

福 岡 県 佐 賀　県 長 崎 県 熊 本 県 大 分　県 宮 崎 県 鹿 児　島 県 計

1 工業統計 A ○ O O O O O ○ 7

2 商業統計 A O O ○ O ○ O ○ 7

3 毎月勤労統計 B ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

4 歳入歳出決算額(県 別,市 町村別) B o O ○ O O ○ ○ 7

5 公共施設状況調査 B O o O ○ O O O 7

6 人口推計 A ○ ○ ○ ○ ○ O 6　 `

7 学校法本論査 B 1 O ○ ○ ○ ○ ○ 6

8 県民所得統計 A 1 ○ ○ ○ ○ 4

9 市町村民所得統計 C O ○ ○ ○ 4

10 道路利用状 況 C ○ ○ ○ ○ 4

ll 産業関連表' C ○ O ○ ○ 4

⑫
　 　 　 　 　 .　、

鉱工業指数 A ○ O ○ 3

13 」」撲 所統言1.　 　 　 　 　 　 1 B ○ ○ O 3

⑭ 物価安定対策事業A.B調 査 B ○ ○ ○ 3

15 生活保護世帯数 C O O 2

[6 小売物価統計 A ○ 1

17 医療施設調査 B ○ 1

⑱ 工業用水使用1it C ○ 1

19 蚕糸統計 C 0

⑳ 労働市場月報 B 0

⑳ 大規模小売店舗の概要 C 0

22 消費者物価指数 B 0

23 用途別農地転用面積 C 0

24 市町'村別民有地面積 C 0

25 砂利採取業者名簿 C 0

26 外国人登録者数 C 0

⑳ 採石業務報告書 C 0

28 採石業者名簿 C 0

29 LPガ ス販売業者名簿 C 0

30 各県環境白li} C 0

31 公害防止専任者名簿 C 0

32 公害特定工場名簿 C 0

◎ 都市計画 C 0

⑭ 土地利用基本計画 A 0

◎ 工場適地調査 C
・

0

⑯ 工業団地台地 C 0

囲　晦に丸印は各県か らの定期報告 利用状況 A;4課 以.ヒ

各県電 算化状況は各 県デー タ保有状況調査に よる。 　

下

　

以

課

課

3

2

B

C



　　資 料3　-3　 国の地 域 機 関(通 産 局)に お け る電 子 計 算機 処 理 業務 一覧

(1)　統計 ・調査業務

鉱工 業指数 シ　指数採用品 目の当月実績値 を与 えることによ り最近2年 間の

ステム　 　 　 　指数分析の ための各種の情報 が得 られ る。

地域産業連関　地域 産業 関連表作成の ために行われ る作業 の中 で,そ の量が

作成 システム　最 も多 く密度 の高い調整作業 を本省 の コ ンヒ。ユ一 夕セ ンター

　　　　　　　 と,各 通産局の 端末機 を結 び,ACOSシ ステムのINQテ ー

　　　　　　　 タベースシステム を利用 して地域産業関連 表 データをデ ータ

　　　　　　　 ベース化 し,こ の デー タベースを各 通産局の端末機 よ り必要

　　　　　　　 なと きに検索 しなが ら調整作業 を行 う。

商業動態統計　 商業動 態統計調査 の毎月 の調査票の約3年 分 を本省の デー タ

ソスァム　　　 ベースに蓄積 し,端 末機 を利用 して通産局 の必要 なデー タの

　　　　　　　検 索,加 工,分 析が可能 です。

ガ ス事業生産　 一般 ガス事業 所の ガス生産量,販 売量,在 庫量,原 料別受払

動態統計調査　需要家 メー タ数,労 務電力消費量について,県 別,地 区別,

　　　　　　　 公私営利に 月計,四 半期計,年 計,年 度計 を集 計 します。

石 油製品需給 　元売13社 及 び輸 入業者19社 について,石 油製品の販売 を製

動 態統計調査 　品別に集計 します。

石 油 製 品 を 元 売別,県 別,製 品 別 に集 計 しま す 。

通 産 局及 び保 案 局 職員 に 対 して,家 庭用 灯 油 に 関 す る ア ンケ

ー ト調 査 を実 施 し
,そ の 調 査 に基 づ き地 区 別 の18eか ん,ド

ム缶(200　 e)別,販 売 店 別,購 入 方法 別 の 平 均 価 格及 び地

区 別 の18e缶,ド ラム告 別,購 入 方 法 別 に 購 入 価 格 分 布 状

況 等 を製 表 しま す 。

管 内の中小企業の動向 を県別,業 種別に集計 し,的 確な中小
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調 査 ン ス テム 企業動 向 を把握 します 。

(2)事 務 処理 ・事務 管理 業 務

業　務　名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　要

価格協力店 生 活関連物 資について,小 売段階 の需給価格動向 を,的 確 ・

迅速 に把握 します。

基幹物資 基幹物資の流通段階におけ る需給 価格動向 を的確 ・迅速に把

握 します。

簡易 ガス団地
別供給地 点数
及 びガス料 金
管理 シス テム

四半期 ごとに団地 の供 給地点,地 点数及び平均 販売 単価 を更

新 し,該 当四半期 の団地 別地点数の ラ ンク付 及び ガス料金 の

ランク付 け を行 います。

JIS工 場管理 JIS表 示 許 可 工場 の 審 査,検 査 事 務(検 査 ス ケ ジ ュー ルの

作 成 と審 査,検 査,結 果 の管理)を 行 い ます 。

鉱 山出願処理

シス テム

鉱業権 出願 に係 る鉱区の重複計算 を行い重複台帳作 成等の事

務処理 を行い ます,(現 在 システム開発中)

堆積地安定解

析

鉱 山か ら出 る廃 棄物の堆積場の安定計算。

鉱区測量計算 座標軸の変換

俸給単価表 人事院 勧告 によ る本俸 を与 えることによ り管理 職別,行 政 職

別 に号俸別,等 級別の俸給 単価 表を製作 します 。

工配計画 昭 和60年 の 工 業 出荷 額 フ レー ム を 県別,業 種 別に 分 割 計 算

を しま す 。

ボタ山集計 管 内 の ボ 夕山 を 目的 応 じに集 計 しま す。

産業連 関表作

成 システ ム

IO基 本表で生産 額 と最終需要計 を入力 して,試 算 的な産業

連 関表 を作成 し,そ の後作 表検討の ための様 々な製表 をす る

とと もに最終 的な10基 本表 を作成 します。
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(3)分 析,加 工業 務

業　務　名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　 要

経済分析 デー タ を入 力す る こ とに よ り,回 帰 分 析,ロ ジ ス テ ィ ク分 析

相 関 マ トリ ッ クス分析,時 系 別 デー タの演 算 な どを行 い ます 。

各種経済統計

の検索加工

マ ク ロ経 済 統 計,鉱 工 業 指 数,WPI,CPI,EPI,　 IPI等 の

デ ー タの 検 索 加 工,グ ラ フ化 を行 い ま す 。

地域産業連関

表分析 システ

ム

地域産業の連 関表作成 システムを用 いて作成 された1-0表

及びユーザ独 自に作成 した1-O表 の部門統 合,各 種諸係数,

生産変 動要 因分 析予測等 を行 います。

産業構造の予

測 シ ステム

基 準年 の 産業 連 関 表 と予測 年 の生 産 額 を与 え る こ とに よ り3

つ の 手 法(RAS法,ラ グラ ンジ ェ法,平 均 増 加 倍 率 法)に

よ る産 業 構 造 の 予 測 を します 。

価格分析 価格分析 を行 いた い部門 と値上げ率 を与 えることによ り,産

業連 関表 に よる価格分析 を行い ます 。

ビジ ョ ン 産業構 造の長期 ビジ 。ン作成のための種 々の分析計算

汎用の簡易計算 利用 者 は,プ ログ ラム を作 成 しな くて も所要 の 計算 式 に デ ー

タを与 え る だけ で,反 復 計 算 を含 め,計 算結 果 が 得 られ ま す。

季節指数 連環比 率法に よる季節指 数の計算 を します。

∧

'
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(4)通 産 省 デ ー タ ・ベ ー ス 一 覧

シ ス テ ム 名 サブシステム 名 デ ー タ　 ・ ベ ー ス の 内 容 デ　ー　タ　量

企業情報 システム KIMS

MEIS

NEWS

東 京,大 阪,名 古屋の各 証券 取引所1,

2部 上場企 業1,700社 の 財務デー タ等 約

400項 目

帝 国興信所 調査に よる中規模企業約10000

社 の 財務 デー タ約70項 目

日経 ・日経産業 ・日経流 通 ・日経 ビジネ

スの4紙 誌に掲 載 された記事 の要 旨 ,抄

録デー タ

約　 680,000系 列

約　 700,000系 列

約　 540,000件

技 術情報 システム TEC 特許 ・実用新案の公告 ・公開件数の技術

分野別企業別時系別デー タ

約　 370,000系 列

資源情報 システム MRS 世 界 各国及 び我 が国の鉱 物資源15種 の

生産消費,埋 蔵量,市 況等 のデー タ

約　 　 3,000系 列

貿 易情報 システ ム NEWTRD

TRAERS

EXTEN

(バ ッチ用)

WEIAS

我 が 国通関統計(BTN分 類)の 時系列 デ

ー タ(月 次最近 時36ヵ 月
,年 次 同7カ

年分)

我 が国通関統計(SITC分 類)の 時系列

デー タ(71年 ～75年 の年次 デー タ)

国連及 びOECDの 作 成す る世界 各国 の通

関 計(SITC分 類)の 年次 デー タ

米,英,独,仏,加5カ 国の各 国通関統

計の月次 デー タ

約　 556,000系 列

約　 500,000系 列

テー プ　 100巻

テー プ　　50巻

経 済協力情報 シス

テム

IFS IMFの 作 成す る国際財 政統 計(IFS)

の 全 項 目の時系列 デー タ

約　　16,000系 列

エネルギー情報 シ

ステ ム

ENERGY 各 国 のエネルギー需給,我 が国 のエネル
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 吟
ギー需給 データ

約　 　20,000系 列

鉄鋼 情報 システム

1

SAIS 主要国の鉄鋼の生産,原 材料及び貿易に

関するデータ

約　 　90000系 列

紙パルプ情報 シス

テ ム

PAPS 紙 パ ルプ産 業に関す る生産,市 況,設 備

等のデー タ

約　 100000系 列

産業関連表 デー タ IODB 全国基本表,延 長表等の各計数データ 基 本表(35,4075,50)

延 長 表(48,49,50,51)

統 計 デ ー タ ・ベ ー

ス シ ス テ ム

　 　 　 ●

SDB 1)国 民所得,金 融等 のマクロ経済デー タ

2)鉱 工 業生産指数,法 人企業統 計等の

　企業活動 デー タ

3)WPI,CPI等 の物 価関係デー タ

4)勤 労 統計等 の労 働関係 デー タ

5)国 際 収支統計 関係デー タ

6)電 気 ・ガス等 エネルギー関係 デー タ

約　 　22,000系 列
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㈲ 　 通 産 局提 供 の デ ータお よ び シ ス テ ム一覧

鉱 工 業 指 数

シ　ス　テ　ム

産業構 造の

予　　　 測

シ　ス　テ　ム

価 格 分 析

シ　ス　テ　ム

産業連関表

作　　　 成

シ　ス　テ　ム

昭和50年

地 域 産 業

連　 関　 表

福 岡 県

佐 賀 県 ○ ○ ○

長/崎 県 ○ ○ ○

熊 本 県 ○

大 分 県 ○

宮 崎 県

鹿児島県 ○ ○

合　　計 3 1 2 1 3

A
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資料3-4　 自治体 に おける国(通 産省)の 行政 担当機関

福　　岡　　県 佐　　賀　　県 長　　崎　　県 熊　　本　　県 大　　分　　県 宮　　崎　　県
　 　　 　　　 　　 1
鹿　児　 島　 県

総務部 総務部 総務部 総務部 企画調整部 総務部
鉱　害　課 企　画　課 消防防災課 防災消 防課 企 画 船 室 地域政策課 県民局県民生活課

企 画開発 部 総務部 総務部 企画開発 部 総務部 〃 総務部
企画調整課 統言十調査課 統　計　課 企　画　課 統　言卜　 課 企画調整課 消防防災課

〃 綴紐生活部 環境部 〃 福i祉生活 部 〃 企画部
総合開発課 県民生活課 環境保全課 地域振興課 消費生活県民課 土地物価対策課 企　画　課

〃 保健環境部 ノノ 〃 〃 〃 〃

振　興　課 整　備　課 公害規制課 統言1調査課 消防防災課 統　計　課 開　発　課

〃 〃 経済部 福祉生活 部 環境保健 部 福 祉生 活部 〃

調 査統計 課 ・　　　　　 公　 害　 課 運　輸　課 消費生活 課 環境管理 課 県民生 活課 統計調 査課

企画開発部 経済部 〃 公害部 〃 〃 〃

水資源対策局　計画課 商工振興課 企業振興課 総　務　課 公害規制課 消防防災課 地域開 《6調査室

〃 経済部 〃 〃 商1二労働 部 環境 保健部 〃

〃　　　　 調整課 工　鉱　課 観光物産課 公害親政課 中小企業 課 環境 保全課 調 査,}1画 課

衛生部環境整 備局 農地林務部 ノノ 衛生 部 〃 〃 水産商・L部
企　 画　 課 建設鉱害課 中小企業課 環境整備課 .[1　鉱　課 公　害　課 中小企業指 導課

〃 商工観光労 働部 商工労 働部 〃

公　害　課 中 小企業振興課 商工振興課 中小.企業指導 課

〃

　　 整　 備　 課

〃

　 　 商工 金融課

〃

　　 組織金融課

商.L部
〃 〃

商工振 興課 ゴ　 鉱　課 中小企業総 合指導センター

〃 〃

通 商金融課 商　政　課

〃

■　 業　 課

〃

観　光　課
-

'

商 工 部　 　 　 　 　・ ・
i・

消費生活局 消費生活課

.

〃

〃　 　　 生活物資課 .



一
つc
N
ー

資 料3-5 自治体 に お け る国(通 産 省)の デ ー タ利 用 例

　　　　　　　　　　　　 県　名

品　　 資料名
福　岡　県 佐　賀　県 長　崎　県 熊　本　県 大　分　県 宮　崎　県 鹿 児島 県 計

1　 鉄鋼統計・月報 4 1 3 1 1 10

2　 商業動態統計月報 1 1 1 3 2 1 3 12

3　 機械 統il卜月報 1 1 3 1 2 8

4　 繊維統計月報 1 1 3 1 1 7

5　 紙 ・パルプ統計 月報 1 1 3 　 　 　 　 1` 2 8

6　 紙流通統言1・月報 1 3 l　 　 l 1 6
7　 雑貨統計月報 4 1 3 i　　　　 l

`
1 10

8　　プラスチック製品統計 月報 1 1 3 1　　 1 1 7

9　 ガ'ス小業統計月報 4 1 3 　 　 　 　 1| 2 11

lO　 化学 工※統計月報 | 3 l　　 l 1 6

ll　 生コンクリート統計四半期報
　 　 　 　 　 　 　 　 .

　 　 プレハブ住宅 ・住宅設備ユニ ット

1 1 3 1　　　　 1

1
3 9

統計四半期報 1 .

13　 資源統計月報 l　 l 1 1　　　　 1 4 7

14　 　ゴ ム製 品 結 言1・月 報 〕　 　 1 2 1　　　 1. 4

15　 エネルギー統計月報 5　 i 1 3 ;　　　　1 5 正5

]6　 電力調査統計月報 4　 　 } 3 :　　　　 1 3 ll

1　7　　　　　　業　　・建 材 統 三…卜戊」　沓～ 4　 } 1 3 、　　　　 1 2 ll

18　 機械器具流通統 計月報 1 1 1 `　　　　 1
1 1 14

19　　　・[業統、↑1'表　　　　　　　　　　　(　企※編　)
1　　 　 　 1　　 1 5 2　　　 [　　　　 3

　 　 　 .
3 14

20　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　(iii田rホ寸編) 5　 } 1 4 2　　　 :　　　　 3 4 19

2　1　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　(用 地川水編) 7　 　 1 1 3 3　　　　　　　　　3 5 22

22　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　(品 目編) 3 1 4 2　　　1　　　 3 4 17

23　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　(産 業編) 5 1 1 4 2　　　　　　　　　3
　 　 　 . 3 19

24　　商業統、言卜妻《　　　　　　　(市 田∫ト寸編) Il 1 1 2 1　　　 `　　　　 3 3 22

25　 　 〃　　　 　　　 (産業編) 1 1 2 2　　　 1　　　　 3 4 13
26　 　 〃　 　 　 　 　 　 (品1≡1編) 6 1 1 3 }　　　　 3 4 18
27　 貿易業態繍 十 1 1　　 1 2 4

28　 産※連 関表 1 1 1 3 1　　 2 2 10
29　 鉱」二業指 数 1 1 3 1

1　　　　　 1
5 12

30　 鉱区一覧 1 1 3 5

31　 中小企業調査月報 1 1 3 1 1 6

32　 中小企業の経営指標 1 3 2 1 7

33　 中小企業の原価指標 1 3 2 1 7

34　 石油元売提出資料 1 2 2 5

35　 大規模小売店舗の概要 1 1 1 1 1 1 1 7

合　　　　　　　　　計 74 7' 28 94 19 57 79 358

4
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資 料3t-6 自治体の電子計算機設置状況 と処理業務一覧

県　名

処理業務等
福　岡　県 　佐　賀　県

.

長　崎　県 熊　本　県 大　分　県 宮　崎　県 鹿 児 島 県 合　　　計

電子計算主管部課 総　務　部 総　務　部 総　務　部 総　務　部 総　務　部

考　査　室 電子計算課 電　算　課 池子計算課 企 画 船 室 行政 管理課 氾 ゴニ計 算 蓋果

電算処理開 始年月 40年 　4月 47年10月 46年10月 42年 　1月 46年10月 44年5月 47年4月

使用 機種 FACOM NEAC-ACOS FACOM FACOM TOSBAC FACOM

全 面 委 託 230-38 500 Ml60AD Ml60AD －ACOS　 600 230-・18

記憶容量 224KB lMB 1MB 1MB 768KB 256KB

電算処理業 務

(内 部管理)

人事給与管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

恩給 年金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

(財 務管理)

県債管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

財務会計 ○ ○ ○ ○ ○ 5

物品管理 ○ ○ ○ ○ 4

i郎∫村振興資金貸付 管Fl! ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

(税 　　 務)

自動 車税 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

その他 ○ ○ ○ ○ 4

(一 ・般 行 政 事 務)』
、

各 種 実 態 調 査,ア ン ケ ー ト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

各種資金彗務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

各 種補助 金事務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

各種工事設 計積算 ○ ○ ○ ○ ○ 5

各種技 術計算 ○ ○ 2

各種E事 進行管理 ○ ○ ○ 3

各種台帳 管理 ○ ○ O ○ ○ 5

各種試験採点 ○ ○ 』 ○ ○ ○ ○ 6

森林計画,森 林国営保険関係事務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

公害測定 ○ ○ ○ ○ ○ O 6

公害予測計算 ○ ○ ○ 3
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〈 資 料3-6つ づ き〉

県　 名
福 岡 県 佐 賀 県 長 崎 県 熊 本 県 大 分 県 宮 崎 県 鹿 児 島 県 合 計

処理業務等

(統1言1・,解 析)

1:業 統 計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

商業統計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

毎月勤労統計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

自治省統計 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ 7

人口動態統計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

交 通tli故 統 計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

交通違反統1汁 ○ ○ 2

農 業 セ ン サ ス ○ ○ 2

漁 業 セ ンサ ス ○ ○ ○ ○ ○ 5

学 校基本調 査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5

衛生統計 ○ ○ ○ ○ ○ 4

'1渓所統計 ○ ○ ○ 3

小売物 価,lll院 物価統川 ○ ○ 2

物 資流 」山調査 ○ ○ ○ 3

法 人企業統計 O ○ 2

鉱 ・1:業生 産動態統計 ○ ○ 2

鉱 」1業指 数 ○ ○ ○ 3

産 業連 関表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

(1二測,1計 画 業 務)

人 口 推li卜. ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

計 ぽ経済 モテル ○ ○ ○ ○ 4

県民所得統計 ○ ○ ○ ○ 4

市町村民所 得統 計 ○
.

○ ○ ○ 4

産業構造,地 域構造解析(SD巧 」ル) ○ 1

長期計 画モ デル ○ 1

総合長期指標 ○ 1

その 他の予 測
'

○ |

合一『ド 、・

　 '　　　、.{
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